
予算執行事前審査等調書
（平成２２年度第３四半期）

防衛省予算監視・効率化チーム



目　　次

【人事教育局関係】

【厚生課】
・公務員宿舎整備（朝霞駐屯地宿舎の建替） ・・・ 1
・公務員宿舎整備（浜松基地宿舎の建替） ・・・ 3
・公務員宿舎整備（練馬駐屯地宿舎の建替） ・・・ 5

【経理装備局関係】

【システム装備課】
【統幕】

・防衛情報通信基盤（ＤＩＩ）の整備（器材の整備）（地上マイクロ回線の整備）（省統一） ・・・ 7
【陸自】

・軽対戦車誘導弾の取得着手 ・・・ 9
・多目的誘導弾システムの取得着手 ・・・ 10
・携帯地対空誘導弾（Ｂ）の取得着手 ・・・ 11
・地対艦誘導弾の取得着手 ・・・ 12
・改良ホークの改善着手 ・・・ 13
・弾薬の取得（８７式対戦車誘導弾） ・・・ 14
・中距離地対空誘導弾の取得着手 ・・・ 15
・中距離地対空誘導弾初度部品 ・・・ 16
・中距離多目的誘導弾の取得着手 ・・・ 17
・改良ホーク改善Ⅲ型地上器材の定期整備 ・・・ 18
・誘導武器装備品維持分ホーク専用部品の取得 ・・・ 19
・短ＳＡＭ（Ｃ）地上器材の定期整備 ・・・ 20
・車両無線機（野外無線機） ・・・ 21
・対空戦闘指揮統制システムの更新 ・・・ 23



・対砲レーダ装置の更新 ・・・ 25
・携帯無線機1号（野外無線機） ・・・ 27
・対空レーダ装置１号の更新 ・・・ 29
・地理情報システムの整備 ・・・ 31
・着陸誘導装置の損耗更新 ・・・ 33

【海自】
・ＭＫ２５キャニスタ ・・・ 35
・シースパローミサイルＲＩＭ－１６２ ・・・ 37
・標準型ミサイルＳＭ－２（訓練頭部付） ・・・ 39
・無線通信装置改造器材 ・・・ 41

【空自】
・技術支援計画経費（ＢＭＤ） ・・・ 43
・自動警戒管制システム等（その５） ・・・ 44
・自動警戒管制システム等用装置借上（ＤＣ及び術科学校用） ・・・ 46
・通信電子機器借上　作戦用通信回線統制システム換装 ・・・ 48
・事務共通システムの整備（プログラム基本設計・製造：その３） ・・・ 50
・空幕システム用装置借上 ・・・ 52
・航空総隊指揮システム用装置借上（府中・横田以外継続分） ・・・ 54

【艦船武器課】
【陸自】

・甲類（戦車）（１０式戦車） ・・・ 56
・甲類（戦車）（１０式戦車（初度費）） ・・・ 58
・甲類（火砲）（９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲） ・・・ 60
・甲類（火砲）（９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲車体部） ・・・ 62
・甲類（装甲車）（９６式装輪装甲車） ・・・ 64
・甲類（その他）（軽装甲機動車） ・・・ 66
・甲類（その他）（８９式５．５６ｍｍ小銃） ・・・ 68
・乙類（武器器材）（工具セット（火器用）（初度費）） ・・・ 70
・装軌車等外注整備（多連装ロケットシステムＭＬＲＳオーバーホール） ・・・ 71
・装軌車等外注整備（多連装ロケットシステムＭＬＲＳオーバーホール（初度費）） ・・・ 73
・装軌車等外注整備（９０式戦車オーバーホール） ・・・ 75
・高機動車の充足、装輪車両の損耗更新（高機動車） ・・・ 77



・装輪車両の損耗更新（１／２ｔトラック） ・・・ 79
・装輪車両の損耗更新（３　１／２ｔトラック） ・・・ 81
・弾薬の取得（８９式５．５６ｍｍ普通弾） ・・・ 83
・弾薬の取得（８１ｍｍＭ、ＪＭ４１Ａ１りゅう弾、信管なし） ・・・ 85
・弾薬の取得（９１式１０５ｍｍ多目的対戦車りゅう弾） ・・・ 87
・弾薬の取得（００式１０５ｍｍ戦車砲用演習弾） ・・・ 89
・弾薬の取得（１２０ｍｍＴＫＧ、ＪＭ１２Ａ１対戦車りゅう弾） ・・・ 91
・弾薬の取得（１２０ｍｍＭ、ＪＭ１りゅう弾、信管なし） ・・・ 93
・弾薬の取得（００式１２０ｍｍ戦車砲用演習弾） ・・・ 95
・弾薬の取得（１０式１２０ｍｍ装弾筒付翼安定徹甲弾） ・・・ 97
・弾薬の取得（９９式１５５ｍｍりゅう弾砲発射装薬） ・・・ 99
・弾薬の取得（１５５ｍｍＨ、Ｍ１０７りゅう弾） ・・・ 101
・弾薬の取得（１５５ｍｍＨ、Ｌ１５Ａ２りゅう弾） ・・・ 103
・弾薬の取得（１５５ｍｍＨ、Ｍ３Ｊ３発射装薬（緑のう）） ・・・ 105
・弾薬の取得（多連装ロケットシステム２９８ｍｍＭ２８Ａ１演習弾） ・・・ 107
・弾薬の取得（１１０ｍｍＲ、ＪＭ１８演習弾） ・・・ 109
・弾薬の取得（９８式信管） ・・・ 111
・弾薬の取得（ＪＭ１１１Ａ４弾頭信管） ・・・ 113
・ＮＢＣ偵察車 ・・・ 115
・個人用防護装備の充足・乙類装備品の損耗更新（００式個人用防護装備（防護衣・フード） ・・・ 117
・０７式機動支援橋の取得着手 ・・・ 119
・防弾チョッキ ・・・ 121

【海自】
・０７式垂直発射魚雷投射ロケット ・・・ 123
・８９式魚雷（Ｂ） ・・・ 125
・９７式魚雷 ・・・ 127
・９１式機雷 ・・・ 129
・チャフロケット弾 ・・・ 131
・護衛艦（１９，５００トン型） ・・・ 133
・潜水艦用主蓄電池（ＳＣＧ・維持用） ・・・ 135
・ＬＭ２５００型ガスタービン機関 ・・・ 137
・ＳＭ１Ｃ型ガスタービン機関 ・・・ 139



【航空機課】
【陸自】

・戦闘ヘリコプター（ＡＨ－６４Ｄ）用ＦＣＲの取得着手 ・・・ 141
・観測ヘリコプター（ＯＨ－１）の取得着手（搭載用エンジン） ・・・ 142
・多用途ヘリコプター（ＵＨ－６０ＪＡ）の取得着手（搭載用エンジン） ・・・ 143
・輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ）の取得着手（搭載用エンジン） ・・・ 144
・クイック・チェンジ・キット ・・・ 145
・航空機の国際平和協力活動への対応（機体改修等）（搭載用エンジン） ・・・ 146
・航空機の国際平和協力活動への対応（機体改修等）（維持用エンジン） ・・・ 147
・無人偵察機システムの充足 ・・・ 148

【海自】
・Ｐ－１固定翼哨戒機 ・・・ 149
・ＳＨ－６０Ｋ哨戒ヘリコプター ・・・ 150
・ＸＰ－１型航空機用補用品 ・・・ 151
・ＸＦ７－１０エンジンの量産化改修 ・・・ 152

【空自】
・ＡＷＡＣＳレーダー機能の向上（その５） ・・・ 153
・ＲＦ／Ｆ－４ＥＪ航空機機体定期修理等 ・・・ 154
・Ｃ－１航空機機体定期修理等 ・・・ 155
・Ｆ３－ＩＨＩ－３０／３０Ｂエンジンオーバーホール ・・・ 156
・ＣＩＰ（Ｆ－２） ・・・ 157

【施設整備課】
・中央即応集団司令部庁舎等新設工事（座間） ・・・ 158
・航空燃料貯蔵施設の整備（小松） ・・・ 160
・艦艇燃料貯蔵施設の整備（呉（吉浦）） ・・・ 162
・整備場の整備（舞鶴（白浜）） ・・・ 164
・特別高圧受変電設備の更新（医大） ・・・ 166
・港湾施設の整備（大湊（芦崎湾）） ・・・ 168

【技術計画官】
・次期輸送機の一体化胴体供試体 ・・・ 170



・次期固定翼哨戒機試作２号機の改修等 ・・・ 172
・将来ネットワーク型多目的誘導弾システム（その３）の研究試作 ・・・ 174
・新空対艦誘導弾（ＸＡＳＭ－３）（その１） ・・・ 177
・新弾道ミサイル防衛用誘導弾（その５） ・・・ 180
・０３式中距離地対空誘導弾(改)（その１） ・・・ 183
・高出力レーザシステム構成要素（その1）の研究試作 ・・・ 186
・遠距離探知センサシステム（その１）の研究試作 ・・・ 189
・統合防空システムシミュレーション（その２）の研究試作 ・・・ 192

【地方協力局関係】

【提供施設課】
・キャンプ座間におけるユーティリティ整備事業 ・・・ 195
・横須賀海軍施設における独身下士官宿舎整備事業 ・・・ 198

【地方調整課】
・岩国飛行場提供施設整備工事（ＭＡＬＳ－１２地区） ・・・ 201
・岩国飛行場提供施設整備工事（独身下士官宿舎地区） ・・・ 205
・岩国飛行場提供施設整備工事（ＭＡＧ－１２地区） ・・・ 209

注：各調書の事業総額等は、入札等における予定価格を類推されるおそれがあるため、非公表とする。



（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考 維持管理機関：陸上自衛隊朝霞駐屯地執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１０月以降

　防衛省・自衛隊が建設する宿舎は、防衛力の人的基盤を支える重要な施策であり、自衛隊の能力発揮の前提事項
として極めて重要なものである。
　今般建設を計画している宿舎については朝霞駐屯地に隣接し、宿舎の建設により即応態勢の強化が図れることか
ら、老朽化した宿舎を取り壊し、同所に建替を計画したものである。

完了年度（予定）：

施設整備費

人事教育局厚生課担当課

24

公務員宿舎整備（朝霞駐屯地宿舎の建替）

2322
　老朽化した宿舎６棟２７０戸の取り壊しを実施
し、同所において２棟２４８戸の宿舎建設を実
施するものである。
　２１年度に１棟目１１０戸の建設に着手したと
ころであり、２２年度においては、２棟目１３８戸
の建設に着手する。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　駐屯地に隣接する老朽化した宿舎の建替えを実施し、大規模災害等の発生時における即応態勢の強化を図る。

平成２４年度

2625

公務員宿舎施設費

　　　 　（本体工事）

（ 附帯工事）

1



（別紙）

一般競争入札（予定）

公務員宿舎整備（朝霞駐屯地宿舎の建替）の概要

〈位置図〉 〈建物配置図〉

〈老朽化の状況〉

（室内において腐敗が進行） （天井の亀裂） （外壁の亀裂）

朝霞駐屯地

朝霞駐屯地

２２年度計画
１３８戸

２１年度計画
１１０戸

2



（単位：千円）

22

事業の
必要性
有効性
効率性

　基地近傍に位置する老朽化した宿舎を、基地から遠方に所在する宿舎と集約建替することで、大規模災害等の発
生時における即応態勢の強化を図る。

平成２４年度

事業目的

　防衛省・自衛隊において、隊員が居住する宿舎は防衛力の人的基盤を支える重要な施策であり、自衛隊の能力発
揮の前提事項として極めて重要なものである。
　今般建設を計画している宿舎については浜松基地近傍に位置しており、同所において基地遠方に所在する宿舎と
の集約建替を実施することにより即応態勢の強化が図れることから、老朽化した宿舎を取り壊し、建替を計画したも
のである。
　集約化により不用となる宿舎用地を財務省へ引き継ぐことで、国有財産の効率的利用に資する。

予算執行（事前・事後）審査調書

完了年度（予定）：

事業概要

人事教育局厚生課

施設整備費 千円

2625

備　考 維持管理機関：航空自衛隊浜松基地執行時期

　一般競争入札（予定）

　平成２２年１０月以降

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

公務員宿舎施設費

件名 担当課

24

公務員宿舎整備（浜松基地宿舎の建替）

23
　老朽化した浜松基地宿舎２棟４８戸の取り壊
しを実施し、同所に基地から遠方に所在する
老朽化した宿舎４８戸を集約した上で、２棟１０
８戸の宿舎建設を実施する。
　なお、集約化により不用となる用地について
は、財務省へ引継ぎを実施する。

目 事業（補助）総額項

（本体工事）

（附帯工事）

3



（別紙）

〈老朽化の状況〉

（漏水による被害） （外壁の亀裂）

公務員宿舎整備（浜松基地宿舎の建替）の概要

〈位置図〉 〈建物配置図〉

浜松基地

浜松基地宿舎

集約宿舎
４８戸

浜松基地宿舎
２２年度計画
２棟１０８戸

配管劣化による腐食

雨水漏水による腐食

4



（単位：千円）

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

一般競争入札（予定）

執行時期 　平成２２年１０月以降 備　考 維持管理機関：陸上自衛隊練馬駐屯地

　駐屯地に隣接する老朽化した宿舎の建替えを実施し、大規模災害等の発生時における即応態勢の強化を図る。事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

　防衛省・自衛隊が建設する宿舎は、防衛力の人的基盤を支える重要な施策であり、自衛隊の能力発揮の前提事項
として極めて重要なものである。
　今般建設を計画している宿舎については練馬駐屯地に隣接し、宿舎の建設により即応態勢の強化が図れることか
ら、老朽化した宿舎を取り壊し、同所に建替を計画したものである。

事業概要

千円

　老朽化した宿舎７棟２５４戸の取り壊しを実施
し、同所において２棟２４３戸の宿舎建設を実
施するものである。
　２２年度に１棟目１３７戸の建設に着手するも
のであり、２３年度においては、２棟目１０６戸
の建設に着手する計画である。

22 23 24 25 26

完了年度（予定）： 平成２４年度

施設整備費項 目 事業（補助）総額公務員宿舎施設費

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 公務員宿舎整備（練馬駐屯地宿舎の建替） 担当課 人事教育局厚生課

　　　 　　（本体工事）

（ 附帯工事）

5



（別紙）

（壁面剥離による鉄筋の露出）（室内において腐敗が進行） （外壁の亀裂）

〈老朽化の状況〉

〈位置図〉 〈建物配置図〉
公務員宿舎整備（練馬駐屯地宿舎の建替）の概要

２２年度計画
１３７戸

２３年度計画
１０６戸

練馬駐屯地

練馬駐屯地

6



（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 防衛情報通信基盤（ＤＩＩ）の整備（器材の整備）（地上マイクロ回線の整備）（省統一） 担当課
経理装備局システム装備課

運用企画局情報通信・研究課

項 武器車両等整備費 目 通信機器購入費 事業（補助）総額 千円

  当該事業は、防衛情報通信基盤の業務実施
に関する訓令（防衛庁訓令第１９号 15.3.26）に
基づき２０年度から実施している地上マイクロ
回線の老朽化による更新整備である。
　平成２２年度においては、市ヶ谷から仙台間
の一部を換装（再無線化）及び関東環状一部
を換装（有線化）する。
  以降、段階的に関東環状及び札幌までを換
装整備する計画となっている。

22 23 24 25 26

完了年度（予定）： 平成　　　年度

事業概要

執行時期 　平成２２年１２月 備　考

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

一般競争入札（予定）

  防衛情報通信基盤（ＤＩＩ）の通信回線である地上マイクロ回線については、整備後約２０年を経過し老朽化が著しく、
維持管理が困難になりつつあり、早急に機器を換装する必要がある。なお、この地上マイクロ回線は、整備時期によ
り通信容量に大きな差があり、輻輳を生じていることから、併せて大容量化（２０８Ｍ化）することにより、輻輳を解消し
通信運用の効率化を図ることとしている。

事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

  本事業は、防衛省・自衛隊の各機関が共通で利用できる統一的なネットワーク網を整備することにより、各機関の
情報の共有化の促進、各機関のシステムが個別に使用する通信回線の集約を図るために必要な事業である。
  この事業の推進にあたっては、地上マイクロ回線の関東環状及び札幌までの北ルートの大容量化により、既存の部
外回線を収容し事業の効率化を図っている。
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凡例 ：20～23年度整備

：22～2５年度整備

：2４～2６年度整備

：2５年度以降整備

：既設208M化回線

：廃止検討回線

：208M化整備計画
回線

：52M化整備計画
回線

：新規計画局

折爪

笹森山

拝峠

束稲山

松島上品山

倉石

三沢

烏峠

郡山

天間林

野辺地

横津岳 函館

汐首

幌別

大石八森

札幌

障子山 大湊

藻岩山

島松

東千
歳

白老

熊の頭

樽前

ポロト

虎杖浜

千歳

八戸

目黒

府中

練馬

仙台～札幌
２５年度以降整備

関東環状南側
２４～２６年度整備

関東環状北側（その２）
２２～２５年度整備

関東環状北側（その１）
朝霞～仙台
２０～２３年度整備

マイクロ回線（関東環状・北方ルート（市ヶ谷～札幌区間））の大容量（２０８Ｍ等）化

鹿屋

高畑山

２４～２６年度整備

豊里

市原

木更津

三舟山

館山

武山

横須賀
船越

秦野大山

厚木

柚木

大宮

大滝根

横田

八方高原

下志津

：海上自衛隊局

：航空自衛隊局

：陸上自衛隊局

：無人中継局 ：208M化整備対象
回線：マイクロ器材換装整備対象局

下総

百里

八郷

古河熊谷

相馬原

赤城山

相馬
原

登谷山

入間

宇都
宮

仙台

手倉山

市ヶ谷

朝霞

柏

十条十条

土浦
霞ヶ
浦

※マイクロ回線の整備の流れ：①現マイクロ回線をバックアップ回線へ切替、②器材換装後、その回線を新マイクロ回線へ切戻

防衛情報通信基盤（ＤＩＩ）の整備（器材の整備）（地上マイクロ回線の整備）

：バックアップ整備対象局
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（単位：千円）
経理装備局　システム装備課
防衛政策局　防衛計画課

事業概要

件名 担当課

24

軽対戦車誘導弾の取得着手

2322

　防衛計画の大綱に基づき、近距離域の対機
甲戦闘能力を向上させるため、普通科部隊へ
軽対戦車誘導弾を配備する。

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、近距離域における対機甲戦闘において、敵戦車等を撃破するために使用する軽対戦車誘導弾の取得
であり、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するために必要な事業である。それに当たっては、将来の近距
離域の対機甲火力として、射程、貫徹能力、命中精度及び生存性に優れた軽対戦車誘導弾を普通科部隊に配備す
ることで、その有効性を確保する。

完了年度（予定）：

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、普通科部隊に装備し、近距離域の対機甲戦闘
において、敵戦車等を撃破する能力の向上を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するた
め、軽対戦車誘導弾を配備する。

平成　２３年度

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 武器購入費

調
達
要
求

契
約

納
入
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（単位：千円）
経理装備局　システム装備課
防衛政策局　防衛計画課

事業概要

件名 担当課

24

多目的誘導弾システムの取得着手

2322

　防衛計画の大綱に基づき、対着上陸戦闘及
び対地上戦闘能力を向上させるため、対舟艇
対戦車隊へ多目的誘導弾システムを配備す
る。

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

本事業は、沿岸における対着上陸戦闘における達着前の敵小型上陸用舟艇の撃破及び地上戦闘における敵戦車
等を遠距離から撃破するための誘導弾の取得であり、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するために必要
な事業である。
本誘導弾は、長射程の通視外目標射撃能力、敵の舟艇・戦車を撃破できる弾頭威力及び遮蔽陣地からの射撃能
力、並びにより高い残存性を有し、対舟艇対戦車隊に配備することで、その有効性を確保する。
　装備品の一部を官給しGCIPの重複を防止することで単価を低減する効率化を図っている。

完了年度（予定）：

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、対舟艇対戦車隊に装備し、対着上陸戦闘及び
対地上戦闘能力の向上を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するため、多目的誘導弾シ
ステムを配備する。

平成　２４年度

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 武器購入費

調
達
要
求

契
約

納
入

10



（単位：千円）
経理装備局　システム装備課
防衛政策局　防衛計画課

事業概要

件名 担当課

24

携帯地対空誘導弾（Ｂ）の取得着手

2322

　防衛計画の大綱に基づき、自衛用対空火力
の骨幹として使用するため、戦車・野戦特科部
隊等へ携帯地対空誘導弾（Ｂ）を配備する。

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、経空脅威の趨勢、特に超低空不意急襲的な各種攻撃の増大及び夜間攻撃能力の発達に対処するため
の誘導弾の取得であり、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するために必要な事業である。
本誘導弾は、各種妨害下において夜間攻撃目標（戦闘爆撃機・武装ヘリ等）に対処容易であり、戦車・野戦特科部隊
等に配備することで、その有効性を確保する。

完了年度（予定）：

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保す
るため、一般部隊においても所要の自衛用対空火力を保持し、自ら対空戦闘を行いつつ本来の任務を遂行するため
に、携帯地対空誘導弾（Ｂ）を配備する。

平成　２４年度

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 武器購入費

調
達
要
求

契
約

納
入
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（単位：千円）

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 武器購入費

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、方面特科部隊に装備し、着上陸侵攻に対する抑
止力を高めるとともに、初期対処（対海上火力）能力の向上を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心
を確保するため、地対艦誘導弾を配備する。

平成　２４年度

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、対着上陸侵攻に対する抑止力を高めるとともに、初期対処（対海上火力）能力の向上を図ることにより、
我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するために必要な事業である。それに当たっては、揚陸海岸付近の洋
上にある艦船を撃破して侵攻部隊の漸減を図るため、各地対艦ミサイル連隊の射撃練度を維持、向上させるため
に、誘導弾を購入することで、その有効性を確保する。
　誘導弾の発射試験をモニタリングにより実施することで、取得弾数の抑制し効率化を図っている。

完了年度（予定）：

事業目的

経理装備局　システム装備課
防衛政策局　防衛計画課

事業概要

件名 担当課

24

地対艦誘導弾の取得着手

2322

　防衛計画の大綱に基づき、対着上陸侵攻へ
の対応力を向上させるため、各地対艦ミサイル
連隊へ地対艦誘導弾を配備する。

千円

調
達
要
求

契
約

納
入

12



（単位：千円）
経理装備局　システム装備課
防衛政策局　防衛計画課

事業概要

件名 担当課

24

改良ホークの改善着手

2322

　防衛計画の大綱に基づき、対空戦闘能力を
向上させるため、各高射特科群へ改良ホーク
誘導弾を配備する。

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、対空戦闘能力の向上を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するために必要な
事業である。それに当たっては、現有する改良ホーク誘導弾の弾頭撃破性能の機能を改善し、弾薬構成品等を交換
して誘導弾の信頼性の向上を図り、各高射特科群に配備することで、その有効性を確保する。

完了年度（予定）：

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、方面高射特科部隊に装備し、対空戦闘能力の
向上を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するため、改良ホーク誘導弾を配備する。

平成　２４年度

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 武器購入費

調
達
要
求

契
約

納
入
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２３年１月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業である。
　87式対戦車誘導弾（演習弾）は、地対地の誘導弾で、87式対戦車誘導弾発射装置に使用される。また、調達に際しては、官給
（木箱）により効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

経理装備局　システム装備課
防衛政策局　防衛計画課担当課

24

弾薬の取得（８７式対戦車誘導弾）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補
助金の場合は交
付先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２４年度

2625

弾薬購入費

要求

３四 １四

納入

▽

契約

４四

▽ ▽
製造
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（単位：千円）

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 武器購入費

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、方面高射特科部隊に装備し、対空戦闘能力の
向上を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するため、中距離地対空誘導弾を配備する。

平成　２４年度

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募により、随意契約又は指名競争入札（予定）

　平成２２年１２月

本事業は、中距離空域における経空脅威（異方向からの同時攻撃機数の増大、ミサイルの長射程化・精密誘導化
及びミサイル攻撃の多用化、低空進入能力の向上及び電子戦の常態化等）に対処するための誘導弾の取得であり、
我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するために必要な事業である。それに当たっては、将来の電子的攻撃
の環境下での攻撃対処、同時多目標交戦能力、低空目標対処能力及び起動性に優れた中距離地対空誘導弾を方
面高射特科部隊に配備することで、その有効性を確保する。
　装備品の一部を官給しGCIPの重複を防止することで単価を低減する効率化を図っている。

完了年度（予定）：

事業目的

経理装備局　システム装備課
防衛政策局　防衛計画課

事業概要

件名 担当課

24

中距離地対空誘導弾の取得着手

2322

　防衛計画の大綱に基づき、対空戦闘能力を
向上させるため、方面高射特科部隊へ中距離
地対空誘導弾を配備する。

千円

調
達
要
求

契
約

納
入

15



（単位：千円）
経理装備局　システム装備課
防衛政策局　防衛計画課

事業概要

件名 担当課

24

中距離地対空誘導弾初度部品

2322

　防衛計画の大綱に基づき、対空戦闘能力を
向上させるため、方面高射特科部隊へ配備し
た中距離地対空誘導弾を維持するために必要
な部品を取得する。

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２３年２月

　本事業は、中距離空域における対空戦闘能力を維持し、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するために
必要な事業である。それに当たっては、新たに配備された中距離地対空誘導弾を維持するための部品を取得し、使
用可能な状態を維持することで、その有効性を確保する。

完了年度（予定）：

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保す
るため、対空戦闘への即応・実行的対処能力を維持するため、中距離地対空誘導弾を維持するために必要な部品を
取得する。

平成　２４年度

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 武器購入費

調
達
要
求

契
約

納
入
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（単位：千円）
経理装備局　システム装備課
防衛政策局　防衛計画課

事業概要

件名 担当課

24

中距離多目的誘導弾の取得着手

2322

　防衛計画の大綱に基づき、多様な事態にお
いて敵部隊等を撃破するため、普通科部隊へ
中距離多目的誘導弾を配備する。

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

本事業は、敵が我が本土及び離島に対し広域・分散・奇襲着上陸侵攻するとともに、ゲリラコマンドウによる攻撃等
の多様な事態に対処するための誘導弾の取得であり、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するために必要
な事業である。
本誘導弾は、火力性能（多用途性）、車載及び空輸等による迅速な機動性等を満足しかつ低コスト化に優れ、対馬警
備隊、西方普通科連隊に配備することで、その有効性を確保する。
　装備品の一部を官給しGCIPの重複を防止することで単価を低減する効率化を図っている。

完了年度（予定）：

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、対戦車誘導弾及び対舟艇対戦車誘導弾の後継
として、普通科部隊に装備し、多様な事態において敵部隊等を撃破して、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確
保するため、中距離多目的誘導弾を配備する。

平成　２４年度

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 武器購入費

調
達
要
求

契
約

納
入

17



（単位：千円）

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 武器修理費

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保す
るため、器材の安全性を確保するとともに、一部機能の信頼性を回復して、対空戦闘への即応・実効的対処能力を維
持するため、改良ホーク改善Ⅲ型地上器材の定期整備を実施する。

平成　２３年度

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

本事業は、対空戦闘能力を維持し、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するために必要な事業である。そ
れに当たっては、現有する改良ホーク改善Ⅲ型地上器材の定期整備を実施し、安全性及び信頼性を回復し、使用可
能な状態に維持することで、その有効性を確保する。なお、プライム企業を介さず、整備担当企業と直接契約すること
で、ＧＣＩＰの重複を避け、価格の低減を図っている。また、事前に整備対象器材を現物確認して、摩耗・劣化の程度、
損傷等の状況を確認し、器材維持の必要性の高い部位を官民で検討することにより、定期整備箇所を限定するととも
に、定期整備用部品を出来る限り官給することで定期整備費用の低減に努めている。

完了年度（予定）：

事業目的

経理装備局　システム装備課

事業概要

件名 担当課

24

改良ホーク改善Ⅲ型地上器材の定期整備

2322

　防衛計画の大綱に基づき、改良ホーク改善
Ⅲ型地上器材の定期整備を実施し、器材の安
全性を確保するとともに、一部機能の信頼性を
回復して可動を維持する。

千円

調
達
要
求

契
約

納
入

18



（単位：千円）

経理装備局　システム装備課

事業概要

件名 担当課

24

誘導武器装備品維持分ホーク専用部品の取得

2322

　防衛計画の大綱に基づき、改良ホーク誘導
弾を維持するため、装備品の修理に必要な国
外調達部品を取得する。

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

随意契約（ＦＭＳ）（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、対空戦闘能力を維持し、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するために必要な事業である。そ
れに当たっては、現有する改良ホーク誘導弾の維持・修理用の国外調達部品を取得し、使用可能な状態に維持する
ことで、その有効性を確保することとなる。なお、部品採取及び回収品の還元促進により、部品取得経費の削減を
図っている。

完了年度（予定）：

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保す
るため、対空戦闘への即応・実効的対処能力を維持するため、装備品の維持・修理に必要な国外調達部品を取得す
る。

平成　２３年度

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 武器修理費

調
達
要
求

契
約

納
入

19



（単位：千円）

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 武器修理費

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保す
るため、器材の安全性を確保するとともに、一部機能の信頼性を回復して、対空戦闘への即応・実効的対処能力を維
持するため、短ＳＡＭ（Ｃ）地上器材の定期整備を実施する。

平成　２３年度

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、対空戦闘能力を維持し、我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するために必要な事業である。そ
れに当たっては、現有する短ＳＡＭ（Ｃ）地上器材の定期整備を実施し、安全性及び信頼性を回復し、使用可能な状態
に維持することで、その有効性を確保する。なお、プライム企業を介さず、整備担当企業と直接契約することで、ＧＣＩＰ
の重複を避け、価格の低減を図っている。また、定期整備用部品を出来る限り官給することにより、定期整備費用の
低減に努めている。

完了年度（予定）：

事業目的

経理装備局　システム装備課

事業概要

件名 担当課

24

短ＳＡＭ（Ｃ）地上器材の定期整備

2322

　防衛計画の大綱に基づき、短ＳＡＭ（Ｃ）地上
器材の定期整備を実施し、器材の安全性を確
保するとともに、一部機能の信頼性を回復して
可動を維持する。

千円

調
達
要
求

契
約

納
入

20



（単位：千円）

件名

予算執行（事前・事後）審査調書

担当課車両無線機（野外無線機）

24

経理装備局システム装備課
防衛政策局防衛計画課

目 事業（補助）総額 千円

26252322

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１１月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

武器車両等整備費 通信機器購入費

事業概要

項

事業の
必要性
有効性
効率性

　　師団等の指揮・統制及び情報伝送能力の維持・向上を図るため、現有車両無線機（８５式野外無線機）の性能（秘
匿性、防護性、伝送能力）を向上させた「新野外無線機」を取得するもの。

平成２４年度

　本事業は、旧器材を更新して任務遂行に必要な通信所要を確保するために必要な事業であり、装備後２５年以上を経過して老
朽化が著しい現有無線機が有する、整備用等部品の取得困難性、現代戦に求められる各種性能（秘匿性、通信電子防護性、電
波伝搬上における地形障害克服能力、データ･画像の伝送能力）の不足等の問題点を解決するものである。
　予算要求段階から直近契約実績を反映する等、予算執行における有効性を確保するとともに、空中線等の構成品を直接調達
することによりＧＣＩＰの重複を防止して経費低減を図り、事業の効率性を確保している。

事業目的

完了年度（予定）：

　　本事業は、師団（旅団）が保有する通信装
備の損耗更新として必要な装備品を取得する
ものである。
　　「車両無線機（野外無線機）」は、師団以下
の各級部隊に装備するトラック等の一般車両
及び戦車・装甲車・自走砲等の戦闘車両に搭
載し、指揮官等が指揮・連絡のために使用す
るものであり、陸上自衛隊の主力無線機であ
る。

本装置の製造及び製品試験
△
納
入

21



別紙

野 外 無 線 機 の 運 用 概 念 図

ゲリコマ対処

災害派遣

車両無線機

車両無線機

携帯無線機１号

携帯無線機１号
携帯無線機２号

携帯無線機２号

車両無線機

携帯無線機１号

中継無線

22



（単位：千円）

本装置の製造及び製品試験

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 対空戦闘指揮統制システムの更新 担当課
経理装備局システム装備課
防衛政策局防衛計画課

項 目

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

一般競争入札（予定）

事業概要

24 25 26

事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

執行時期 　平成２２年１１月 備　考

　対空監視レーダを使用して空域における目標情報資料の収集及び迅速的確な対空戦闘の指揮統制を実施するた
め、現有高射指揮所装置及び師団対空情報処理システムの更新として取得し、空自システム等と連接して方面隊の
対空戦闘を一元的に指揮・統制する。

事業（補助）総額武器車両等整備費 通信機器購入費 千円

　現有師団対空情報処理システムは、平成２年度装備化で、現代戦における経空脅威の増大に比して性能が不十分であるとと
もに、耐命１８年を経過し老朽化しているため、早急な更新が必要である。
　対空戦闘指揮統制システムは、現有装置に比し、処理数及び処理速度を向上し、空域の目標情報を迅速・正確に収集・処理・
伝送できる。
　無線機等の構成品を直接調達することで、二重にかかるＧＣＩＰを防止し経費低減を図り、事業の効率性を確保している。

23

完了年度（予定）： 平成２４年度

　対空戦闘における指揮統制能力を維持・向
上するため、現有高射指揮所装置及び師団対
空情報処理システムの損耗更新として取得す
るものである。

22

納
入

23



対空戦闘指揮統制システムの概要対空戦闘指揮統制システムの概要対空戦闘指揮統制システムの概要

対空戦闘指揮統制装置Ⅰ型 対空戦調整装置Ⅰ型 通信装置Ⅰ型 中継装置 連接装置

24



（単位：千円）

本装置の製造及び製品試験

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 対砲レーダ装置の更新 担当課
経理装備局システム装備課
防衛政策局防衛計画課

項 目

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

一般競争入札（予定）

事業概要

24 25 26

事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

執行時期 　平成２２年１０月 備　考

　他の観測手段では特定困難な遠距離にある敵火砲等の位置を標定するため、現有対砲レーダ装置の後継として取
得し、師団における対砲兵戦情報収集能力の維持・向上を図る。

事業（補助）総額武器車両等整備費 通信機器購入費 千円

　現有対砲レーダ装置は、平成２年に取得し２０年を経過するため、高段階整備が必要となる複雑故障の発生及び部
品取得の困難化等、性能維持が難しい状況にあるため、早急な更新が必要である。
　後継対砲レーダ装置は、活動中の砲位置の遠距離から至短時間に高精度で標定、多目標同時標定及び我が火砲
弾着点の同時標定が可能であり、対砲兵戦において敵に優位を占めることができる。
　無線機、車両等を別途調達し、二重にかかるＧＣＩＰを防止し経費低減を図り、事業の効率性を確保している。

23

完了年度（予定）： 平成２４年度

　対砲兵戦情報収集能力の維持・向上を図る
ため、現有対砲レーダ装置の損耗更新として
取得するものである。

22

納
入

25



対砲レーダ装置の概要対砲レーダ装置の概要対砲レーダ装置の概要

26



（単位：千円）

22
　　本事業は、師団（旅団）が保有する通信装
備の損耗更新として必要な装備品を取得する
ものである。
　　「携帯無線機１号（野外無線機）」は、師団
以下の各級部隊において隊員が携行し、車両
及び隊員相互の連絡のために使用するもので
あり、陸上自衛隊の主力無線機である。

目 事業（補助）総額 千円

　　師団等の指揮・統制及び情報伝送能力の維持・向上を図るため、現有携帯無線機１号（８５式野外無線機）の性
能（秘匿性、防護性、伝送能力）を向上させた「新野外無線機」を取得するもの。

平成　２４年度

予算執行（事前・事後）審査調書

完了年度（予定）：

事業目的

2625

携帯無線機1号（野外無線機）

23

項

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１１月

　本事業は、旧器材を更新して任務遂行に必要な通信所要を確保するために必要な事業であり、装備後２５年以上を経過して老
朽化が著しい現有無線機が有する、整備用等部品の取得困難性、現代戦に求められる各種性能（秘匿性、通信電子防護性、電
波伝搬上における地形障害克服能力、データ･画像の伝送能力）の不足等の問題点を解決するものである。
　予算要求段階から直近契約実績を反映する等、予算執行における有効性を確保するとともに、空中線等の構成品を直接調達
することによりＧＣＩＰの重複を防止して経費低減を図り、事業の効率性を確保している。

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

経理装備局システム装備課
防衛政策局防衛計画課

武器車両等整備費 通信機器購入費

事業概要

件名 担当課

24

本装置の製造及び製品試験
△
納
入

27



別紙

野 外 無 線 機 の 運 用 概 念 図

ゲリコマ対処

災害派遣

車両無線機

車両無線機

携帯無線機１号

携帯無線機１号
携帯無線機２号

携帯無線機２号

車両無線機

携帯無線機１号

中継無線

28



（単位：千円）

本装置の製造及び製品試験

執行時期 　平成２２年１１月 備　考

25 26

事業目的

事業（補助）総額武器車両等整備費 通信機器購入費

23

完了年度（予定）：

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

一般競争入札（予定）

事業概要

　現有対空レーダ装置１号は、昭和６３年装備化で現代戦における経空脅威の増大に比して性能が不十分であるととも
に、耐命２０年を経過し老朽化しているため、早急な更新が必要である。
　後継対空レーダ装置１号は、島嶼部における航空目標の発見を容易にし、対空戦闘指揮統制システムと一体運用するこ
とにより、統合作戦において最大限に寄与できるとともに、効果的・効率的な対空戦闘が実施できる。
　試作品を利活用し、経費低減を図り、事業の効率性を確保している。

平成２４年度

　対空情報収集能力を維持･向上するため、現
有対空レーダ装置１号の損耗更新として取得
するものである。

22

　空域における監視を行い目標情報を収集するため、現有対空レーダ装置１号の後継として取得し、探知精度（位置
の精度、分解能力）の向上、中・高空域の目標情報の迅速・正確な収集・処理・伝送及び機動性の向上を図る。

事業の
必要性
有効性
効率性

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 対空レーダ装置１号の更新 担当課
経理装備局システム装備課
防衛政策局防衛計画課

項 目 千円

24

納
入

29



目標類別

ＡＲＭ

高機動目標

ＥＣＭ機

多目標

電波発射装置

制御装置

高仰角目標

ステルス化目標

レーダ装置

対空レーダ装置１号の概要対空レーダ装置１号の概要対空レーダ装置１号の概要

30



（単位：千円）

事業目的

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

　陸上自衛隊の防衛及び警備、災害派遣活動等には、各種の地理情報、特に地図が必要不可欠である。本事業は、
地理情報を作成する陸自唯一のシステムを整備するために必要であり、本事業の実施により、部隊活動に必要な地
図、地誌等を作成し、部隊に提供することが可能となる。
　本システムは、各種地図の作成を容易にするとともに、各種地図作成に必要なデータベースを集約して効率化を
図っている。
　本事業実施にあたっては、導入年度の異なる機能の換装周期を斉一化し、集中調達による効率化を図っている。ま
た、一般競争契約により透明性を確保している。

完了年度（予定）：

経理装備局システム装備課
防衛政策局調査課担当課

24

地理情報システムの整備

2322

　地理情報システムは、陸上自衛隊唯一の地
理情報作成システムとして、紙地図作成機能、
衛星画像解析機能、電子地図作成機能、３次
元地図作成機能、デジタル地誌作成機能及
び、地理情報デ－タ管理と配布出力機能を整
備し、現在中央情報隊(地理情報隊)で運用中
のシステムである。
　本事業は、紙地図作成機能、衛星画像処理
機能、電子地図作成機能及び、地理情報デ－
タ管理と配布出力のハ－ドウェアシステムを運
用するためのレンタル料である。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項 武器車両等整備費 千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　中央情報隊(地理情報隊)の地理情報システムを運用するために必要なレンタル料を取得し、地理情報の作成・提供
体制を維持するものである。

平成２６年度

2625

通信維持費

23.3 26.3

換装 （レンタル期間）
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電子地図作成機能 紙地図作成機能 衛星画像解析機能

電子地図編集部 紙地図編集部 画像処理部

デジタル地誌
作成機能

地誌デ－タ
編集部

３次元デ－タ
整備部

デ－タベ－ス

配布出力部

３次元地図
作成機能

地理情報
デ－タ管理部

○システム構成の概要 ○プロダクトの作成イメージ

紙地図紙地図

３次元地図３次元地図地地 誌誌

電子地図電子地図 画像画像

○地理情報システムの位置づけ

・ 陸自の地理情報の作成・提供体制を維持するためのシステム
・ 陸自唯一の地理情報作成システムであり、中央情報隊（地理情報隊）のみに整備
・ 本システムにより、紙地図、航空写真、衛星画像、電子地図、地誌、３次元地図が作成され、
部隊等へ提供

地理情報システムの概要地理情報システムの概要地理情報システムの概要
【参考資料】
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（単位：千円）

仕様書 調達 装置更新
作成 要求

事業目的

通信機器購入費

22.11 25.2

目 事業（補助）総額

25

22.10

22　着陸誘導装置は、防衛大臣が国土交通大臣
から委任された着陸誘導管制業務を実施する
ため使用している器材で、その損耗更新を行う
事業
　本事業は、平成２４年度末に耐用命数（２０
年）を迎える帯広飛行場の器材を損耗更新す
るもの。

予算執行（事前・事後）審査調書

着陸誘導装置の損耗更新

武器車両等整備費

件名

項

執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１１月

事業概要

完了年度（予定）：

備　考

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　着陸誘導装置は、防衛大臣が国土交通大臣から委任された着陸誘導管制業務を実施するために使用している器材
で、航空法の規定に基づき、航空機を誘導し、安全に着陸させるために不可欠な器材である。本機器の精度低下、故
障等を起因とする運用中断は、航空機の安全運行に重大な影響を及ぼすとともに、陸上自衛隊が実施する航空管制
業務の信頼を失墜することとなり、耐用命数（２０年）を迎え信頼性が低下した器材を更新し、器材の精度を維持する
ことが必要である。
　本事業実施にあたっては、予算要求段階から直近契約実績を反映する等、予算執行における効率性を確保してい
る。また、一般競争契約により透明性を確保している。

経理装備局システム装備課担当課

　老朽化により機能が低下した帯広飛行場の着陸誘導装置を更新して、航空管制業務の中断を防止するとともに航
空安全を確保する。

平成２４年度

262423

千円
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着陸誘導装置の概要着陸誘導装置着陸誘導装置の概要の概要

捜索レーダー画面

精測レーダー画面

滑走路

垂直断面図

水平断面図

OH-6 AH-1UH-1LR-2 CH-47

捜索レーダー

精測レーダー

管制室

○ 着陸誘導装置の位置付け
・ 防衛大臣が国土交通大臣から委任された着陸誘導管制業務を実施する器材
・ 航空機を誘導し、安全に着陸させるために不可欠な器材

○ 着陸誘導装置の概要

※ レーダーを使用した管制の対象となる航空機
常駐するＯＨ－６、ＵＨ－１、ＡＨ－１の他、外来機のＬＲ－１、 ＣＨ－４７、空自Ｃ－１、

米軍機、民間航空機等、飛来する全ての航空機

【参考資料】

※ 雲中においても、精密誘導に
より安全に着陸可能
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（単位：千円）

完了年度（予定）： 逐年整備（搭載艦艇が除籍するまで）

備　考執行時期

　随意契約（ライセンス国産）予定

　平成２３年２月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

予算執行（事前・事後）審査調書

経理装備局　システム装備課
防衛政策局　防衛計画課担当課

項

ＭＫ２５キャニスタ

事業（補助）総額

件名

千円武器車両等整備費

24

事業概要
調達：１式

2625

弾薬購入費

2322

定数、訓練及び試験用弾薬として調達する
発展型シースパローミサイル用のキャニスタ
を取得する。

目

事業の
必要性
有効性
効率性

　本事業は、以下の理由により、継続して調達するものである。
　１　防衛力整備上必要な定数弾薬を補充する。
　２　部隊の練度の維持向上に必要な訓練用弾薬を取得する。
　３　新造艦艇の戦力化に必要な試験用弾薬を取得する。

事業目的

　本事業は、防衛力整備上必要不可欠な事業である。
　訓練用弾薬については、練成段階に応じた所要数に削減することにより、経費の節減を図っている。
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調　達　器　材　の　概　要

１　概　要

　　シースパローミサイルＲＩＭ－１６２専用のキャニスタである。

　　垂直発射装置ＭＫ４１に装填される。

２　発射装置・調達器材

全　長

幅・高さ

重　量

発　射　装　置 調　達　器　材

「ひゅうが」型護衛艦の例 垂直発射装置ＭＫ４１

約５．９ｍ

約０．７ｍ

約１ｔｏｎ

ＭＫ２５キャニスタ
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（単位：千円）

完了年度（予定）： 逐年整備（搭載艦艇が除籍するまで）

備　考執行時期

　随意契約（ライセンス国産）（予定）

　平成２３年２月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

予算執行（事前・事後）審査調書

経理装備局　システム装備課
防衛政策局　防衛計画課担当課

項

シースパローミサイルＲＩＭ－１６２

事業（補助）総額

件名

千円武器車両等整備費

24

事業概要
調達：１式

2625

弾薬購入費

2322

発展型シースパローミサイルの定数、訓練、
試験用弾薬を取得する。

目

事業の
必要性
有効性
効率性

　本事業は、以下の理由により、継続して調達するものである。
　１　防衛力整備上必要な定数弾薬を補充する。
　２　部隊の練度の維持向上に必要な訓練用弾薬を取得する。
　３　新造艦艇の戦力化に必要な試験用弾薬を取得する。

事業目的

　本事業は、防衛力整備上必要不可欠な事業である。
　訓練用弾薬については、練成段階に応じた所要数に削減することにより、経費の節減を図っている。
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調　達　器　材　の　概　要

１　概　要

　　個艦防空用の対空ミサイルである。艦艇搭載の際には、ＭＫ２０キャニスタ(ＲＩＭ－１６２用)又はＭＫ２５キャニスタに

　挿入され、垂直発射装置ＭＫ４１、ＭＫ４８に装填される。

２　発射装置・調達器材

全　長

直　径

重　量

シースパローミサイルＲＩＭ－１６２

発　射　装　置 調　達　器　材

「むらさめ」型護衛艦の例 垂直発射装置ＭＫ４８

約３．７ｍ

約０．２ｍ

約２９０ｋｇ
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（単位：千円）

完了年度（予定）： 逐年整備（搭載艦艇が除籍するまで）

備　考執行時期

随意契約（FMS)（予定）

　平成２２年１０月予定

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

予算執行（事前・事後）審査調書

経理装備局　システム装備課
防衛政策局　防衛計画課担当課

項

標準型ミサイルＳＭ－２（訓練頭部付）

事業（補助）総額

件名

千円武器車両等整備費

24

事業概要
調達：１式

2625

弾薬購入費

2322

訓練用弾薬を取得する。

目

事業の
必要性
有効性
効率性

　部隊の練度の維持向上に必要な訓練用弾薬を取得する。事業目的

　本事業は、防衛力整備上必要不可欠な事業である。
　部隊の練度を維持向上することができる。
　訓練用弾薬については、練成段階に応じた所要数に削減することにより、経費の節減を図っている。
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調　達　器　材　の　概　要

１　概　要

　　艦隊防空用の対空ミサイルである。艦艇搭載の際には、ＭＫ１３キャニスタに挿入され、垂直発射装置に装填される。

　　調達弾薬は、訓練頭部を取付け、ミサイルの飛翔データ等を計測するためのものである。

２　発射装置・調達器材

全　長

直　径

重　量 約７００ｋｇ

標準型ミサイルＳＭ－２（訓練頭部付）

発　射　装　置 調　達　器　材

「こんごう」型護衛艦の例 垂直発射装置ＭＫ４１

約４．７ｍ

約０．３ｍ
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（単位：千円）

完了年度（予定）： 平成２６年度

事業の
必要性
有効性
効率性

　次期Ｘバンド衛星通信に必要な器材を取得する。事業目的

　平成２７年度中に耐用年数を迎える予定のＢ２号機及びＤ号機の後継であるＢ３号機（Ｈ２７．１）、Ｄ２号機（Ｈ２７．
８）への移行に合わせ、利用周波数帯の変更拡張が図られるため、陸上局において後継機への対応改修を行う必要
がある。
　限られた通信衛星資源を、統合運用や任務拡大などに伴い増大する所要に対応し、有効に活用するための器材改
修を、次期衛星の運用開始に合わせて実施する。

2625

０９　通信機器購入費

2322

通信容量の拡大及び全中継器対応化を図ると
ともに、衛星通信の拡張性及び柔軟性を確保
するため、衛星通信統制機能を拡張、改修す
る。

目００３　武器車両等整備費

24

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

経理装備局システム装備課担当課

項

無線通信装置改造器材

事業（補助）総額

件名

千円

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１１月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

調達：１式（呉分）

調達（呉、那覇分）

調達（飯岡、厚木分） 装備工
事

装備工
事
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調　達　器　材　の　概　要

　　調達器材の製作期間を考慮して、分割して調達するものであり、平成２２年度は呉海岸地球局の一部器材を調達する。

次期Ｘバンド通信衛星対応改修（陸上）系統概要

自衛艦隊
司令部 佐世保

地方総監部
潜水艦隊

司令部

第１潜水隊群

司令部

中央システム
通信隊

横須賀、呉
舞鶴、大湊
地方総監部

護艦隊司令部

飯岡陸上局

対潜資料隊
横須賀海岸地球局
→廃止

→飯岡、呉経由に回線を変更

艦艇

AOS

呉陸上局

回線廃止

那覇陸上局

厚木陸上局
Ｘバンド衛星通信
改修器材一部調達
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（単位：千円）

経理装備局システム装備課

事業概要

件名 担当課

24

技術支援計画経費（ＢＭＤ）

2322

この事業は、日本がペトリオット・システムを効
率的に維持整備するため、ペトリオット導入諸
国とともに、米国が主催するペトリオット国際技
術支援計画（以下、「技術支援計画」という。）
に参加するためのものである。

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

随意契約（ＦＭＳ調達）（予定）

　平成２２年１１月

１　ペトリオット保有国は、原則として技術支援計画への参加が義務付けられている。
２　主要な機能が非開示であるため、独自でシステムを維持することは困難である。
３　技術支援計画により得られた成果を国内における維持施策に反映させることにより、器材を適切に維持している。
４　技術支援計画の全体経費は、各国の器材保有状況に応じて分担されるため、適切な負担額である。

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

ペトリオット・システムの信頼性、稼働性、整備性の向上、機能・性能の改善及び不具合対策等のための技術支援を
確保する。

完了年度（予定）： 平成２２年度以降も継続

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 通信維持費
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（単位：千円）

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 09　通信機器購入費

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　ＪＡＤＧＥの能力向上に必要なプログラムの適合化改修を実施するとともに、新たに開発するＪＤＣＳ（Ｆ）との連接に
必要な機能を付加することにより、航空警戒管制システムの機能向上を図る。

平成 24年度

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

１　ＪＡＤＧＥは、航空警戒管制及び弾道ミサイル対処等における指揮統制を行うための中枢となるシステムであり、各
種システム及び装備品等を効果的に連接させ組織的に対処するためにも、逐次、プログラムの適合化を図る必要が
ある。
　　これにより、ＪＡＤＧＥを効果的に運用するための機能向上を図ることが可能となる。
２　ＪＤＣＳ（Ｆ）の開発状況等と整合を図りつつ、わが国の防空等の任務を適切に行うために必要な機能をＪＡＤＧＥに
付加する必要がある。
　　これにより、ＪＤＣＳ（Ｆ）の実用試験等を効果的かつ効率的に実施するととも

完了年度（予定）：

事業目的

システム装備課
防衛計画課

事業概要

件名 担当課

24

自動警戒管制システム等（その５）

2322
１　自動警戒管制システム（ＪＡＤＧＥ：Japan
Aerospace Defense Ground Environment）の能
力向上に必要なプログラムの適合化改修を実
施する。

２　自衛隊デジタル通信システム（戦闘機搭載
用）（ＪＤＣＳ（Ｆ）：Japan Digital Communication
System(Fighter)）の開発にあわせ、ＪＡＤＧＥと
の連接機能を付加する。

千円
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自動警戒管制システムの概念図自動警戒管制システムの概念図

ＡＯＣＣ※２ＤＣ※３

ＤＣ※３

米軍連接機能の付加

ＡＯＣＣ、ＤＣの代替機能

高機動目標追尾能力の付加

データ通信能力の強化

赤枠 ：２２年度要求

黄色 ：ＪＡＤＧＥの主な特徴

処理可能航跡数の拡大

ＪＤＣＳ（Ｆ）※１連接機能付加

連接関連装置（ＴＤＳ※４）の取得

※１ JDCS(F)：自衛隊デジタル通信システム
（JSDF Digital Communication System (Fighter)

※２ AOCC：航空作戦管制所(Air Operation Control Center)
※３ DC：防空指令所(Direction Center)
※４ TDS：戦術データ交換システム（Tactical data Distribution System）

ＢＭＤ機能の付加

ＪＡＤＧＥ

ＡＯＣＣ、ＤＣに整備

ＪＡＤＧＥ

ＡＯＣＣ、ＤＣに整備

- 6 -
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（単位：千円）
システム装備課

防衛計画課

事業概要

件名 担当課

24

自動警戒管制システム等用装置借上（ＤＣ及び術科学校用）

2322

　防空指令所（ＤＣ：Direction Center）及び術
科学校用として借り上げている自動警戒管制
システム（ＪＡＤＧＥ：Japan Aerospace Defense
Ground Environment）器材の借り上げを継続
実施する。

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

　ＪＡＤＧＥは、航空警戒管制及び弾道ミサイル対処等における指揮統制を行うための中枢となるシステムであり、ＪＡ
ＤＧＥを継続的に運用するためには、各指揮所等に集約される膨大な情報を処理するサーバーを継続的に借り上げ
ることが必要である。
　これにより、ＪＡＤＧＥの能力を適正に発揮することができ、防空等における適切な作戦統制を実施することが可能と
なる。

完了年度（予定）：

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　対領空侵犯措置、防空作戦等において中核となるＪＡＤＧＥを継続的に運用するため、必要な器材の借り上げを実
施する。

平成　24年度

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 09　通信維持費
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自動警戒管制システムの概念図自動警戒管制システムの概念図

ＡＯＣＣ※２ＤＣ※３

ＤＣ※３

米軍連接機能の付加

ＡＯＣＣ、ＤＣの代替機能

高機動目標追尾能力の付加

データ通信能力の強化

赤枠 ：２２年度要求

黄色 ：ＪＡＤＧＥの主な特徴

処理可能航跡数の拡大

ＪＤＣＳ（Ｆ）※１連接機能付加

連接関連装置（ＴＤＳ※４）の取得

※１ JDCS(F)：自衛隊デジタル通信システム
（JSDF Digital Communication System (Fighter)

※２ AOCC：航空作戦管制所(Air Operation Control Center)
※３ DC：防空指令所(Direction Center)
※４ TDS：戦術データ交換システム（Tactical data Distribution System）

ＢＭＤ機能の付加

ＪＡＤＧＥ

ＡＯＣＣ、ＤＣに整備

ＪＡＤＧＥ

ＡＯＣＣ、ＤＣに整備

- 6 -
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（単位：千円）
システム装備課
情報通信・研究課

事業概要

件名 担当課

24

通信電子機器借上　作戦用通信回線統制システム換装

2322
　　当該事業は、航空警戒管制任務及び各種
航空作戦に必要な音声及びデータ通信回線の
常時確保（障害対処）及び秘匿化を行うため、
当該システム器材の借り上げ、秘匿機能を有
する電話の整備、符号変換装置の借上げ等を
実施するものである。

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１１月

　　航空警戒管制任務及び各種航空作戦の遂行に必要なデータは、各種事態への対処のため、リアルタイムかつ常
続的に提供する必要があり、そのためにはデータ通信回線の状況を監視し、制御する機器を整備する必要性があ
る。また、当該機器と連接する符号変換装置及び秘匿電話により、任務遂行上必要な秘匿機能を有した通信が可能
となるため、有効である。

完了年度（予定）：

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

等

　　２１年度まで借上げを実施している当該システム器材について、２２年度以降も引き続き借上げを実施することに
より、航空警戒管制任務及び各種航空作戦の遂行に必要な音声及びデータ通信を提供するため必要となる通信機
能を常時確保することを目的とする。

平成26年度

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 通信維持費

借上げ開始 府中、市ヶ谷、三沢、入
間、春日、那覇
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障害等発生

作戦用通信回線統制システム作戦用通信回線統制システム

防空監視所（ＳＳ）

システム通信統制所

セクター通信統制所

ベース通信統制所

関連システム通信統制所

防空指令所（ＤＣ）

代替ＤＣ運用

障害等発生

重要回線の迂回

計画作成

ネットワーク監視

ＴＮＣＳ事業の概要 ［回線統制］

自動警戒管制システムの運用区分及び運用形態変更時の
ネットワーク再構成及び通信器材障害時における
重要回線確保のために回線迂回を実施する

防空指令所（ＤＣ）

防空指令所（ＤＣ）

ネットワーク再構成

日本全国４５ヶ所の通信統制所で
ネットワークの監視／制御を実施

日本全国４５ヶ所の通信統制所で
ネットワークの監視／制御を実施

・警戒監視
・識別
・要撃管制

・警戒監視
・識別
・要撃管制

49



（単位：千円）
システム装備課
情報通信・研究課

事業概要

件名 担当課

24

事務共通システムの整備（プログラム基本設計・製造：その３）

2322
　当該事業は、空自の業務・システム最適化計
画に基づき、現行のレガシーシステムを刷新す
るために整備する事務共通システムのソフト
ウェア開発を、２０年度に実施したシステム設
計の成果を受け実施するものである。
　当該事業は、３段階に分けて開発及び換装
を実施しており、その１（２１～２２年度）、その２
（２１～２３年度）を経て、本開発（その３）により
完成するものである。

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１０月

　当該事業は、電子政府構築計画に基づき、事務の効率化、合理化及び情報の共有化の促進を行うとともに、業務
の処理形態の全国標準化を図るために必要な事業である。事業推進に当たっては、設計・開発段階の進捗状況管理
を技術的な見地から実施する会社技術支援を活用することにより、有効性を確保する。また、開発においては、民間
の先進的な技術を活用するとともに、現行電算機の情報資産等を有効活用することにより、効率性を図っている。

完了年度（予定）：

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　事務用電算機システムを整理、再構築することにより、事務の効率化、合理化を図るとともに、レガシーシステムを
刷新して、電子政府構築計画へ的確に対応し、業務処理の合理化・効率化を推進することを目的とする。

平成２４年度

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 通信維持費

設計・製造 試験・納入

運用
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千歳

○中枢機能
（現行）

○基地機能
（現行）

基地補給用分散処理装置

データ処理近代化器材空幕・補本電算機

補給処電算機

事務共通システムは、現在の事務系電算機システム等を１つのシステムに集約し、主として十条を
拠点として一元的な管理を行うもの。

十条

岐阜

三沢

入間
春日

○事務共通システム
（Ｈ２２年度末～）

中枢機能・基地機能ＤＢサーバ等

代替機能ＤＢサーバ等

システム管理機能サーバ等

ホストコンピュータ
によるシステム

オープン系サーバ中心のシステム

基地単位で行う後方業務を担う
機能

空自全体に係る空幕、補本、補給処で実
施している後方業務を担う機能

・電子政府構築計画
・システムの一元化
・競争環境の確保

事務システム設計の概要
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（単位：千円）
システム装備課
情報通信・研究課

事業概要

件名 担当課

24

空幕システム用装置借上

2322

　当該事業は、平成２２年度末の中央指揮シス
テムの換装にあわせ、中央指揮システムを構
成するシステムである空幕システム用装置（以
下「本装置」という。）の借上げを平成２６年度
末まで実施するものである。

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１１月

　防衛大臣の指揮監督を支援する中央指揮システムへの航空自衛隊所管のデータ提供、航空幕僚長等の補佐、最
上位システムからの情報を航空総隊等の部隊への提供及び一元的に航空自衛隊の現況を把握するため本装置が
必要である。
また、ＣＯＴＳ品の活用を実施し、開発経費抑制の効率性を図っている。

完了年度（予定）：

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　自衛隊の各種行動等に関する防衛大臣の指揮監督を支援するシステムである中央指揮システムとの情報共有及
び航空自衛隊の最上位システムとして、航空幕僚長の補佐及び航空幕僚監部における幕僚活動を支援することを目
的とする。

平成２６年度

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 通信維持費

空幕システム用装置の借上

★中央指揮システムの換装
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○ 空幕システム

補給本部航空支援集団

航空総隊

中央指揮システム

陸上幕僚監部 海上幕僚監部 航空幕僚監部 情報本部

内部部局
統合幕僚監部

中央システム

海幕システム陸幕システム 空幕システム 情報支援システム

航空支援集団
指揮システム

補給本部指揮
システム

航空総隊指揮システム
（標準処理部）

航空総隊指揮システム
（個別処理部）

システムの位置付け

本システムはＣＣＳを構成する１システムであり、かつ空自の最上位のシステム
として位置付けられる。

システムの位置付け

本システムはＣＣＳを構成する１システムであり、かつ空自の最上位のシステム
として位置付けられる。

防衛大臣

：システム的つながり

：システム

：組織

凡例

：組織的関係
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（単位：千円）

器材の借り上げ

システム装備課
情報通信・研究課

事業概要

件名 担当課

24

航空総隊指揮システム用装置借上（府中・横田以外継続分）

2322

　当該事業は、各種事態における航空総隊等
の各指揮官の指揮活動及び司令部等におけ
る幕僚活動を支援するため、航空自衛隊の各
指揮システムの借上げを実施するものである。

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１０月

　航空総隊指揮システムを活用し、各級指揮官の情報共有、情報伝達の的確化、情報認識の迅速化により、中央か
ら現場部隊まで同一の情報認識の確保、作戦の推移への迅速な対応が図られ、指揮及び幕僚活動を円滑に実施す
ることができる。

完了年度（予定）：

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　２２年度に借上げ期間が終了する航空総隊指揮システム用器材を継続して借上げ、航空総隊等の各級指揮官の指
揮及び司令部等における幕僚活動を支援する機能を引き続き維持することを目的とする。

平成　２５　年度

2625

項 目 事業（補助）総額武器車両等整備費 通信維持費
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・航空総隊司令部及び隷下部隊等において各級指揮官及び幕僚が実施する各種事態のための指揮幕僚活動を支援するための
システムである。
・メール、認証等の標準的な機能について、航空支援集団指揮システム及び補給本部指揮システムに機能提供している。

航空総隊指揮システム

個別処理部

標準処理部

補給本部指揮システム
（個別処理部）

航空支援集団指揮システム
（個別処理部）

標準処理部：航空総隊、航空支援集団及び補給本部指揮システムで共通的に使用する機能を有するもの。
個別処理部：航空総隊、航空支援集団及び補給本部指揮システムで個別に使用する機能を有するもの。

航空総隊指揮システム
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（単位：千円）

執行時期 　平成２２年１２月 備　考

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（本格的な侵略事態、島嶼部に対する
侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民
生活の安全・安心を確保するため、甲類装備品（戦車）を整備する。

事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

　本事業は、充実したＣ４Ｉ、敵戦車を撃破できる火力、高い機動力を有し、対機甲戦闘・機動打撃に加えゲリラ・コマ
ンドウ攻撃に対処しうる１０式戦車を整備する事業である。現有戦車の損耗更新を将来戦に対応しうる１０式戦車で整
備することにより、将来にわたり任務遂行における有効性を確保できる。また、調達に際し、９０式戦車の効率化施策
であるプライム企業がベンダー企業から部品を購入した場合に発生するＧＣＩＰの重複を局限するための官給品の支
給を引き続き行うことで効率性を図っている。

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

　公募（予定）

事業概要

　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（本格的
な侵略事態、島嶼部に対する侵略、ゲリラや特
殊部隊による攻撃等）への対応力を向上させ
るため、引き続き戦車・火砲等を整備している
ところである。
　７４式戦車の減耗に伴い、１０式戦車（１３両）
を整備するものである。
　なお、１０式戦車（１３両）は、富士教導団等
の教育所要として整備する。

22

完了年度（予定）： 平成２３年度

事業（補助）総額 千円

23 24 25 26

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 甲類（戦車）（１０式戦車） 担当課
艦船武器課
防衛計画課

項 武器車両等整備費 目 武器購入費

調
達
要
求

契
約

２四３四 ４四

納
入
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主 要 性 能

主要諸元

乗 員 ３ 名

全備重量 約４４ｔ

最高速度 約７０ｋｍ／ｈ

武 装
120mm戦車砲、12.7mm重機関銃、
74式車載7.62mm機関銃

１０式戦車１０式戦車
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（単位：千円）

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

　公募（予定）

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（本格的な侵略事態、島嶼部に対する
侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民
生活の安全・安心を確保するため、甲類装備品（戦車）を量産化するための各種専用設備及び治工具を整備するも
のである。

事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

　本事業は、平成２２年度より量産化を開始する１０式戦車の製造に必要な各種専用設備及び専用治工具を整備す
る事業である。現有戦車の損耗更新を将来戦に対応しうる１０式戦車で整備することにより、将来にわたり任務遂行
における有効性を確保できる。また、調達に際し、９０式戦車の各種専用設備及び治工具を活用することで効率性を
図っている。

執行時期 　平成２２年１２月 備　考

事業概要

　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（本格的
な侵略事態、島嶼部に対する侵略、ゲリラや特
殊部隊による攻撃等）への対応力を向上させ
るため、引き続き戦車・火砲等を整備している
ところである。
７４式戦車の減耗に伴い、１０式戦車の製造を
開始するために各種専用設備を整備するもの
である。

22

完了年度（予定）： 平成２４年度

事業（補助）総額 千円

23 24 25 26

項 武器車両等整備費 目 武器購入費

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 甲類（戦車）（１０式戦車（初度費）） 担当課
艦船武器課
防衛計画課

調
達
要
求

契
約

２四３四 ３四

納
入
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防
衛
計
画
の
大
綱
等
に
基
づ
き
、
我
が
国
の
地
理
的
特
性
等
を
踏
ま
え
つ
つ

主 要 性 能

主要諸元

乗 員 ３ 名

全備重量 約４４ｔ

最高速度 約７０ｋｍ／ｈ

武 装
120mm戦車砲、12.7mm重機関銃、
74式車載7.62mm機関銃

１０式戦車１０式戦車
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（単位：千円）

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

公募（予定）

　　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（本格的な侵略事態、島嶼部に対す
る侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国
民生活の安全・安心を確保するため、甲類装備品（火砲）を整備する。

事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

　本事業は、有効な対砲迫戦可能な最大射程、高発射速度、防護力、機動性を有した９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲
を整備する事業である。現有火砲の損耗更新を長射程に優れた９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲で整備することによ
り、任務遂行における有効性を確保できる。また、調達に際し、プライム企業がベンダー企業から部品を購入した場合
に発生するＧＣＩＰの重複を局限するための官給品の支給を引き続き行うことで効率性を図っている。

執行時期 　平成２２年１２月 備　考

事業概要

　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（本格的
な侵略事態、島嶼部に対する侵略、ゲリラや特
殊部隊による攻撃等）への対応力を向上させ
るため、引き続き戦車・火砲等を整備している
ところである。この中で、第５旅団の７５式自走
１５５㎜りゅう弾砲が耐用期限到達に伴い減耗
することから、同旅団に９９式１５５㎜自走りゅう
弾砲（９両）を整備するものである。

22

完了年度（予定）： 平成２４年度

事業（補助）総額 千円

23 24 25 26

項 武器車両等整備費 目 武器購入費

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 甲類（火砲）（９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲） 担当課
艦船武器課
防衛計画課

調
達
要
求

契
約

２四３四 ３四

納
入
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主 要 性 能

９９式１５５ｍｍ自走りゅう弾砲９９式１５５ｍｍ自走りゅう弾砲

主要諸元

乗 員 ４名

全備重量 約４０ｔ

最高速度 約４７ｋｍ／ｈ

武 装 12.7mm重機関銃
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（単位：千円）

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

公募（予定）

　　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（本格的な侵略事態、島嶼部に対す
る侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国
民生活の安全・安心を確保するため、甲類装備品（火砲）を整備する。

事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

　本事業は、有効な対砲迫戦可能な最大射程、高発射速度、防護力、機動性を有した９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲
を整備する事業である。現有火砲の損耗更新を長射程に優れた９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲で整備することによ
り、任務遂行における有効性を確保できる。また、調達に際し、プライム企業がベンダー企業から部品を購入した場合
に発生するＧＣＩＰの重複を局限するための官給品の支給を引き続き行うことで効率性を図っている。

執行時期 　平成２２年１２月 備　考

事業概要

　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（本格的
な侵略事態、島嶼部に対する侵略、ゲリラや特
殊部隊による攻撃等）への対応力を向上させ
るため、引き続き戦車・火砲等を整備している
ところである。この中で、第５旅団の７５式自走
１５５㎜りゅう弾砲が耐用期限到達に伴い減耗
することから、同旅団に９９式１５５㎜自走りゅう
弾砲（９両）を整備するものである。

22

完了年度（予定）： 平成２４年度

事業（補助）総額 千円

23 24 25 26

項 武器車両等整備費 目 武器購入費

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 甲類（火砲）（９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲車体部） 担当課
艦船武器課
防衛計画課

調
達
要
求

契
約

２四３四 ３四

納
入

62



主 要 性 能

９９式１５５ｍｍ自走りゅう弾砲９９式１５５ｍｍ自走りゅう弾砲

主要諸元

乗 員 ４名

全備重量 約４０ｔ

最高速度 約４７ｋｍ／ｈ

武 装 12.7mm重機関銃
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（単位：千円）

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

公募（予定）

　　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃、大規模・特殊災害、大規模・特殊災害等等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、
我が国の平和と国民生活の安全・安心を確保するため、甲類装備品（装甲車）を整備する。

事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

　本事業は、高速機動力による接敵機動、物資輸送及び敵の火力脅威下での戦場機動に優れた装輪装甲車を整備
する事業である。また、調達に際し、プライム企業がベンダー企業から部品を購入した場合に発生するＧＣＩＰの重複
を局限するための官給品の支給を引き続き行うことで効率性を図っている。

執行時期 　平成２２年１２月 備　考

事業概要

　　　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地
理的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼
部に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻
撃、大規模・特殊災害等等）への対応力を向上
させるため、装甲車等を整備しているところで
ある。この中で、第２師団等の７３式装甲車の
耐用期限到来に伴う減耗分の更新のため、９
６式装輪装甲車（１７両）を整備するものであ
る。

22

完了年度（予定）： 平成２３年度

事業（補助）総額 千円

23 24 25 26

項 武器車両等整備費 目 武器購入費

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 甲類（装甲車）（９６式装輪装甲車） 担当課
艦船武器課
防衛計画課

調
達
要
求

契
約

２四３四 ４四

納
入
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主 要 性 能

主要諸元

乗 員 １０名

全備重量 １４．５ｔ

最高速度 １００ｋｍ／ｈ

武 装
１２．７ｍｍ重機関銃又は９６式４０ｍ
ｍ自動てき弾銃

９６式装輪装甲車９６式装輪装甲車
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（単位：千円）

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

公募（予定）

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、軽装甲機動車を整備する。

事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

　本事業は、高い機動力を有し、着上陸侵攻・離島侵攻に加えゲリラ・コマンドウ攻撃に対処しうる軽装甲機動車を整
備する事業である。装甲防護力・空輸空投性をそなえた軽装甲機動車を整備することにより各種事態における有効
性を確保できる。また、ユニット化による部品点数・工数削減及び民生品の採用により効率性を図っている。

執行時期 　平成２２年１２月 備　考

事業概要

　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させる装甲車等を整備
しているところである。第６師団等の部隊改編
所要のための所要を充足するため、軽装甲機
動車（９３両）を整備するものである。

22

完了年度（予定）： 平成２３年度

事業（補助）総額 千円

23 24 25 26

項 武器車両等整備費 目 武器購入費

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 甲類（その他）（軽装甲機動車） 担当課
艦船武器課
防衛計画課

調
達
要
求

契
約

２四３四 ４四

納
入
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主 要 性 能

軽装甲機動車軽装甲機動車

主要諸元

乗 員 ４名

全備重量 約４．５ｔ

最高速度 １００ｋｍ／ｈ

空輸性 C-130、CH-47、C-1に搭載可能

武 装 5.56mm機関銃MINIMI搭載可能
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 甲類（その他）（８９式５．５６ｍｍ小銃） 担当課
艦船武器課
防衛計画課

項 武器車両等整備費 目 武器購入費

平成２３年度

事業（補助）総額 千円

23 24 25 26

事業概要

　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させる小火器、迫撃砲
等を整備しているところである。この中で耐用
期限到来に伴う減耗等に対応するため、８９式
小銃を整備するものである。

22

完了年度（予定）：

執行時期 　平成２２年１２月 備　考

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

　公募（予定）

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、８９式小銃を整備する。

事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

　本事業は、迅速・流動化・激烈化する現代戦に対応するため、６４式小銃に代わり軽量・小型で操用性及び瞬間制
圧性に優れた８９式小銃を整備する事業である。また、調達に際し、最新の実績を反映することによって効率性を図っ
ている。

調
達
要
求

契
約

２四３四 ４四

納
入
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主 要 性 能

主要諸元

口 径 ５．５６ｍｍ

重 量 約３．５ｋｇ

弾 倉 ２０発弾倉、３０発弾倉

８９式小銃８９式小銃
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 乙類（武器器材）（工具セット（火器用）（初度費）） 担当課 艦船武器課

事業概要

　公募（予定）

　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃、
大規模・特殊災害等）への対応力を向上させる
ため、甲類装備品の取得に連動する工具等を
整備しているところである。この中で、所要の
整備用工具等を整備するために各種専用設備
を整備するものである。

22

平成２４年度完了年度（予定）：

23

事業目的

項 武器車両等整備費 目 諸器材購入費 事業（補助）総額 千円

　　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃、大規模・特殊災害等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民
生活の安全・安心を確保するため、乙類装備品（武器器材）を量産するための各種専用設備を整備するもの。

24 25 26

事業の
必要性
有効性
効率性

本事業は、２２年度より量産化を開始する１０式戦車の整備に必要な工具セットを製造開始するために必要な専用設
備等を整備するものである。工具セットを充足させることによって、１０式戦車を迅速かつ早期に戦場に回復でき、任
務遂行における有効性を確実に出来る。また、セット内容品の精査及び９０式戦車工具セットの活用により効率化を
図っている。

執行時期 　平成２２年１２月 備　考

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

調
達
要
求

契
約

２四３四 ３四

納
入
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（単位：千円）

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

公募（予定）

　補給処の技術的整備能力を超える整備所要に対して外注整備を実施し、可動率の維持・向上を図るものである。事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

　過酷な使用状況で使用する装軌車の信頼性を維持し長期使用を図るために必要な事業である。故障発生が上昇
する摩耗故障期に外注整備を実施することにより修理費の軽減や信頼性・安全性の確保に有効性がある。クラス
ター弾規制に伴う対応及び生産中止部品への対応のための改修をオーバーホールと同時に行うことによって個々に
実施するよりも効率化を図っている。

執行時期 　平成２２年１１月 備　考

事業概要

　多連装ロケットシステムＭＬＲＳの車体、機関
等の一部は、既に磨耗限界に達し、補給処の
整備では機能回復が困難なものが発生してい
る。これらの車体及び機関等を、オーバーホー
ルにより機能回復させるためのものである。

22

完了年度（予定）： 平成２４年度

事業（補助）総額 千円

23 24 25 26

項 武器車両等整備費 目 武器修理費

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 装軌車等外注整備（多連装ロケットシステムＭＬＲＳオーバーホール） 担当課 艦船武器課

調
達
要
求

契
約

２四３四 ３四

納
入

71



多連装ロケットシステムＭＬＲＳ多連装ロケットシステムＭＬＲＳ

主 要 性 能

用 途 等
野戦特科部隊に装備し。主として遠距離における

敵砲兵部隊、装甲部隊、空挺・へリボン部隊、上陸
用舟艇等の広域目標を瞬間的に撃破する。

主要諸元

全 長 ６．９８ｍ

全 幅 ２．９８ｍ

全 高 ２．６５ｍ

重 量 約２５．２ｔ

最大射程 約３０ｋｍ

乗 員 ３ 名

連射弾数 １２ 発
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（単位：千円）

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

公募（予定）

　補給処の技術的整備能力を超える整備所要に対して外注整備を実施するために必要な新たな部品を生産、取得す
るための専用設備等を整備するものである。

事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

　米国から輸入していた部品の製造中止及びクラスター弾規制に伴い新規の弾薬の対応のため、新たな部品が必要
になるため、当該部品の取得・生産に必要な初度費である。主要部品の安定的供給のため有効である。また、検査
用設備の見直し、ソフトウエア改修費用の見直しにより、効率性を図っている。

執行時期 　平成２２年１１月 備　考

事業概要

　多連装ロケットシステムＭＬＲＳの車体、機関
等の一部は、既に磨耗限界に達し、補給処の
整備では機能回復が困難なものが発生してい
る。これらの車体及び機関等を、オーバーホー
ルにより機能回復させているが、部品の製造
中止及びクラスター弾対応のため当該部品の
取得、生産に必要な専用設備等を整備するも
のである。

22

完了年度（予定）： 平成２４年度

事業（補助）総額 千円

23 24 25 26

項 武器車両等整備費 目 武器修理費

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 装軌車等外注整備（多連装ロケットシステムＭＬＲＳオーバーホール（初度費）） 担当課 艦船武器課

調
達
要
求

契
約

２四３四 ３四

納
入
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多連装ロケットシステムＭＬＲＳ多連装ロケットシステムＭＬＲＳ

主 要 性 能

用 途 等
野戦特科部隊に装備し。主として遠距離における

敵砲兵部隊、装甲部隊、空挺・へリボン部隊、上陸
用舟艇等の広域目標を瞬間的に撃破する。

主要諸元

全 長 ６．９８ｍ

全 幅 ２．９８ｍ

全 高 ２．６５ｍ

重 量 約２５．２ｔ

最大射程 約３０ｋｍ

乗 員 ３ 名

連射弾数 １２ 発

74



（単位：千円）

項 武器車両等整備費 目 武器修理費

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 装軌車等外注整備（９０式戦車オーバーホール） 担当課 艦船武器課

事業（補助）総額 千円

23 24 25 26

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業概要

　９０式戦車等の車体、機関等の一部は、既に
磨耗限界に達し、補給処の整備では機能回復
が困難なものが発生している。これらの車体及
び機関等を、オーバーホールにより機能回復さ
せるためのものである。

22

完了年度（予定）：

公募

平成２３年度

　補給処の技術的整備能力を超える整備所要に対して外注整備を実施し、可動率の維持・向上を図るものである。事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

　過酷な使用状況で使用する装軌車の信頼性を維持し長期使用を図るために必要な事業である。故障発生が上昇
する摩耗故障期に外注整備を実施することにより修理費の軽減や信頼性・安全性の確保に有効性がある。また、整
備項目の見直し、塗装内容の見直しなど効率化を図っている。

執行時期 　平成２２年１０月 備　考

調
達
要
求

契
約

２四３四 ４四

納
入
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９０式戦車９０式戦車

主 要 性 能

乗 員：３名

重 量：約５０ｔ

最高速度：約７０㎞／ｈ

武 装：１２０mm戦車砲

１２．７ｍｍ重機関銃

７．６２ｍｍ機関銃
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（単位：千円）

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃、大規模・特殊災害等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民
生活の安全・安心を確保するため、乙類装備品（車両）を整備する。

本契約の完了年度（予定）：２３年度

事業目的

武器車両等整備費

艦船武器課
防衛計画課

担当課

車両購入費 千円

高機動車の充足
装輪車両の損耗更新（高機動車）

2625

項

242322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃、
大規模・特殊災害等）への対応力を向上させる
ため、防衛専用仕様の乙類装備品（車両）を整
備しているところである。この中で、改編未充
足部隊に対する充足及び耐用期限到来に伴う
減耗等に対応するため、所要の乙類装備品
（車両）を整備するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、渡渉能力や登坂能力を備え各種事態への対処における使用に耐えうる車両を整備する事業である。装
備品を取得し現有能力を維持することにより、任務遂行における有効性を確保できる。
　また、調達に際して最新の実績を反映することによって、効率性を図っている。

件名

２四

▽
調
達
要
求

３四
～
４四
▽
契
約

１四

▽
納
入

製
造
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高機動車高機動車

普通科部隊装備部隊

普通科部隊に充足し、戦略機動あるいは作戦機動及びこれに引き続く戦術機動を行うための人員等の輸送に使
用する。

用途

ランフラットタイヤの採用防護性

路外機動性

最高速度

最大積載量

全 高

全 幅

全 長 ４，９１０ｍｍ

空気圧調整可能なタイヤ及び４ＷＳの採用

１００ｋｍ／ｈ

１，３４０ｋｇ（１０名）

２，３５０ｍｍ

２，１５０ｍｍ

性 能
諸 元
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（単位：千円）

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃、大規模・特殊災害等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民
生活の安全・安心を確保するため、乙類装備品（車両）を整備する。

事業目的

千円

2625

武器車両等整備費

件名

項

装輪車両の損耗更新（１／２ｔトラック）

22　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃、
大規模・特殊災害等）への対応力を向上させる
ため、防衛専用仕様の乙類装備品（車両）を整
備しているところである。この中で、耐用期限
到来に伴う減耗等に対応するため、所要の乙
類装備品（車両）を整備するものである。

目

事業概要

車両購入費

担当課

2423

事業（補助）総額

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、渡渉能力や登坂能力を備え各種事態への対処における使用に耐えうる車両を整備する事業である。装
備品の損耗更新を実施し現有能力を維持することにより、任務遂行における有効性を確保できる。
　また、調達に際して最新の実績を反映することによって、効率性を図っている。

本契約の完了年度（予定）：２３年度

艦船武器課
防衛計画課

１四

▽
納
入

製
造

２四

▽
調
達
要
求

３四
～
４四
▽
契
約
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１／２ｔトラック１／２ｔトラック

全部隊装備部隊

各方面隊等に装備し、指揮・連絡、偵察、人員・物資等の輸送及び１／４ｔトレーラの牽引等の部隊の戦力発揮及
び災害派遣活動等に使用する。

用途

最高速度

最大積載量

全 高

全 幅

全 長 ３，７５０ｍｍ

１３５ｋｍ／ｈ

４４０ｋｇ（６名）

１，９５０ｍｍ

１，６５５ｍｍ

性 能
諸 元
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（単位：千円）

22 262423 25

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃、大規模・特殊災害等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民
生活の安全・安心を確保するため、乙類装備品（車両）を整備する。

事業目的

本契約の完了年度（予定）：２３年度

　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃、
大規模・特殊災害等）への対応力を向上させる
ため、防衛専用仕様の乙類装備品（車両）を整
備しているところである。この中で、耐用期限
到来に伴う減耗等に対応するため、所要の乙
類装備品（車両）を整備するものである。

事業概要

　本事業は、渡渉能力や登坂能力を備え各種事態への対処における使用に耐えうる車両を整備する事業である。装
備品の損耗更新を実施し現有能力を維持することにより、任務遂行における有効性を確保できる。
　また、調達に際して最新の実績を反映することによって、効率性を図っている。

予算執行（事前・事後）審査調書

艦船武器課
防衛計画課

担当課件名

項 千円

装輪車両の損耗更新（３ １／２ｔトラック）

目 車両購入費 事業（補助）総額武器車両等整備費

備　考執行時期

　一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

１四

▽
納
入

製
造

２四

▽
調
達
要
求

３四
～

４四
▽
契
約
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３ １／２ｔトラック３ １／２ｔトラック

全部隊装備部隊

各方面隊等に装備し、人員・物資等の輸送及び各種トレーラの牽引等の部隊の戦力発揮及び災害派遣活動等に
使用する。

用途

最高速度

最大積載量

全 高

全 幅

全 長 ７，１５０ｍｍ

１０５ｋｍ／ｈ

６，０００ｋｇ（２２名）

３，１８０ｍｍ

２，４８５ｍｍ

性 能
諸 元
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　89式5.56㎜普通弾は、89式小銃で使用する弾薬であり、最も一般的な小火器用弾薬である。小銃を使った射撃訓
練等に使用しており、一発は安価であるが使用数が多いため、使用後の薬きょうを回収して5.56㎜空包の製造に官給
する等、経済性を高め、効率的な取得を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（８９式５．５６ｍｍ普通弾）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補
助金の場合は交
付先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２３年度

2625

弾薬購入費

要求

２四 ４四

納入

▽

契約

３四

▽ ▽
製造
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外　観 主要諸元
諸　元

全　長 (mm) 57.1

質　量 (g) 12.4

全　長 (mm) 22.7

質　量 (g)  4.0

外　径 (mm)  5.69

全　長 (mm) 44.6

質　量 (g)  6.4

材　質　 　 黄銅

組　成　　 ﾀﾞﾌﾞﾙﾍﾞｰｽ

形　状　　 不整形球状

構　造 質　量 (g) 1.7

 速　度 (m/s)

薬室圧力 (MPa)

８９式５．５６ｍｍ小銃

５．５６ｍｍ機関銃MINIMI

項　　　目

　　８９式５．５６ｍｍ普通弾　　

使用火器

実　包

弾　丸

薬きょう

発射薬

性　能
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　81㎜M、JM41A1りゅう弾は、普通科部隊の装備する81mm迫撃砲L16で使用する弾薬であり、目標に射撃し、爆風
及び破片効果により人員・器材等を破壊損傷する目的で使用される。また、調達に際しては、官給（弾頭栓等）により
効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（８１ｍｍＭ、ＪＭ４１Ａ１りゅう弾、信管なし）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補
助金の場合は交
付先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２３年度

2625

弾薬購入費

要求

２四 ４四

納入

▽

契約

３四

▽ ▽
製造
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主要諸元
諸元

完成弾 全長（mm） 422

（信管なし） 質量（kg） 4.0

飛翔体

（信管付）

初速（m/s）

最大腔圧（MPa）

最大射程（m）

使用火器 ８１ｍｍ迫撃砲Ｌ１６

項目

　　８１ｍｍＭ、ＪＭ４１Ａ１りゅう弾、信管なし　　　　

外　観

構　造

質量（kg） 4.0

質量（g）発射薬

さく薬

点火薬

性能

質量（g）

質量（g）

120

700

7.8

86



（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　91式105㎜多目的対戦車りゅう弾は、74式戦車で使用する弾薬であり、モンロー効果により敵戦車及び装甲車等の
装甲板を貫徹して人員・器材等を破壊損傷する目的で使用される弾薬である。また、使用後の薬きょうを回収して105
㎜TKG、空包の製造に官給する等、経済性を高め、効率的な取得を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（９１式１０５ｍｍ多目的対戦車りゅう弾）

2322　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものであ
る。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２３年度

2625

弾薬購入費

要求

２四 ４四

納入

▽

契約

３四

▽ ▽
製造
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外観

主要諸元

項目 諸元

完成弾 全長（mm） 957

全備質量（kg） 21.1

飛行弾丸 全長（mm） 716

質量（kg） 9.4

てん実物 Comp・b

てん実物質量（kg） 1.2

性能 初速（m/s）

構造図

　　９１式１０５ｍｍ多目的対戦車りゅう弾　　

使用火器 ７４式１０５ｍｍ戦車砲
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２３年１月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　00式105㎜戦車砲用演習弾は、74式105㎜戦車砲で使用する弾薬である。今後の調達に際しては、官給により価格
低減を図っていく予定である。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（００式１０５ｍｍ戦車砲用演習弾）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場
合は契約方
式、補助金の
場合は交付先

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２３年度

2625

弾薬購入費

要求

３四 ４四

納入

▽

契約

４四

▽ ▽
製造

89



主要諸元
諸元

全長（mm） 943

質量（kg） 16.8

定心部径（mm） 104.9

全長（mm） 504

質量（kg） 4.7

質量（kg） 2.3

弾心径（mm） 31.0

質量（kg） 6.3

初速（m/s）

最大腔圧（MPa）

使用火器 ７４式戦車１０５ｍｍ戦車砲

項目

　　００式１０５ｍｍ戦車砲用演習弾　　

外　観

構　造

完成弾

弾丸部

弾心部

発射薬

性　 能

電気火管薬きょう ライナー発射薬

薬きょう部

翼部 分割弾体えい光筒 ノーズチップ固定棒

装弾筒 前方バンド緊そくバンド

弾心部
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２３年１月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　120㎜TKG、JM12A1対戦車りゅう弾は、10式120㎜戦車砲及び90式120㎜戦車砲で使用する弾薬であり、モンロー
効果により敵戦車及び装甲車等の装甲板を貫徹して人員・器材等を破壊損傷する目的で使用される弾薬である。ま
た、調達に際しては、官給（木箱等）により効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（１２０ｍｍＴＫＧ、ＪＭ１２Ａ１対戦車りゅう弾）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場
合は契約方
式、補助金の
場合は交付先

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２３年度

2625

弾薬購入費

要求

３四 ４四

納入

▽

契約

４四

▽ ▽
製造
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外観 主要諸元

項目 諸元

完成弾 全長（mm） 981

全備質量（kg） 23.3

飛行弾丸 全長（mm） 845

質量（kg） 13.5

てん実物 Comp・A系

てん実物質量（kg） 2

性能 初速（m/s）

構造図

９０式戦車１２０ｍｍ戦車砲

　　１２０ｍｍＴＫＧ、ＪＭ１２Ａ１対戦車りゅう弾　　

使用火器
１０式戦車１２０ｍｍ戦車砲
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（単位：千円）

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補
助金の場合は交
付先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２３年度

2625

弾薬購入費

件名

項

事業目的

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（１２０ｍｍＭ、ＪＭ１りゅう弾、信管なし）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
  120mmM、JM1りゅう弾は、120mmM-RTで使用する弾薬であり、破片効果により、人員・装備等に殺傷効果を与える
目的で使用される。
　また、調達に際しては、官給（弾頭栓等）により効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

要求

２四 ４四

納入

▽

契約

３四

▽ ▽
製造
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外観

主要諸元

項目 諸元

完成弾 全長（mm） 829

(弾頭栓付き) 全備質量（kg） 18.1

飛行弾丸 全長（mm）

       （信管付き）

質量（kg）

       （信管付き）

てん実物 TNT

てん実物質量（kg） 4.41

性能 初速（m/s）

       （10号装薬）

最大射程(km)

構造図

　　１２０ｍｍＭ、ＪＭ１りゅう弾、信管なし　　

使用火器 １２０ｍｍ迫撃砲

573

15.7
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２３年１月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　00式120㎜戦車砲用演習弾は、10式120㎜戦車砲及び90式120㎜戦車砲で使用する弾薬である。また、調達に際し
ては、官給（金属缶等）により効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（００式１２０ｍｍ戦車砲用演習弾）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場
合は契約方
式、補助金の
場合は交付先

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２３年度

2625

弾薬購入費

要求

３四 ４四

納入

▽

契約

４四

▽ ▽
製造
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主要諸元
諸  元

全長（mm） 949

質量（kg） 19.0

定心部径（mm） 119.9

全長（mm） 585.0

質量（kg） 7.0

質量（kg） 3.8

弾心径（mm） 38.0

質量（kg） 7.8

初速（m/s）

最大腔圧（MPa）

使用火器
９０式戦車１２０ｍｍ戦車砲
１０式戦車１２０ｍｍ戦車砲

項       目

　　００式１２０ｍｍ戦車砲用演習弾　　

外　観

構　造

完成弾

弾丸部

弾心部

発射薬

性　 能

発射薬 電気火管 焼尽薬きょう 前方きょう体

薬きょう部

薬きょう底部

緊そくバンド 前方バンド装弾筒えい光筒 翼部

分割弾体

固定棒

弾心部

ノーズチップ
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（ライセンス国産）

　平成２３年１月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　新戦車用徹甲弾は、10式120㎜戦車砲で使用する弾薬であり、弾丸は翼により安定した飛しょうを行い、敵戦車の
装甲版を貫徹して人員・器材等を破壊損傷する目的で使用される弾薬である。今後の調達に際しては、官給により価
格低減を図っていく予定である。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（１０式１２０ｍｍ装弾筒付翼安定徹甲弾）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場
合は契約方
式、補助金の
場合は交付先

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２３年度

2625

弾薬購入費

要求

３四 ４四

納入

▽

契約

４四

▽ ▽
製造
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主要諸元
諸  元

全長（mm） 980

質量（kg） 20.5

定心部径（mm） 119.9

全長（mm） 748.0

質量（kg） 7.8

質量（kg） 4.2

弾心径（mm） 24.0

質量（kg）

初速（m/s）

最大腔圧（MPa）

使用火器 １０式戦車１２０ｍｍ戦車砲

項       目

　　１０式１２０ｍｍ装弾筒付翼安定徹甲弾　　

外　観

構　造

完成弾

弾丸部

弾心部

発射薬

性　 能

焼尽薬きょう 装弾筒 弾心 風帽翼発射薬底部 電気火管
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（単位：千円）

千円

直轄事業の場
合は契約方
式、補助金の
場合は交付先

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２３年度

2625

弾薬購入費

件名

項

事業目的

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（９９式１５５ｍｍりゅう弾砲発射装薬）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２３年１月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　99式155㎜りゅう弾砲発射装薬は、99式自走155㎜りゅう弾砲及び155㎜りゅう弾砲FH70で使用する弾薬であり、1モ
ジュールから6モジュールに分割された発射薬からなり155㎜りゅう弾砲用弾薬を射撃する目的で使用される。今後の
調達に際しては、官給により価格低減を図っていく予定である。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

要求

３四 ４四

納入

▽

契約

４四

▽ ▽
製造
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外　観
主要諸元

構　造

９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲
１５５ｍｍりゅう弾砲ＦＨ７０

　　９９式１５５ｍｍりゅう弾砲発射装薬　　

155

2.7

直　径 （ｍｍ）

質　量 （ｋｇ）

931

155

16.2

使用火器

項　　　　目

（Ｌ１５Ａ２りゅう弾）

諸　元

全　長 （ｍｍ）

直　径 （ｍｍ）

主要性能
初　速（ｍ／ｓ）

完成弾
（６モジュー

ル）

モジュール

質　量 （ｋｇ）

全　長 （ｍｍ） 180

除銅剤

焼食抑制剤

発射薬

点火薬

フラッシュホール

焼尽外筒

点火薬筒

点火薬包

焼尽内筒

モジュール詳細
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２３年１月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　155㎜H、M107りゅう弾は、155㎜りゅう弾砲FH70・99式自走155㎜りゅう弾砲で使用する弾薬であり、目標に射撃し、
爆風及び破片効果により人員・器材等を破壊損傷する目的で使用される。また、調達に際しては、官給（揚弾栓等）に
より効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（１５５ｍｍＨ、Ｍ１０７りゅう弾）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補
助金の場合は交
付先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２４年度

2625

弾薬購入費

要求

３四 ４四

納入

▽

契約

４四

▽ ▽
製造
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外観 主要諸元

項目 諸元

完成弾 全長（mm）

       （信管付き）

全備質量（kg）

       （信管付き）

てん実物 TNT

てん実物質量（kg） 6.96

性能 初速（m/s）

最大射程(km)

構造図

　　１５５ｍｍＨ、Ｍ１０７りゅう弾　　

使用火器

702

43.1

１５５ｍｍりゅう弾砲ＦＨ７０
９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２３年１月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　155㎜H、L15A2りゅう弾は、155㎜りゅう弾砲FH70・99式自走155㎜りゅう弾砲で使用する弾薬であり、目標に射撃
し、爆風及び破片効果により人員・器材等を破壊損傷する目的で使用される。また、調達に際しては、官給（グロメット
等）により効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（１５５ｍｍＨ、Ｌ１５Ａ２りゅう弾）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補
助金の場合は交
付先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２４年度

2625

弾薬購入費

要求

３四 ４四

納入

▽

契約

４四

▽ ▽
製造
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外観

主要諸元

項目 諸元

完成弾 全長（mm）

       （信管付き）

全備質量（kg）

       （信管付き）

てん実物 CW3

てん実物質量（kg） 11.3

性能 初速（m/s）

最大射程(km)

構造図

１５５ｍｍりゅう弾砲用　ＦＨ７０

９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲

874

43.5

　　１５５ｍｍＨ、Ｌ１５Ａ２りゅう弾　　

使用火器
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２３年１月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　155㎜H、M3J3発射装薬（緑のう）は、155㎜りゅう弾砲FH70で使用される弾薬であり、5個の不等量薬包に分割され
た発射薬からなり155㎜りゅう弾砲用弾薬等を射撃する目的で使用される。また、調達に際しては、官給（金属缶等）
により効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（１５５ｍｍＨ、Ｍ３Ｊ３発射装薬（緑のう））

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補
助金の場合は交
付先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２３年度

2625

弾薬購入費

要求

３四 ４四

納入

▽

契約

４四

▽ ▽
製造

105



外　観
主要諸元

１号装薬

２号装薬

３号装薬

４号装薬

構　造

１５５ｍｍりゅう弾砲ＦＨ７０

　　１５５ｍｍＨ、Ｍ３Ｊ３発射装薬 （緑のう）　　

使用火器

性能 装薬番号

５号装薬

項　　　　目 諸　元

全　長 （ｍｍ）

直　径 （ｍｍ）完成弾

質　量 （ｋｇ）

４０６

１２７

2.9

発射装薬の詳細

点火薬

発射薬

薬のう

消炎剤

結束帯
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（単位：千円）

千円

直轄事業の場
合は契約方
式、補助金の
場合は交付先

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２４年度

2625

弾薬購入費

件名

項

事業目的

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（多連装ロケットシステム２９８ｍｍＭ２８Ａ１演習弾）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

随意契約（ライセンス国産）（予定）

　平成２３年１月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業である。
　多連装ロケットシステム298㎜M28A1演習弾は、地対地のロケット弾で多連装ロケットシステム自走発射機に使用される。また、
調達に際しては、官給（コンテナ）により効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

要求

３四 ４四

納入

▽

契約

４四

▽ ▽
製造
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外　観

諸　　元

全　　長  (mm) 4000

幅  (mm) 1000

高　　さ　（mm） 700

質　　量  (kg) 2300

全　　長　（mm） 3900

直　　径　（mm） 227

質　　量  (kg) 306

性　能 射　　程  (km)

使用火器 多連装ロケットシステム自走発射機

構　造

　　多連装ロケットシステム２９８ｍｍＭ２８Ａ１演習弾　　　　

項　　目

主要諸元

ロケット弾

ＬＰ／Ｃ

108



（単位：千円）

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２３年度

2625

弾薬購入費

件名

項

事業目的

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（１１０ｍｍＲ、ＪＭ１８演習弾）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　110㎜R、JM18演習弾は、110mmロケット弾の射撃訓練等に使用する弾薬である。調達に際しては、射撃装置を再
利用することにより効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

要求

２四 ４四

納入

▽

契約

３四

▽ ▽
製造
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外　観
諸　　元

全長 (mm) 1350

質量 (kg) 13

110

3.8

60

初速 (m/s)

最高飛翔速度 (m/s)

有効射程・移動目標 (m)

有効射程・固定目標 (m)

使用温度範囲 (℃)

構　造

　　１１０ｍｍＲ、ＪＭ１８演習弾　　

項　　目

主要諸元

完成弾

弾頭外径 (mm)

飛翔体質量 (kg)

発射筒内径 (mm)

性能
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（単位：千円）

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補
助金の場合は交
付先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２３年度

2625

弾薬購入費

件名

項

事業目的

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（９８式信管）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　98式信管は、81mmM用弾薬（りゅう弾）に装着して使用する信管であり、弾薬の取得に併せて効率的に取得してい
る。
　また、調達に際しては、官給（81㎜M、りゅう弾等）により効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

要求

２四 ４四

納入

▽

契約

３四

▽ ▽
製造
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外　　観 主要諸元

諸　　元

全長（ｍｍ） 約138

質量（ｇ） 約450

最大径（ｍｍ） 約49

近接作動高切換

使用温度範囲（℃）

構　　造

項　　　目

使用火器

　　９８式信管　　

信管

性能

８１mm迫撃砲　Ｌ１６
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（単位：千円）

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補
助金の場合は交
付先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生活の安全・安心を
確保するため、教育訓練に必要な弾薬等を取得し、自衛隊の戦闘能力の維持・向上を図る。

平成２３年度

2625

弾薬購入費

件名

項

事業目的

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

弾薬の取得（ＪＭ１１１Ａ４弾頭信管）

2322
　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地理
的特性等を踏まえつつ、各種事態等（島嶼部
に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃
等）への対応力を向上させるため、防衛力を整
備しているところである。この中で、自衛隊の
戦闘能力の維持・向上を着実に図っていくた
め、教育訓練用弾薬等を取得するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募（予定）

　平成２２年１２月

　本事業は、各種目的に応ずる弾薬を取得して、訓練練度及び継戦能力の維持・向上等を図るために必要な事業で
ある。
　JM111A4弾頭信管は、81mmＭ用弾薬（りゅう弾及びWP発煙弾）に装着して使用する信管であり、弾丸の取得に併
せて効率的に取得している。
　また、調達に際しては、官給（81㎜M、りゅう弾等）により効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

要求

２四 ４四

納入

▽

契約

３四

▽ ▽
製造
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主要諸元
諸　　元

全長（ｍｍ） 87.5

質量（ｇ） 210

使用火器 ８１ｍｍ迫撃砲Ｌ１６

項　　　目

　　ＪＭ１１１Ａ４弾頭信管　　　
外　観

構　造

信管

頭部組立
撃針

ロータ

切替栓

信管体

導爆薬筒
ｔ

伝爆薬筒組立
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２２年１０月

　広域にわたる特殊武器等による汚染地域の状況を迅速に偵察し、じ後の部隊運用等に必要な情報を収集するため
に必要な事業である。
　ＮＢＣいずれの偵察機能も有するＮＢＣ偵察車を整備することにより、広域にわたる各種特殊武器等による汚染地
域の状況を迅速に偵察し、じ後の部隊運用等に必要な情報の収集が可能となるため有効である。
　また、調達に際しては、搭載器材等の官給によりＧＣＩＰの重複を局限することで効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

ＮＢＣ偵察車

2322

　防衛計画の大綱等に基づき、各種事態（島
嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による
攻撃、大規模・特殊災害等）への対応力を向上
させるため、ＮＢＣ事態対処能力を整備してい
るところである。この中で、生物偵察機能の欠
落補完及び化学防護車の耐用期限到来に伴
う減耗等に対応するため、教育所要及び改編
所要のＮＢＣ偵察車を整備するものである。

※ＮＢＣ＝Nuclear, Biological and Chemical
　　　　　　（核、生物兵器、化学兵器）

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃、大規模・特殊災害等）への対応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民
生活の安全・安心を確保するため、ＮＢＣ偵察車を整備する。

平成２３年度

2625

武器購入費

▽
要求

▽
契約

２四 ３四

製造 ▽
納入

４四
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ＮＢＣ偵察車ＮＢＣ偵察車

広域にわたる特殊武器等による汚染地域の状況を迅速に偵察し、じ後の部隊運用等に必要な情報を収集するため
に必要な事業である。

ＮＢＣいずれの偵察機能も有するＮＢＣ偵察車を整備することにより、広域にわたる各種特殊武器等による汚染地域
の状況を迅速に偵察し、じ後の部隊運用等に必要な情報の収集が可能となるため有効である。

また、調達に際しては、搭載器材等の官給によりＧＣＩＰの重複を局限することで効率化を図っている。

事 業 の

必 要 性

有 効 性

効 率 性

防衛計画の大綱等に基づき、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃、大規模・特殊災害等）

への対応力を向上させるため、ＮＢＣ事態対処能力を整備しているところである。この中で、生物偵察機能の欠落補完

及び化学防護車の耐用期限到来に伴う減耗等に対応するため、教育所要及び改編所要のＮＢＣ偵察車を整備するも

のである。 ※ＮＢＣ＝Nuclear, Biological and Chemical（核、生物兵器、化学兵器）

事 業 概 要

主 要 性 能

約１９．６ｔ重 量

約２．５ｍ全 幅

○気状・液状有毒化学剤の検知・

識別・測定

○生物剤の検知・識別

○γ線、中性子線の測定

○指揮システムとの連接

検知・
識別・
測定性
能

約７．４ｍ全 長

備 考

主 要
諸 元

各方面隊等に装備し、有毒化学剤等の広域
の汚染地域の偵察に使用

用途等

ＮＢＣ偵察車ＮＢＣ偵察車 官給品等
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（単位：千円）

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊
部隊による攻撃、大規模・特殊災害等）への対応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民
生活の安全・安心を確保するため、ＮＢＣ事態対処において、隊員が有毒化学剤等に対し自らを防護する００式個人
用防護装備の構成品である防護衣・フードを整備する。

平成２３年度

2625

諸器材購入費

件名

項

事業目的

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

個人用防護装備の充足・乙類装備品の損耗更新（００式個人用防護装備（防護衣・フード））

2322

　防衛計画の大綱等に基づき、各種事態（島
嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による
攻撃、大規模・特殊災害等）への対応力を向上
させるため、ＮＢＣ事態対処能力を整備してい
るところである。この中で、未充足部隊への充
足及び耐用期限到来に伴う減耗等に対応する
ため、所要の００式個人用防護装備の構成品
である防護衣・フードを整備するものである。

※ＮＢＣ＝Nuclear, Biological and Chemical
　　　　　　（核、生物兵器、化学兵器）

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　一般競争入札（予定）

　平成２２年１０月

　ＮＢＣ脅威下において、隊員が００式個人用防護装備により、有毒化学剤等に対し自らを防護しつつ各種任務を遂
行するために必要な事業である。
　ＮＢＣ事態対処において、隊員が自らを防護しつつ各種任務を遂行することが可能となるため有効である。
　また、調達に際しては、ＧＣＩＰの重複の局限、構成品（民生品の活用、仕様の見直し）の見直し、直近実績による要
求及び一般競争入札による競争性の向上により効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

▽
要求

▽
契約

２四 ３四

製造 ▽
納入

４四
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個人用防護装備個人用防護装備個人用防護装備個人用防護装備個人用防護装備

ＮＢＣ脅威下において、隊員が００式個人用防護装備により、有毒化学剤等に対し自らを防護しつつ各種任務を遂行
するために必要な事業である。

ＮＢＣ事態対処において、隊員が自らを防護しつつ各種任務を遂行することが可能となるため有効である。

また、調達に際しては、ＧＣＩＰの重複の局限、構成品（民生品の活用、仕様の見直し）の見直し、直近実績による要
求及び一般競争入札による競争性の向上により効率化を図っている。

事 業 の

必 要 性

有 効 性

効 率 性

防衛計画の大綱等に基づき、各種事態（島嶼部に対する侵略、ゲリラや特殊部隊による攻撃、大規模・特殊災害等）

への対応力を向上させるため、ＮＢＣ事態対処能力を整備しているところである。この中で、未充足部隊への充足及び

耐用期限到来に伴う減耗等に対応するため、所要の００式個人用防護装備の構成品である防護衣・フードを整備する

ものである。 ※ＮＢＣ＝Nuclear, Biological and Chemical（核、生物兵器、化学兵器）

事 業 概 要

○マスク

・有毒化学剤の混合使用に対応

・目ガラスの大型化による視界拡大

○防護衣

・素材：繊維状活性炭積層布

・加圧下の耐浸透性向上

・熱ストレスの低減化

○その他

・マスク３サイズ、防護衣５サイズ

・水飲み具、排尿具付き

○重量：２kg

主 要 性 能

００式個人用防護装備（防護衣・フード）００式個人用防護装備（防護衣・フード）

防護マスク等

００式個人用防護装備００式個人用防護装備
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２３年１月

　本事業は河川、地隙等への架設能力を有し、各種事態における使用に耐えうる07式機動支援橋を整備する事業で
ある。０７式機動支援橋を取得し、現有能力を向上することにより任務遂行における有効性を確保できる。また、調達
に際しては、官給（車両部等）によりGCIPの重複を局限することで効率化を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

艦船武器課
防衛計画課

担当課

24

07式機動支援橋の取得着手

2322　　防衛計画の大綱等に基づき、我が国の地
理的特性等を踏まえつつ、各種事態等（本格
的な侵略事態、ゲリラや特殊部隊による攻撃、
大規模・特殊災害等）への対応力を向上させる
ため、特殊車両等の施設器材を整備している
ところである。この中で、改編部隊に対する充
足に対応するため、07式機動支援橋を整備す
るものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　厳しさを増す安全保障環境のもと、防衛力の整備を着実に推進し、各種事態（本格的な侵略事態、ゲリラや特殊部
隊による攻撃、大規模・特殊災害等）への即応・実効的対処能力の向上等を図ることにより、我が国の平和と国民生
活の安全・安心を確保するため、07式機動支援橋を整備する。

平成２４年度

2625

諸器材購入費

３四
 ▽

要求

４四
 ▽

契約

４四
 ▽

納入
製造
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０７式機動支援橋の取得着手０７式機動支援橋の取得着手

８１式自走架柱橋の後継である０７式機動支援橋を施設科部隊に装備し、機動支援能力を充実・近代化するとともに多様な任務における対応能
力を向上させる。必要性

主 要 性 能

単径間橋型 式

陸自保有の全装備品が安全に通過
可能な幅員

幅 員

作戦地域の河川、地隙等に対応橋 長

主要諸元

用 途 等

橋梁等級

施設科部隊に装備し、作戦地域の河川・地隙等
に架設して第一線部隊の機動を容易にするために
使用

陸自保有の全装備品が通過可能

付属品一式（支持装置等）

架設車×１両
橋節運搬車×４両ビーム運搬車×１両

橋体

橋体運搬車×５両

車両

中間ビーム×６本 端部ビーム×２本 端部橋節×２台中間橋節×６台
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　一般競争入札（予定）

　平成２２年　１０月

　本事業は、個人防護能力を向上させ、隊員の身体・生命を防護するため必要な事業である。本装備の整備により、
火炎、砲弾の破片等の脅威から、自らを防護することが可能となるため、隊員の生存率向上を期待できる。
　本事業にあたっては、一般競争入札、仕様改正等を図り、事業の効率性を図っている。

完了年度（予定）：

武器車両等整備費

経理装備局艦船武器課担当課

24

防弾チョッキ

2322

　当該事業は、防衛計画の大綱等に基づき、
隊員の個人防護能力の向上を図る事業であ
る。２２年度においては、未充足部隊用として、
１０，７９６セットを取得する計画となっている。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　敵の攻撃（火炎、砲弾の破片等）から隊員の身体を防護するため、難燃及び耐弾能力を保有する防弾チョッキを取
得し、隊員の個人防護能力の向上を図る。

平成２３年度

2625

諸器材購入費

本器材の製造

納
入
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戦闘装着セット戦闘装着セット
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（単位：千円）

完了年度（予定）： 逐年整備（搭載艦艇が除籍するまで）

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２２年１１月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

予算執行（事前・事後）審査調書

艦船武器課
防衛計画課

担当課

項

０７式垂直発射魚雷投射ロケット

事業（補助）総額

件名

千円武器車両等整備費

24

事業概要
調達：１式

2625

弾薬購入費

2322

１　定数用弾薬を取得する。
２　訓練用弾薬を取得する。
３　試験用弾薬を取得する。

目

事業の
必要性
有効性
効率性

　１　防衛力整備上必要な定数弾薬を補充する。
　２　部隊の練度の維持向上に必要な訓練用弾薬を取得する。
　３　新造艦艇の戦力化に必要な試験用弾薬を取得する。

事業目的

　本事業は、防衛力整備上必要不可欠な事業である。
　訓練用弾薬については、練成段階に応じた所要数に削減することにより、経費の節減を図っている。
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調　達　器　材　の　概　要

１　概　要

　　最新の垂直発射型の魚雷投射ロケット。ロケットの先端に魚雷を搭載し、専用キャニスタに挿入され、ＭＫ４１

　ランチャー（ＶＬＳ）から発射する。

２　発射装置・調達器材

全　長

直　径

重　量

発　射　装　置 調　達　器　材

「２０ＤＤ」型護衛艦の例

垂直発射装置ＭＫ４１

０７式垂直発射魚雷投射ロケット

　約 １，２８４ｋｇ

　約 ４５０ｍｍ

　約 ６，５３５ｍｍ
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（単位：千円）

完了年度（予定）： 逐年整備（搭載艦艇が除籍するまで）

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２３年２月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

予算執行（事前・事後）審査調書

艦船武器課
防衛計画課

担当課

項

８９式魚雷（Ｂ）

事業（補助）総額

件名

千円武器車両等整備費

24

事業概要
調達：１式

2625

弾薬購入費

2322

８９式魚雷（Ｂ）の定数用弾薬を取得する。

目

事業の
必要性
有効性
効率性

　防衛力整備上必要な定数弾薬を補充するため、継続して調達するものである。事業目的

　本事業は、防衛力整備上必要不可欠な事業である。

125



調　達　器　材　の　概　要

１　概　要

　　艦船及び潜水艦攻撃に使用する潜水艦用魚雷である。

２　発射装置・調達器材

全　長

直　径

重　量

「そうりゅう」型潜水艦

８９式魚雷（Ｂ）

発　射　装　置 調　達　器　材

発射管

　６，２５０ｍｍ

　５３３ｍｍ

　１，７６０ｋｇ
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（単位：千円）

完了年度（予定）： 逐年整備（搭載艦艇が除籍するまで）

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２３年２月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

予算執行（事前・事後）審査調書

艦船武器課
防衛計画課

担当課

項

９７式魚雷

事業（補助）総額

件名

千円武器車両等整備費

24

事業概要
調達：１式

2625

弾薬購入費

2322

97式魚雷の定数用弾薬を取得する。

目

事業の
必要性
有効性
効率性

　防衛力整備上必要な定数弾薬を補充するため、継続して調達するものである。事業目的

　本事業は、防衛力整備上必要不可欠な事業である。
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調　達　器　材　の　概　要

１　概　要

　　潜水艦攻撃に使用する最新の艦艇／航空用魚雷である。搭載艦艇は、１６ＤＤＨ以降であり、搭載可能航空機はＰ－３Ｃ

　の一部（攻撃指揮装置改修型）及びＳＨ－６０Ｋである。

２　発射装置・調達器材

全　長

直　径

重　量

垂直発射装置ＭＫ４１

９７式魚雷

発　射　装　置 調　達　器　材

「１９ＤＤ」型護衛艦の例

短魚雷発射管

　２，８３２ｍｍ

　３２４ｍｍ

　３２０ｋｇ
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（単位：千円）

完了年度（予定）： 逐年整備

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２３年２月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

予算執行（事前・事後）審査調書

艦船武器課
防衛計画課

担当課

項

９１式機雷

事業（補助）総額

件名

千円武器車両等整備費

24

事業概要
調達：１式

2625

弾薬購入費

2322

91式機雷の定数用弾薬を取得する。

目

事業の
必要性
有効性
効率性

　防衛力整備上必要な定数弾薬を補充するため、継続して調達するものである。事業目的

　本事業は、防衛力整備上必要不可欠な事業である。
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調　達　器　材　の　概　要

１　概　要

　　艦艇及び潜水艦攻撃用の機雷である。海底に着底後は短係止状態となり、通過する艦船、潜水艦等の磁気、音響信号

　などを感知し、浮力により上昇追尾する。

２　調達器材

運用概念図
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（単位：千円）

完了年度（予定）： 逐年整備（搭載艦艇が除籍するまで）

事業の
必要性
有効性
効率性

　部隊の練度の維持向上させるために必要な訓練用弾薬を取得する。事業目的

　本事業は、防衛力整備上必要不可欠な事業である。
　部隊の練度を維持向上することができる。
　訓練中止に伴い在庫弾薬が生起した場合は、在庫充当として要求数量から削減することにより、経費の節減を図
る。

2625

弾薬購入費

2322

　訓練用弾薬を取得する。

目武器車両等整備費

24

事業概要
調達：１式

予算執行（事前・事後）審査調書

艦船武器課
防衛計画課

担当課

項

チャフロケット弾

事業（補助）総額

件名

千円

備　考執行時期

　随意契約（ライセンス国産）（予定）

　平成２３年１月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等
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調　達　器　材　の　概　要

１　概　要

　　個艦防御用で、電波ホーミングミサイルに対処するものである。

　　ＭＫ３６チャフランチャから発射する。

２　発射装置・調達器材

全　長

直　径

重　量

チャフロケット弾

発　射　装　置 調　達　器　材

「むらさめ」型護衛艦の例 ＭＫ３６チャフランチャ

約１．２ｍ

約０．１３ｍ

約２３ｋｇ
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（単位：千円）

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　多様な事態に的確に対応し、護衛艦部隊の継続的近代化を図るため、１９，５００トン型護衛艦１隻を建造する。

平成 ２６ 年度

2625

平成２２年度甲Ⅲ型警備艦建造費 艦艇建造費項

事業目的

担当課

24

護衛艦（１９，５００トン型）

2322

　　当該事業は、老朽化により、任務遂行が困
難となり平成２６年度に除籍が見込まれる護
衛艦「しらね」に対応して新型護衛艦１隻を就
役させる。その整備に要する期間（５年）を考
慮し、２２年度に護衛艦１隻の建造に着手する
計画となっている。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募の結果、随意契約（予定）

　平成２２年１１月

１　必要性
　　本事業は、海上防衛における通信、警戒監視、ヘリコプター運用等の中枢艦としての任務及び国際緊急援助活
動等の国際平和協力活動や大規模災害、在外邦人輸送等の新たな脅威や多様な事態への対処のために必要な事
業である。
２　有効性
　　高いヘリコプター運用／整備能力を有するほか、高い指揮通信能力及び輸送能力等を備えることで、多様な事
態にも対処可能な多目的性及び滞洋性を確保している。
３　効率性
　　当該艦艇は、護衛隊群等の中枢となる大型艦であり、長期にわたる使用が見込まれるため、環境の変化等に対
応できるよう将来の拡張性に留意している。

完了年度（予定）：

艦船武器課、防衛計画
課、システム装備課

○ ◎ □
11下

契約

4月中

起工

3月下

進水

7月中
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２２年度護衛艦（１９，５００トン型）２２年度護衛艦（１９，５００トン型）

高性能２０ミリ機関砲 ２基
対艦ミサイル防御装置 ２基
魚雷防御装置 １式
哨戒ヘリコプター ７機
輸送・救難ヘリコプター ２機

主 要 装 備

３０ノット速 力

１９，５００トン型基準排水量

ガスタービン ４基 ２軸主 機 械
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１０月

完了年度（予定）：

経理装備局艦船武器課担当課

24

潜水艦用主蓄電池（ＳＣＧ・維持用）

2322

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

平成２３年度

2625

艦船整備費 艦船修理費

　当該事業は、船舶の造修等に関する訓令
に基づく艦船の定期検査において、潜水艦
の推進用主蓄電池の容量低下が見込まれ
るものについて、換装するために必要な主
蓄電池を、平成２２年度から平成２３年度ま
でにわたり整備（２隻分調達）する事業であ
る。

調　達 納入（３月）

　容量低下が見込まれる潜水艦の推進用主蓄電池について、換装するために必要な蓄電池を整備することによ
り、潜水艦の推進用電源の容量を確保し、潜水艦の可動率の維持を図る。

　本事業は、潜水艦の可動率を維持するために必要な事業である。当該事業において整備した蓄電池の交換を
定期検査時に合わせて行うことは、潜水艦の可動率維持の点から有効であり、また、換装前の蓄電池の状況を
正確に把握する等の手段を講じ効率的に行っている。
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主蓄電池（４８０個）

調達
（前年度）

旧蓄電池

換装（搭載）換装（陸揚）

新蓄電池
新蓄電池

（写真は単品）

潜水艦用主蓄電池の概要

別 紙
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募（予定）

　平成２２年１１月

完了年度（予定）：

経理装備局艦船武器課担当課

24

ＬＭ２５００型ガスタービン機関

2322

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

平成２４年度

2625

艦船整備費 艦船修理費

　当該事業は、船舶の造修等に関する訓令
に基づく艦船の定期及び年次検査等におい
て、推進用主機（ＬＭ２５００型ガスタービン
機関）を搭載替えするために必要な予備機
を、平成２２年度から平成２４年度までにわ
たり１台整備（調達）する事業である。

調　達 納入（１２月）

　「ひゅうが」型護衛艦が就役し、当該ガスタービン機関を搭載する護衛艦等が増えたことに伴い、搭載替のための
予備機の整備が必要となった。本事業により、当該ガスタービン機関の定期整備及び緊急時の修理態勢を維持
し、当該ガスタービン機関を搭載する護衛艦等の可動率の維持を図る。

　本事業は、護衛艦等の可動率を維持するために必要な事業である。当該事業において予備機を整備すること
は、定期検査等期間の短縮や機関故障時の早期復旧を可能とし、護衛艦等の可動率維持の点から有効であり、
また、当該機関の運転時間を正確に把握・予測し、 適な整備を行う等の手段を講じ効率的に行っている。
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ＬＭ２５００型ガスタービン主機の概要

別 紙

主機搭載艦（例：「ひゅうが」型護衛艦）

搭載機（予備機）

（ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ済又は新品）

陸揚機

（ﾒｰｶでｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙを実施）

推進用主機の搭載替え（定期整備又は緊急時）

今回の調達主機（ＬＭ２５００型：１台）
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（単位：千円）

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

平成２４年度

2625

艦船整備費 艦船修理費項

事業目的

担当課

24

ＳＭ１Ｃ型ガスタービン機関

2322

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募（予定）

　平成２２年１１月

完了年度（予定）：

経理装備局艦船武器課

　当該事業は、船舶の造修等に関する訓令
に基づく艦船の定期及び年次検査等におい
て、推進用主機（ＳＭ１Ｃ型ガスタービン機
関）を搭載替えするために必要な予備機
を、平成２２年度から平成２４年度までにわ
たり２台整備（調達）する事業である。

調　達 納入（１２月）

　１９ＤＤ（新型艦）が就役するにあたり、当該ガスタービン機関を搭載する護衛艦等が増えることに伴い、搭載替の
ための予備機の整備が必要となった。本事業により、当該ガスタービン機関の定期整備及び緊急時の修理態勢を
維持し、当該ガスタービン機関を搭載する護衛艦等の可動率の維持を図る。

　本事業は、護衛艦等の可動率を維持するために必要な事業である。当該事業において予備機を整備すること
は、定期検査等期間の短縮や機関故障時の早期復旧を可能とし、護衛艦等の可動率維持の点から有効であり、
また、当該機関の運転時間を正確に把握・予測し、 適な整備を行う等の手段を講じ効率的に行っている。
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ＳＭ１Ｃ型ガスタービン主機の概要

別 紙

搭載機（予備機）

（ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ済又は新品）

陸揚機

（ﾒｰｶでｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙを実施）

主機搭載艦（例：「たかなみ」型護衛艦）

推進用主機の搭載替え（定期整備又は緊急時）

今回の調達主機（ＳＭ１Ｃ型：２台）
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（単位：千円）

事業目的

　本事業は、対地対空の目標探知、ミサイル誘導、地形・障害物探知情報及び脅威レーダー情報等を提供するため
に必要な事業である。
　それに当たっては、ＦＣＲの使用状況等を把握することでその有効性を確認している。また、予算は実績に基づくも
のであることから、その効率性を確保している。

242322
　当該事業は、平成２２年度にＡＨ－６４Ｄ用Ｆ
ＣＲを整備する事業である。
 平成２２年度はＦＣＲ一式を整備する計画と
なっている。

※　ＦＣＲ：Fire　Control　Radar
（火器管制レーダ）

　ＦＣＲを整備することにより、ＡＨ－６４Ｄ運用時におけるパイロットに対して対地対空の目標探知、ミサイル誘導、地
形・障害物探知情報及び脅威レーダー情報等を提供するものである。

事業の
必要性
有効性
効率性

武器車両等整備費 諸器材購入費

件名

項

戦闘ヘリコプター（ＡＨ－６４Ｄ）用ＦＣＲの取得着手

完了年度（予定）：

担当課

備　考執行時期

　ライセンス国産による随意契約（予定）

　平成２２年１２月以降

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

予算執行（事前・事後）審査調書

平成２４年度

2625

経理装備局航空機課

事業（補助）総額 千円目

事業概要 製造
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（単位：千円）

件名

項

事業目的

事業概要

担当課

航空機整備費 航空機購入費 千円目 事業（補助）総額

22

　当該事業は、平成２２年度に観測ヘリコプ
ターＯＨ－１を整備する事業に連動して搭載用
エンジンを整備する事業である。
 平成２２年度においてはＯＨ－１　４機のため
のエンジン８台を整備する計画となっている。

　本事業は、偵察・警戒能力及び指揮連絡能力を向上させるために必要な事業である。
  それに当たっては、航空機の可動状況等を把握することをもってその有効性を確認している。また、まとめ買いの手
段を講じることで経費を縮減し、その効率化を図っている。

　ＯＨ－１の整備に連動して搭載用エンジンを整備することにより、偵察・警戒能力及び指揮連絡能力を向上させ、即
応態勢を整備する。

完了年度（予定）：

事業の
必要性
有効性
効率性

備　考執行時期

　公募（予定）

　平成２２年１２月以降

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

予算執行（事前・事後）審査調書

平成２４年度

2625

経理装備局航空機課

24

観測ヘリコプター（ＯＨ－１）の取得着手  （搭載用エンジン）

23

製造

×８
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

平成　２３年度

2625

経理装備局航空機課

24

多用途ヘリコプター（ＵＨ－６０ＪＡ）の取得着手  （搭載用エンジン）

23

備　考執行時期

ライセンス国産による随意契約（予定）

　平成２２年１２月以降

担当課

航空機整備費 航空機購入費 千円目 事業（補助）総額

22
　当該事業は、平成２２年度に多用途ヘリコプ
ターＵＨ－６０ＪＡを整備する事業に連動して搭
載用エンジンを整備する事業である。
　平成２２年度においてはＵＨ－６０ＪＡ　３機の
ための搭載用エンジン６台を整備する計画と
なっている。

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　本事業は、空中機動、航空輸送及び国際平和協力業務を含む多様な任務遂行能力を向上させるために必要な事
業である。
　それに当たっては、航空機の可動状況等を把握することをもってその有効性を確認している。また、陸・海・空自衛
隊で同一型航空機が使用されていることからまとめ買いの手段を講じ、経費を縮減することでその効率化を図ってい
る。

事業概要

　ＵＨ－６０ＪＡの整備に連動して搭載用エンジンを整備することにより、空中機動、航空輸送及び国際平和協力業務
を含む多様な任務遂行能力の向上を図り、即応態勢を整備する。

完了年度（予定）：

件名

項

事業目的

製造

×６
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（単位：千円）

件名

項

事業目的

事業概要

担当課

航空機整備費 航空機購入費 千円目 事業（補助）総額

22
　当該事業は、平成２２年度に、輸送ヘリコプ
ターＣＨ－４７ＪＡを整備する事業に連動して搭
載用エンジンを整備する事業である。
　平成２２年度においてはＣＨ－４７ＪＡ　１機の
ための搭載用エンジン２台を整備する計画と
なっている。

　本事業は、空中機動、航空輸送及び国際平和協力業務を含む多様な任務遂行能力を向上させるために必要な事
業である。
　それに当たっては、航空機の可動状況等を把握することをもってその有効性を確認している。また、輸入部材を他
のＣＨ－４７ＪＡエンジン取得等の事業と一括で取得することで価格を低減し、その効率化を図っている。

　ＣＨ－４７ＪＡの整備に連動して搭載用エンジンを整備することにより、空中機動、航空輸送及び国際平和協力業務
を含む多様な任務遂行能力の向上を図り、即応態勢を整備する。

完了年度（予定）：

事業の
必要性
有効性
効率性

備　考執行時期

　ライセンス国産による随意契約（予定）

　平成２２年１２月以降

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

予算執行（事前・事後）審査調書

平成　２４年度

2625

経理装備局航空機課

24

輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ）の取得着手  （搭載用エンジン）

23

製造

×２
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（単位：千円）

件名

項

　本事業は、災害派遣及び緊急患者空輸等、あらゆる任務に即応し、航空機の早期回復を図るために必要な事業で
ある。
　それに当たっては、航空機の可動状況等を把握することをもってその有効性を確認している。また、輸入部材を他
のＣＨ－４７ＪＡエンジン取得等の事業と一括で取得することで価格を低減し、その効率化を図っている。

24

事業（補助）総額　航空機整備費

　クイック・チェンジ・キット

目

予算執行（事前・事後）審査調書

平成２５年度

2625

経理装備局航空機課

　航空機修理費

事業概要

千円

担当課

完了年度（予定）：

　エンジンの交換時間及び不具合発生時の交換用にクイック・チェンジ・キットを確保して、航空機の高可動率を維持
し、災害派遣及び緊急患者空輸等、あらゆる任務に即応し、航空機の早期回復を図る。

事業の
必要性
有効性
効率性

備　考執行時期

　ライセンス国産による随意契約（予定）

　平成２２年１２月以降

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

2322

　当該事業は、平成２２年度に航空機用の予
備エンジンを整備する事業である。
　平成２２年度においてはＣＨ－４７ＪＡ用２台
のエンジンを整備する計画となっている。

事業目的

製造

×２
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（単位：千円）

　本事業は、派遣先での厳しい環境下においても飛行任務を安全確実に実施するたに必要な事業である。
　それに当たっては、航空機の可動状況等を把握することをもってその有効性を確認している。また、エンジンのオー
バーホールに合わせて改修する手段を講じ、さらに、輸入部材を他のＣＨ－４７ＪＡエンジン取得等の事業と一括で取
得することで価格を低減し、その効率化を図っている。

予算執行（事前・事後）審査調書

平成２４年度

2625

経理装備局航空機課

24

　航空機の国際平和協力活動への対応（機体改修等）（搭載用エンジン）

2322

備　考執行時期

　ライセンス国産による随意契約（予定）

　平成２２年１２月以降

　航空機整備費 　航空機修理費

事業概要

　当該事業は、ＣＨ－４７ＪＡのエンジン出力向
上を目的とした事業である。
　平成２２年においてはＣＨ－４７ＪＡ　３機の搭
載用エンジン６台を改修する計画となってい
る。

完了年度（予定）：

目 事業（補助）総額 千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

件名

項

事業目的
　航空機の国際平和協力活動への対応に必要なエンジン改修等を行い、ＣＨ－４７ＪＡの派遣態勢を整備する。それ
により派遣先での厳しい環境下においても飛行任務の安全性を確保し、可動率の維持を図る。

担当課

部品製作、改修

×６
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（単位：千円）

　航空機の国際平和協力活動への対応に必要なエンジン改修等を行い、ＣＨ－４７ＪＡの派遣態勢を整備する。それ
により派遣先での厳しい環境下においても飛行任務の安全性を確保し、可動率の維持を図る。

担当課

事業の
必要性
有効性
効率性

件名

項

事業目的

　本事業は、派遣先での厳しい環境下においても飛行任務を安全確実に実施するために必要な事業である。
　それに当たっては、航空機の可動状況等を把握することをもってその有効性を確認している。また、エンジンのオー
バーホールに合わせて改修する手段を講じ、さらに、輸入部材を他のＣＨ－４７ＪＡエンジン取得等の事業と一括で取
得することで価格を低減し、その効率化を図っている。

完了年度（予定）：

目 事業（補助）総額　航空機整備費 　航空機修理費

事業概要

千円

備　考執行時期

　ライセンス国産による随意契約（予定）

　平成２２年１２月以降

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

予算執行（事前・事後）審査調書

平成２５年度

2625

経理装備局航空機課

24

　航空機の国際平和協力活動への対応（機体改修等）（維持用エンジン）

2322

　当該事業は、ＣＨ－４７ＪＡのエンジン出力向
上を目的とした事業である。
　平成２２年においてはＣＨ－４７ＪＡ　３機の維
持用エンジン３台を改修する計画となってい
る。

部品製作、改修

×３
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（単位：千円）

本装置の製造及び製品試験

予算執行（事前・事後）審査調書

件名 経理装備局航空機課担当課無人偵察機システムの充足

通信機器購入費目 事業（補助）総額 千円

2322

　長距離の敵情等の監視・偵察のため、無人
偵察機システムを整備する事業である。

完了年度（予定）：

備　考執行時期

公募（予定）

　平成２２年１０月以降

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

　本事業は、離島侵攻等に際して侵攻部隊を早期に察知し、より有利な態勢を獲得するために、必要な事業である。
　開発段階における試験成果を把握することをもってその有効性を確認している。また、今後は部隊における運用成
果を継続的に把握することをもって有効性を確保することとしたい。
　遠隔操縦観測システム（ＦＦＯＳ）との共通部品を多く使用することで部品製造及び整備員の教育等に要す経費を縮
減し、効率化を図っている。

2624 25

武器車両等整備費

　情報を収集できる無人偵察機システムを方面隊に充足し、敵の支配地域に進出して、敵及び地域の詳細情報を継
続的に収集する。

平成２４年度

事業概要

事業の
必要性
有効性
効率性

項

事業目的

納
入
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（単位：千円）

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　現有の固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）が機体の耐用命数到達により除籍することに対応し、対水上戦、対潜戦等の作戦
を効果的に実施するにあたり必要とされる態勢を維持するため、Ｐ－３Ｃの減耗分を補充する。

平成２５年度

2625

航空機購入費

件名

項

事業目的

経理装備局航空機課
防衛政策局防衛計画課担当課

24

Ｐ－１固定翼哨戒機

2322

　当該事業は、海上自衛隊業務計画に基づ
き、Ｐ－３Ｃの代替機としてＰ－１を取得するも
のであり、平成２２年度は１機調達する計画と
なっている。
　また、航空機の製造に伴い、搭載用エンジ
ン、搭載機器及び補用品を併せて調達する。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

本体及び搭載用エンジン：公募（予定）
搭載機器及び補用品：一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月以降

　本事業は、Ｐ－３Ｃの除籍減耗へ対応するとともに、多様な任務に対して効果的に対応するために必要な事業であ
る。それにあたっては、対潜戦、対水上戦、警戒監視、輸送救難等の多様な任務に対する対応状況を把握することを
もってその有効性を確保することとしている。

完了年度（予定）：

航空機整備費

本体（１機）

搭載用エンジン（４ＥＡ）

搭載機器（１機分）

補用品（１機分）
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（単位：千円）

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　現有の哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｊ）が機体の耐用命数到達により除籍することに対応し、対水上戦、対潜戦等の
作戦を効果的に実施するにあたり必要とされる態勢を維持するため、ＳＨ－６０Ｊの減耗分を補充する。

平成２５年度

2625

航空機購入費

件名

項

事業目的

経理装備局航空機課
防衛政策局防衛計画課担当課

24

ＳＨ－６０Ｋ哨戒ヘリコプター

2322

　当該事業は、海上自衛隊業務計画に基づ
き、ＳＨ－６０Ｊの代替機としてＳＨ－６０Ｋを取
得するものであり、平成２２年度は３機調達す
る計画となっている。
　また、航空機の製造に伴い、搭載用エンジ
ン、搭載機器及び補用品を併せて調達する。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

本体及び搭載用エンジン：ライセンス国産による随意契約（予定）
搭載機器及び補用品：一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月以降

　本事業は、ＳＨ－６０Ｊの除籍減耗へ対応するとともに、多様な任務に対して効果的に対応するために必要な事業で
ある。それにあたっては、対潜戦、対水上戦、警戒監視、輸送救難等の多様な任務に対する対応状況を把握すること
をもってその有効性を確保することとしており、ＳＨ－６０Ｊ用エンジンを改修することによるＳＨ－６０Ｋへのエンジンの
新造官給、ＳＨ－６０Ｊ除籍機からの部品の新造官給等の手段を講じることでその調達の効率性を図っている。

完了年度（予定）：

航空機整備費

本体（３機）

搭載用エンジン（６ＥＡ）

搭載機器（３機

補用品（３機分）
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（単位：千円）

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　 ＸＰ－１は、技術・実用試験を終える平成２３年度末には部隊使用承認取得の予定であるが、技術・実用試験で使
用した試作１、２号機は、技術・実用試験終了後、部隊で運用する計画である。部隊運用に備え、試作１、２号機の運
用に必要な部品の調達を実施するものである。

平成２３年度

2625

航空機修理費

件名

項

事業目的

経理装備局航空機課担当課

24

ＸＰ－１型航空機用補用品

2322

　
　ＸＰ－１（試作１、２号機）の部隊運用に必要
な補用品を調達する。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募（予定）又は一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月以降

　 本事業は、ＸＰ－１（試作１、２号機）の部隊運用に必要不可欠なものである。また、本事業により、ＸＰ－１（試作１、
２号機）の安全確保と計画通りの運用が可能となる。

完了年度（予定）：

航空機整備費

補用品調達
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（単位：千円）

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

平成２４年度

2625

   ＸＦ７－１０エンジンを改修することで、経済的にＦ７－１０エンジンを取得する。事業目的

事業の
必要性
有効性
効率性

   技術実用試験機体であるＸＰ－１に搭載されているＸＦ７－１０エンジンは、２３年度末の試験終了後、改修を施すこ
とにより量産型化することが可能である。ＸＦ７－１０エンジンは、前期型エンジン６台と前期型のタービン部を改善した
後期型エンジン６台の計１２台がある。これらのエンジンのファン・ロータ・ブレード、燃料ポンプ等を量産型に交換する
ことにより、前期型で量産型新造単価の約６７％、後期型で約５７％の経費で量産型化が可能であり、補用エンジン
の取得に係る経費節減の観点から本事業は必要であり、かつ有効である。

項 千円航空機修理費

担当課

24

ＸＦ７－１０エンジンの量産化改修

2322

　ＸＰ－１用 ＸＦ７－１０エンジンの量産化改修
に必要な部品を調達し、役務契約にて組み立
てることで、経済的に量産型であるＦ７－１０エ
ンジンを取得する。
　なお、２２年度は、２３年度に前期型エンジン
３台を改修するための部品調達を実施する。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月以降

完了年度（予定）：

航空機整備費

経理装備局航空機課

量産化改修用部品調達

分解・組立役務
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（単位：千円）
経理装備局航空機課

防衛政策局防衛計画課

事業概要

件名 担当課

24

ＡＷＡＣＳレーダー機能の向上（その５）

2322

・ 警戒監視能力の向上を図るため、現有のＡ
ＷＡＣＳ（早期警戒管制機）の搭載レーダーシ
ステムの能力向上を実施する。
・ 平成２２年度は、能力向上装備品を機体に搭
載するための機体改修(３機分)を行う。

※：AWACS：Airborne Warning and control System

千円

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

有償援助調達（予定）

　平成２２年１０月以降

・　航空軍事技術の進展に伴い現有のＡＷＡＣＳのレーダー探知距離が相対的に縮小してきていること、脅威が顕在
化しているＡＳＭ（対地（艦）ミサイル）、ＣＭ（巡航ミサイル）等への対処能力を向上させるためにも、レーダー機能を向
上させる必要がある。
・　早期警戒管制機を保有する世界各国についても同様のレーダー機能の向上を図っているところであり、現有のＡＷ
ＡＣＳを安定的に維持するためにも搭載レーダーの改修を実施する必要がある。
・　能力向上装備品については、平成２１年度までに取得済であり、その品質保証期間内に機体改修を実施する必要
がある。
・　本件については、有償援助調達であるため、経費削減が難しいが、米空軍との調整段階で必要、不必要な事項を
　精査しており、無駄な執行とならないよう努めている。

　　※ＡＳＭ：Air-to-Surface Missile、 ＣＭ：Cruise Missile

完了年度（予定）：

事業目的

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

島嶼部に対する侵略や経空テロに適切に対処するため、ＡＷＡＣＳの搭載レーダーシステムの能力向上を図り、探知
距離の延伸や識別能力の強化等、警戒監視能力を向上させるとともに、各国と協調した今後の維持を容易にする。

平成 ２４ 年度

2625

項 目 事業（補助）総額航空機整備費 航空機修理費
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（単位：千円）

経理装備局航空機課

事業概要

件名 担当課

24

ＲＦ／Ｆ－４ＥＪ航空機機体定期修理等

2322

ＲＦ／Ｆ－４ＥＪ航空機の機体について、部隊等
の整備能力を超える検査及び修理を外注によ
り定期的に実施する。

実施機数　１６機
搬入期間　約８か月

航空機整備費

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　ライセンス国産による随意契約（予定）

　平成２２年１０月以降

航空機は、極めて厳しい運用環境下（荷重、温度及び湿度等）において使用されるため、飛行運用に起因する機体構
造部材等の疲労、摩耗、き裂及び腐食等の不具合が進行し、航空機の機能・性能及び安全確保に支障をきたす可能
性がある。特にＦ－４は昭和４０年代から運用している古い機体であり、長期間にわたって安全かつ適正に運用する
ためには、定期的な検査及び修理により不具合を未然に防止する、あるいは発生した不具合に対して適切に処置す
ることが必要である。

完了年度（予定）：

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

ＲＦ／Ｆ－４ＥＪ航空機の機体について、部隊等の整備能力を超える検査及び修理を部外力により定期的に実施する
ことにより、品質を適正に維持し、飛行安全を確保する。

平成２３年度

2625

航空機修理費項 目 事業（補助）総額
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（単位：千円）

経理装備局航空機課

事業概要

件名 担当課

24

Ｃ－１航空機機体定期修理等

2322

Ｃ－１航空機の機体について、部隊等の整備
能力を超える検査及び修理を外注により定期
的に実施する。

実施機数　６機
搬入期間　約１０か月

航空機整備費

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募（予定）

　平成２２年１０月以降

航空機は、極めて厳しい運用環境下（荷重、温度及び湿度等）において使用されるため、飛行運用に起因する機体構
造部材等の疲労、摩耗、き裂及び腐食等の不具合が進行し、航空機の機能・性能及び安全確保に支障をきたす可能
性がある。特にＣ－１は昭和４０年代後半から運用している古い機体であり、長期間にわたって安全かつ適正に運用
するためには、定期的な検査及び修理により不具合を未然に防止する、あるいは発生した不具合に対して適切に処
置することが必要である。

完了年度（予定）：

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

Ｃ－１航空機の機体について、部隊等の整備能力を超える検査及び修理を部外力により定期的に実施することによ
り、品質を適正に維持し、飛行安全を確保する。

平成２３年度

2625

航空機修理費項 目 事業（補助）総額
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（単位：千円）

経理装備局航空機課

事業概要

件名 担当課

24

Ｆ３－ＩＨＩ－３０／３０Ｂエンジンオーバーホール

2322

Ｔ－４中等練習機搭載エンジン（Ｆ３－ＩＨＩ－３０
／３０Ｂエンジン）について、一定時間使用後、
あるいは故障等が発生したエンジンについて、
外注により分解検査、修理及び調整等を実施
する。

実施台数　７９台
搬入期間　約４か月

航空機整備費

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募（予定）

　平成２２年　１０月以降

航空機に搭載するエンジンは、高温、高圧の負荷が掛かるため運転時間を経るに従って、圧縮効率の低下、内部き
裂等が生じる可能性がある。飛行安全を確保するためには技術的に確認された一定の間隔ごとに所要の検査及び
修理により不具合を未然に防止する、あるいは発生した不具合に対して適切に処置することが必要である。
また、各種データの技術的分析・検討等によりオーバーホール間隔を段階的に延長（※）し、経費低減を図っている。
＊　間隔延長実績：Ｈ２　２００Ｈ→３００Ｈ、Ｈ４　３００H→４００Ｈ、Ｈ５　４００H→６５０Ｈ、Ｈ１０　６５０H→７５０Ｈ

完了年度（予定）：

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

機体に搭載するエンジンについて、部隊等の整備能力を超える検査及び修理を部外力により定期的に実施すること
により、品質を適正に維持し、飛行安全を確保する。

平成２３年度

2625

航空機修理費項 目 事業（補助）総額
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（単位：千円）

経理装備局航空機課

事業概要

件名 担当課

24

ＣＩＰ（Ｆ－２）

2322

ＣＩＰ（Component Improvement Program）は米
空軍の契約・管理のもと、エンジン製造会社が
実施する不具合の分析・対策、整備手順等の
設定、構成品の改善、エンジン改修、点検・整
備間隔等の調査活動である。Ｆ－２に搭載され
ているエンジンは、米空軍Ｆ－１６と同一のＦ１
１０エンジンであり、同エンジンに関する技術的
支援を受けるために必要な事業である。

航空機整備費

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

有償援助調達（予定）

　平成２２年　９月以降

ＣＩＰに参加するＦ１１０エンジン運用国からの 新の不具合情報、具体的対策等の情報は、同エンジンの運用実績の
少ない空自にとって、品質維持、安全性向上の観点から非常に有益である。特に米空軍基地に勤務する空自連絡幹
部を通じて、また毎年開催される会議等において、個別の技術質問にも迅速な対応を得ることができるため、継続的
に実施する必要がある。また、本契約についてはＦＭＳ（有償援助調達）であるため経費削減は難しいが、米空軍との
調整段階で必要な事項を精査して契約しており、無駄な執行とならないよう努めている。

完了年度（予定）：

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

Ｆ－２に搭載しているＦ１10エンジンの安全性の向上及び効率的な維持活動のため、米国及び同型エンジンを運用
し、本プログラムに参加している諸外国（韓国、シンガポール、トルコ、チリ、ギリシャ、エジプト、イスラエル、バーレー
ン、オマーン、ＵＥＡ、サウジアラビア）の 新かつ具体的な技術、整備情報等を入手するとともに、日本独自の不具
合について技術的支援を受け、速やかに部隊及び補給処における活動に反映させることを目的とする。

平成　２５年度

2625

航空機修理費項 目 事業（補助）総額
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１１月

　平成１８年５月の日米安全保障協議委員会（「２＋２」）で承認された「再編の実施のための日米ロードマップ」において、「陸上
自衛隊中央即応集団司令部が、2012年度（日本国の会計年度）までにキャンプ座間に移転する」とされており、本事業は、陸上
自衛隊中央即応集団司令部がキャンプ座間に移転できる体制を確立するために必要な事業である。
  移転するにあたって、司令部庁舎、隊舎、整備工場及び倉庫等の多くの機能が必要になるが、それらの機能を２棟に集約立体
化（合棟）することによって効率化を行い経費の縮減を図っている。また、庁舎等の屋根面の雨水を集水・濾過・滅菌し、施設内便
所の洗浄水として利用するほか、自然換気、自然採光を取り入れる設計を行い、ランニングコストの削減にも配慮している。

完了年度（予定）：

施設整備費

経理装備局
施設整備課

担当課

24

　中央即応集団司令部庁舎等新設工事（座間）

2322
　当該事業は、平成１８年５月の日米安全保障協議
委員会（「２＋２」）で承認された「再編の実施のため
の日米ロードマップ」において、「陸上自衛隊中央即
応集団司令部が、2012年度（日本国の会計年度）
までにキャンプ座間に移転する」とされていることに
基づき、キャンプ座間に平成２２年度から平成２４年
度にかけて司令部庁舎（鉄骨鉄筋コンクリート造６
階建　延べ面積約９，７００㎡）及び業務隊隊庁舎
（鉄筋コンクリート造６階建／地下１階　延べ面積約
９，５００㎡）を整備する事業である。

目 事業（補助）総額

事業概要

施設整備費

件名

項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　2012年度（平成２４年度）末に予定している中央即応集団司令部のキャンプ座間への移駐に伴い必要となる、司令部庁舎、業
務隊隊庁舎の施設を整備する。

平成２４年度

2625

本工事
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ゲート４

メインゲート

建設予定地域

Ｎ
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（単位：千円）

本工事

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　既設航空燃料タンクは、規制対象となる旧法タンク（昭和５２年２月１４日以前に設置許可を受けた１，０００ＫＬ以上の屋外タン
ク貯蔵所で、平成２５年末までに所要の安全確保を義務付けられているもの。）であり、かつ老朽化も著しいことから、新法に適合
させるため整備をするものである。

平成２４年度

2625

施設整備費

件名

項

事業目的

経理装備局
施設整備課

担当課

24

　航空燃料貯蔵施設の整備（小松）

2322
　当該事業は、「危険物の規制に関する政令」が耐
震強度確保の観点から改正されたことを受け、航空
自衛隊小松基地において、規制を受ける航空燃料
タンク（以下、「旧法タンク」という。）（地上覆土式）
2000ＫＬ×２基を撤去し、新法に適合した航空燃料
タンク（地中式）4000ＫＬ×1基を平成２２年度から平
成２４年度にかけて整備する事業である。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

　既存施設は、安全性向上の規制対象となる旧法タンクであるため、タンク地盤、基礎及び本体の耐震強度確保を平成２５年末
までに行う必要がある。
  また、建設後４５年以上が経過し老朽化も著しく、燃料供給作業に支障を生じている状況であり、非効率的な運用となっているこ
とから、本施設を整備することによって安全性が向上するとともに、効率的な運用を行うことが可能である。
　本整備に伴い発生する残土については、場外処分とすることなく基地内で整地を行うことにより経費の縮減を図っている。また、
タンクは地上覆土式から地中式とすることにより、覆土表面積を減少させ計画している。

完了年度（予定）：

施設整備費
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航空燃料貯蔵施設の整備（小松）

既設タンク
（旧法タンク）

新設タンク
（新法タンク）

地中式タンク×１基

新基準
適用

平成６年 危険物の規制に関する政令の改正
昭和５２年に改正された「屋外貯蔵タンクに関する技術的

基準（主要改正内容は以下のとおり）」を昭和５２年以前に
設置されたタンクにも適用することとされた。
・タンク基礎部及び設置地盤基準の変更
・タンク本体の材料及び板厚基準の変更
・溶接部基準の変更

※耐震強度を確保し、燃料施設の安全対策を強化するもの。

既設タンクは、昭和４０年設置（経過４５年）のため老朽化が進ん
でおり、施設の円滑な運用に支障が生じている。

地上覆土式タンク×２基

新基準を適用し耐震性能を強化するとともに、老朽化
の進行した施設を改善し、円滑な燃料補給態勢を確保。
また、タンク形式を見直し覆土表面積を減少させ計画。
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（単位：千円）

事業目的
　既存小型燃料タンク（200KL×10基）は、旧軍時代の建設で老朽化が著しく、艦艇の大型化に伴い吉浦地区における燃料貯蔵
能力が不足することから、所要の燃料貯蔵施設を整備する。

事業の
必要性
有効性
効率性

　既存施設は、建設後７２年以上が経過し老朽化が著しく、漏油事故及び修復不可能な不具合等の発生を未然に防止すること
が必要であり、不足する燃料貯蔵能力の向上をはかる。
　同施設は小型燃料タンクの複数使用による非効率な運用となっていることから、燃料貯蔵施設を更新整備することにより、安
全性が向上するとともに、同施設の効率的かつ適正な運用が可能となる。
　また、当該燃料タンクの整備にあたって、既存の旧軍タンクの中にタンクを整備することにより、大規模な造成工事を行わず整
備するように計画し、既存施設の有効利用を図っている。

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

平成　２４　年度

2625

施設整備費 施設整備費項

担当課

24

　艦艇燃料貯蔵施設の整備（呉（吉浦））

2322

　当該事業は、艦艇の大型化に伴い貯蔵される燃
料が増加したことにより、海上自衛隊呉（吉浦）地区
における燃料タンクが不足するため老朽著しい既
存小型燃料タンク200KL×１０基を集約し、燃料タン
ク（地中式）1,800KL×２基を平成２２年度から平成
２４年度において整備する事業である。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

完了年度（予定）：

経理装備局
施設整備課

本工事
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艦艇燃料貯蔵施設の整備（呉（吉浦））

既設旧軍小型燃料タンク×１０基 新設大型燃料タンク×２基

既 設 新 設

既存旧軍タンク
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（単位：千円）

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　護衛艦が導入している誘導弾の定期的な点検・整備を行うための整備場、事務所及び一時保管庫の施設を整備する。

平成　２３　年度

2625

施設整備費 施設整備費項

事業目的

担当課

24

整備場の整備（舞鶴（白浜））

2322
　当該事業は、護衛艦が導入している誘導弾の整
備を行うため海上自衛隊舞鶴（白浜）地区におい
て、新たに整備場（鉄筋コンクリート造１階建　床面
積約２，３００㎡）、事務室（鉄筋コンクリート造１階
建　床面積約１３２㎡）及び一時保管庫（鉄筋コンク
リート造）を平成２２年度～平成２３年度に整備する
ものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

　舞鶴地区及び他地区に所在する既存の整備場では、護衛艦が導入している誘導弾の整備に十分に対応できないことから、新た
に整備場及び一時保管庫の施設の整備が必要である。
　整備場及び保管庫を整備することにより、点検・整備に係る一連の作業を効率的に実施することが可能となる。
　一時保管庫の整備に伴い発生する残土については、場外処分とすることなく基地内で整地を行うことによりコスト縮減を図ってい
る。また、整備場の照明は、高照度照明を採用することにより省エネにも配慮している。

完了年度（予定）：

経理装備局
施設整備課

本工事
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整備場の整備（イメージ写真）

一時保管庫（他基地）

整備場外観②（他基地）

整備場外観①（他基地）
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（単位：千円）

作図 機器製作 据付
仮設工事 調整

執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

備　考

　防衛医科大学校では医療施設の増設、新たな医療設備の設置等、電力の需要が増加し、長時間の高負荷運転が継続、特高
変圧器の異常な温度上昇を生じさせている。この状態を放置すれば老朽著しい電気基幹設備に破損等が生じ、当校の医療施設
に甚大な障害が発生し停電に陥ることとなるため当該設備の更新が必要である。
　当該設備の更新を円滑、確実に実施するためには、仮設受変電設備を使用し、既存受変電設備の新旧設備を更新することに
より、安定した電力供給機能を確保し、病院の医療施設を維持しながらの実施が可能である。
　なお、既設建物を改修し再利用することで、経費の節減が図れ効率よく特別高圧受変電設備の更新が可能である。
　また、内部機能の変化に柔軟に対応できるようにフレキシビリティーの確保を行い、施設の長寿命化を図ることとしている。

担当課

　施設整備費 　施設整備費

事業の
必要性
有効性
効率性

件名

項

　当該事業は、老朽著しく交換部品も入手困難と
なった防衛医科大学校の基幹設備である特別高圧
受変電設備を更新する事業である。
　平成２２年度においては製作図の作成及び承認、
平成２３年度においては機器製作及び仮設工事、
平成２４年度は機器据付調整を行う計画となってい
る。

事業概要

事業目的

完了年度（予定）：

目 事業（補助）総額

　特別高圧受変電設備は、防衛医科大学校の全ての施設に電気を供給している基幹設備である。本設備は昭和５０年の建設か
ら３５年が経過し経年による老朽劣化が進み本設備の規格に合う部品も入手困難な状況となり、今後、不測の機能停止が予想さ
れることから、早期に更新する必要がある。

予算執行（事前・事後）審査調書

平成２４年度

2625

経理装備局
施設整備課

24

　特別高圧受変電設備の更新（医大）

2322

千円
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配 置 図

特高受変電設備の更新

仮設特高受変電設設備

特高受変電設設備更新
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（単位：千円）

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　艦艇に装備された電気装置は６０Hzの仕様のため、大湊地区においては艦艇への給電に際し、５０Hzから６０Hzに周波数を変
換する必要がある。既存の周波数変換装置は艦艇の大型化に伴う給電能力の増加に対応できず、かつ老朽化も著しいことか
ら、大型艦艇に対応した周波数変換装置を整備することにより、安定した電力供給機能を確保する。

平成　２４年度

2625

施設整備費

件名

項

経理装備局
施設整備課

担当課

24

　港湾施設の整備（大湊（芦崎湾））

2322

　当該事業は、艦艇の大型化に伴う給電能力の増
加により、周波数を変換するための周波数変換装
置及び周波数変換所（鉄筋コンクリート造１階建
延べ面積約３００㎡）を平成２２年度～平成２４年度
に整備するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

　既存施設では、艦艇の大型化に伴う給電能力の増加に対応できないことから、大型艦艇に電力を供給するため当該施設を整
備する必要がある。
　また、既存周波数変換装置は、昭和４５年建設で建設後４０年を経過しており、超過し老朽化が著しいため、当該施設の整備
後に撤去することとなるが、建屋については直ちに取り壊すのではなく、倉庫として使用する等のストック管理を実施する。

完了年度（予定）：

施設整備費

本工事
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港湾施設の整備（イメージ写真）

既設周波数変換装置 新設周波数変換装置（他基地）
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（単位：千円）

直轄事業の場合は
契約方式、補助金の
場合は交付先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　次期輸送機の試作機の機体胴体には多数の補強板等が付加されているが、部品点数の削減によるコスト低減や
信頼性向上等の観点から補強部位を構造上一体化する必要がある。一体化構造確認試験は一体化構造とした試験
用胴体を用いて強度試験を行うものであり、構造補強が施された胴体と技術的に強度が等価であることの確認を目
的としている。

平成　　２４年度完了年度（予定）：

件名

24

事業目的

2322

　当該事業は、平成１３年度から着手した次期
輸送機の開発にかかる性能確認試験のうち、
一体化構造確認試験において使用する試験
用胴体の調達を実施するものである。

項

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募及び随意契約

　平成２２年　６月

2625

（必要性）
　これまでの我が国の航空機開発においては補強が機体胴体の広範囲に及んだことはなかったことから、構造を一
体化するに際して部分構造試験や解析による強度確認で十分であったが、次期輸送機については補強箇所が機体
胴体の広範囲に複雑にわたっていることから、一体化構造の強度を確認するに際して一体化構造とした試験用胴体
を用いて一体化構造確認試験を実施する必要がある。
（有効性）
　次期輸送機に関する強度について確認することから、技術的に有効性がある。
（効率性）
　設計には構造補強にかかる細部の内容及び構造補強が施された胴体に関する試験結果を利活用するとともに、当
該供試品の製造にあたっては一部部品に対して簡易品を活用するなど、効率性の向上を図っている。

経理装備局航空機課
経理装備局技術計画官

目 事業（補助）総額研究開発費 試験研究費

担当課次期輸送機の一体化胴体供試体

千円

設計・製造
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一体化胴体供試体の概要図

図中の名称は製造する主要な部位を示す

後胴

中胴

前胴

主翼ダミー
（参考）

主脚（ボギー、アクスルを除く）

前脚（ボギー、アクスルを除く）

風防（左舷のみ）

ランプ扉
カーゴ扉

空挺扉

乗降扉
窓（左舷のみ）

次期輸送機の一体化胴体供試体

構成及び数量は下表のとおり

名称 数量 内容

一体化胴体供試体 １式 一体化胴体供試体、歪ゲージ等

次期輸送機(XC‐2）

一体化のイメージ（外板）
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募及び随意契約

　平成２２年　４月

2625

（必要性）
　次期固定翼哨戒機の性能確認試験の性能評価（飛行試験）において、安全性を確保しつつ、性能評価において確
認しなければならない性能等を平成２３年度中に完了するためには、本事業を可及的速やかに実施する必要があ
る。
（有効性）
　安全性を確保しつつ、性能評価にて確認しなければならない性能等を実証できることから、有効性がある。
（効率性）
　改修等に際してはそれまでに得られた試験結果を利活用するとともに、改修等に使用する材料等には一般に流通
している材料等を積極的に活用することなど、効率性の向上を図っている。

千円

次期固定翼哨戒機試作２号機の改修等

目 事業（補助）総額研究開発費 試験研究費

件名

24

事業目的

項

事業概要

経理装備局航空機課
経理装備局技術計画官担当課

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　次期固定翼哨戒機の性能確認試験は平成２３年度に完了する計画であるが、強度試験及び性能評価（飛行試験）
の進捗に伴って要改善事項が判明してきている。本事業においてはこれらの要改善事項を改善するためのものであ
り、性能評価における安全性を確保しつつ、性能評価を継続して実施することを目的としている。

平成　　２２年度

　当該事業は、平成１３年度から着手した次期
固定翼哨戒機の開発にかかる性能確認試験
のうち、性能評価（飛行試験）において使用し
ている次期固定翼哨戒機試作２号機に対して
改修等を実施するものである。

完了年度（予定）：

2322

改修等
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要改善事項の改善

地上試験

・全機静強度試験

・全機疲労強度試験 等

次期固定翼哨戒機試作２号機の改修等

性能評価

・機能、性能の評価

・実用性の評価

次期固定翼哨戒機試作２号機

防衛省の基準による防衛省の基準による
安全性の確認安全性の確認

機能確認試作機

の改修
改善設計

風洞試験・飛行

シミュレーション

部分構造・装備
品レベル・系統レ

ベル等の試験

改善検討

当該事業当該事業
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（単位：千円）

担当課

24

将来ネットワーク型多目的誘導弾システム（その３）の研究試作

目 事業（補助）総額試作品費

22　平成２０年度の研試（その１）ではシステム設計を実施
するとともに、関連試験を実施し、自動目標捜索・識別技
術の研究基盤となる対地目標モデルのデータベース及び
システムモデルを構築した。平成２１年度の研試（その２）
では、各技術課題に関する基礎データを得るために、ヘ
リ拘束飛しょう試験用装置、データリンク試験用装置等を
試作する。平成２２年度の研試（その３）では、実飛しょう
における機能の評価を行うために技術確認用飛しょう
体、フィジカルシミュレーション用装置等を試作する。

事業概要

項

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期 　平成２２年１１月

完了年度（予定）：

経理装備局技術計画官件名

研究開発費

　目標情報の継続的な取得が困難な状況下において発射し、多数の目標を同時・自動的に捜索・識別し、自律的に目標を撃破
するとともに、目標地域の戦況及び戦果を確認するために使用する将来ネットワーク型多目的誘導弾システムに関する研究を行
い、技術資料を得る。

事業目的

千円

平成２４年度

262523

事業の
必要性
有効性
効率性

等

必要性：陸上自衛隊の９６式多目的誘導弾システムは、誘導弾システムの地上装置により直接認識することができない目標に対する射撃能力
の不足、命中精度が初期の目標情報の精度に依存すること、また、システムの情報処理能力の不足といった問題点が存在するが、現有の技
術ではその能力の向上を図るのは困難である。そのため本事業による研究を実施する必要がある。

有効性：目標を自動的に捜索・識別可能な画像処理アルゴリズム技術の確立により多目的誘導弾システムにおける自律性の向上が図られる。
また、情報伝送技術の確立により画像等の大容量データを多数同時にダウンリンクしたり、各種プラットフォーム（ヘリコプタや車両等）を利用し
たデータリンク中継をすることが可能となり、情報入手が困難な環境下での情報収集能力を大幅に向上させ、発見即撃破による攻撃の即応性
が増大するとともに高精度な射撃能力を保有することが可能となる。

効率性：平成２０～２２年度において、シミュレーション技術等を活用したシステム設計を実施するとともに、平成２１～２４年度にかけて自動目
標捜索・識別技術及び情報伝送技術に関する技術資料を得るための各種装置を製作し、最終的に実飛しょうにおける機能評価を行うための発
射試験用供試体を試作することで、リスクを抑えて段階的に技術資料を得られるように計画している。

直轄事業の場合は
契約方式、補助金の
場合は交付先等

公募（予定）及び随意契約（予定）

設計及び試作
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装甲目標

指揮統制システム等

各種火器

舟艇

建物

戦況・戦果確認

飛しょう間の目標変換

自動目標・捜索識別自動目標捜索・識別

将来ネットワーク型多目的誘導弾システム 運用構想図
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研究試作

（その１）

研究試作

（その２）

研究試作

（その３）

研究試作

（その４）

発射試験 Ｐ／Ｓ

・システム設計

（関連試験を除
く。）

・高精度目標照
合基本試験

・目標捜索識別
基本試験

システム設計 システム設計

ヘリＣＦＴ用装置

統制装置誘導制御装置

飛しょう体用
通信装置×２

地上用通信装置

データリンク試験用装置

データリンク試験用
専用試験装置

ヘリＣＦＴ用
専用試験装置

発射試験用
専用試験装置

P/S用
専用試験装置Ⅰ

技術確認用
飛しょう体 ×１

【システム実証】
【自動目標捜索・識別技術】

【情報伝送技術】

P/S用装置

専用試験装置 専用試験装置

（改修等）

発射試験

技術確認用
飛しょう体 ×１

P/S用
専用試験装置Ⅱ

専用試験装置

試作品の構成品内訳
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（単位：千円）

件名

千円

経理装備局システム装備課
経理装備局技術計画官担当課新空対艦誘導弾（ＸＡＳＭ－３）（その１）

事業（補助）総額

事業概要

26

研究開発費 試作品費項 目

23 24 25

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

等

　 ８０式空対艦誘導弾（ＡＳＭ－１）及び９３式空対艦誘導弾（ＡＳＭ－２）の後継として、Ｆ－２に装備し、高性能な対空
火器が搭載されている敵戦闘艦艇に対して、より効果的な対処を可能とするために使用する新空対艦誘導弾（ＸＡＳＭ
－３）を開発する。

平成２４年度

事業目的

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１０月

必要性：近年の諸外国においては、高性能な対空火器が搭載されている水上艦艇の導入が進められており、このよう
　　　　　な高性能な対空火器が搭載された敵戦闘艦艇に対して、より効果的な対処を可能とするために必要な事業で
　　　　　ある。

有効性：平成２５年度から平成２８年度に実施する試験により検証を行い、要求性能の達成状況を把握することをもっ
　　　　　てその有効性を検証する。

効率性：関連する研究成果を活用する等の手段により効率性を図る。

完了年度（予定）：

　当該事業は、平成２２年度から平成２８年度ま
でにわたり、新空対艦誘導弾（ＸＡＳＭ－３）の技
術開発を行う事業である。
　平成２２年度から平成２４年度にかけて、試作
（その１）として、システム設計及び試作を行う計
画である。

22

システム設計及び試作
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新空対艦誘導弾（ＸＡＳＭ－３）運用構想図
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システム設計等

・システム設計
・母機適合性 基本検討

弾頭

・ｽﾓｰﾙｻｲｽﾞ（貫徹試験用）
・ﾌﾙｻｲｽﾞ（静爆用）

システム設計等

・システム設計
・母機適合性 詳細検討(1)
・母機改修設計

システム設計

維持設計

推進装置

システム設計等

・システム設計
・母機適合性 詳細検討(2)

弾頭・信管

専用試験器材

・誘導部試験器材
・ダミー飛しょう体点検装置
・飛しょう体点検装置Ａ型 等

母機改修

母機試改修

IRB
（経年変化試験用）
（安全性試験用）

誘導部

誘導部A型（非実装型）
（野外試験用）

ダミー飛しょう体

Ｃ型（投下試験用
操舵装置付）

飛しょう体

Ａ型（ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ弾）ダミー飛しょう体

・Ａ型（母機適合性用）
・Ｂ型（投棄試験用）

推進装置

・IRR（ﾄﾗﾝｼﾞｪﾝﾄﾌｪｰｽﾞ試験）

・IRB（基礎燃焼試験用）
（飛行前定格試験用）

推進装置

・IRR（全ﾌｪｰｽﾞ試験）
・IRB（飛行前定格試験用）

誘導部

誘導部Ｂ型
（実装型、操舵装置付）
（野外試験、Ｐ／Ｓ用）

専用試験器材

・誘導部試験器材
・燃焼試験器材
・飛しょう体搭載用器材

・ｽﾓｰﾙｻｲｽﾞ（貫徹試験用）
・ﾌﾙｻｲｽﾞ（静爆用､安全性試験用）

飛しょう体

・Ｂ型（誘導部あり）
・Ｃ型（実弾）
・Ｄ型（環境試験用弾）
・訓練用飛しょう体

システム設計等

システム設計

専用試験器材

・部隊用点検装置
・飛しょう体点検装置Ｂ型

・IRB（加速老化試験用）

推進装置

試作（その１） 試作（その２） 試作（その３） 試作（その４） 試作（その５）

試作品の構成品内訳
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（単位：千円）

項

事業概要

件名

事業目的

研究開発費

平成１８年度から開始された（その１）、平成１９
年度から開始された（その２）、平成２０年度か
ら開始された（その３）及び平成２１年度から開
始された（その４）に引き続きシステム設計及び
誘導弾構成品の試作を実施する。

高性能、多様化する将来の弾道ミサイル脅威に対処可能とするため、SM-3 BlockⅠA型誘導弾の後継となる艦載型
の新弾道ミサイル防衛用誘導弾を日米共同開発する。

平成２５年度

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

公募（予定）及び随意契約（予定）

　平成２２年１１月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

等

必要性：将来の弾道ミサイルは囮（デコイ）の搭載や高々度軌道（ロフテッド）による飛しょうなどの迎撃回避措置が図
られることが予測されており、これによる攻撃にも確実に対処するためには、弾道ミサイル防衛システムの上層迎撃
能力の向上が不可欠である。また、上層迎撃能力の向上により、既存の弾道ミサイルに対しては防護範囲の拡大及
び撃破能力の向上が図られる。このためにSM-3 BlockⅠA型誘導弾の後継となる新弾道ミサイル防衛用誘導弾が必
要である。
有効性：２１インチロケットモータにより飛しょう性能の向上が可能となり、また、先進識別シーカや高ダイバート推力Ｄ
ＡＣＳ※などによるキネティック弾頭の改善をはかることにより迎撃能力の向上を図ることが可能となる。
効率性：本開発は、日米共同技術研究の成果及び両国の優れた技術を積極的に活用する日米共同開発として実施
することにより、開発の迅速化を図ることができる。　　※DACS: 軌道・姿勢制御装置(Divert and Attitude Control System)

完了年度（予定）：

22 2625

経理装備局システム装備課
経理装備局技術計画官

目 事業（補助）総額試作品費 千円

24

担当課新弾道ミサイル防衛用誘導弾（その５）

23

システム設計及び試作
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弾道ミサイル

誘導弾追尾・
データリンク

第２段ロケットモータ分離

ノーズコーン分離

キネティック弾頭
による軌道修正

新弾道ミサイル
防衛用誘導弾

赤外線シーカによる
目標の探知、識別、追尾

ノーズコーン

赤外線シーカ

キネティック弾頭 第３段ロケットモータ

第２段ロケットモータ ブースタブースタ分離

第３段ロケットモータ分離
（キネティック弾頭放出）

直撃により破壊

ブースタ加速

艦船

ミサイル発射ミサイル発射

第２段操舵部

目標探知・追尾

弾道ミサイル

誘導弾追尾・
データリンク
誘導弾追尾・
データリンク

第２段ロケットモータ分離

ノーズコーン分離

キネティック弾頭
による軌道修正

新弾道ミサイル
防衛用誘導弾
新弾道ミサイル
防衛用誘導弾

赤外線シーカによる
目標の探知、識別、追尾

ノーズコーン

赤外線シーカ

キネティック弾頭 第３段ロケットモータ

第２段ロケットモータ ブースタブースタ分離

第３段ロケットモータ分離
（キネティック弾頭放出）

直撃により破壊

ブースタ加速

艦船

ミサイル発射ミサイル発射

第２段操舵部

目標探知・追尾

新弾道ミサイル防衛用誘導弾 運用構想図
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新弾道ﾐｻｲﾙ
防衛用誘導弾

D：形状、重量及び重心が実機と同一。電装品及び火薬類なし。
P：物理ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ用供試体。一部、機械的及び電気的性質が実機と同一。火薬類なし。
I：形状、重量、重心、機械的性質及び電気的性質が実機と同一。火薬類なし。
L：実機仕様。

DACS: Divert and Attitude Control System 軌道修正・姿勢制御装置
ACS: Attitude Control System 姿勢制御装置

（今後の日米交渉により変わりうる）

構成品 試作（その１） 試作（その２） 試作（その３） 試作（その４） 試作（その５） 試作（その６） 試作（その７）

システム設計 ｼｽﾃﾑ設計 ｼｽﾃﾑ維持設計 ｼｽﾃﾑ維持設計 ｼｽﾃﾑ維持設計 ｼｽﾃﾑ維持設計 ｼｽﾃﾑ維持設計

ノーズコーン
（関連試験にて実
施）

ノーズコーン（Ｄ）
ノーズコーン（Ｉ）
ノースコーン（Ｐ）

ノーズコーン（Ｉ）
ノーズコーン（Ｐ）
ノーズコーン（Ｌ）

ノーズコーン（Ｉ）
ノーズコーン（Ｌ）

ノーズコーン
（Ｌ）

赤外線シーカ
（関連試験にて実
施）

（関連試験にて実
施）

（関連試験にて実
施）

ＤＡＣＳ
（関連試験にて実
施）

（関連試験にて実
施）

（関連試験にて実
施）

ＤＡＣＳ構成要素

第３段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ
姿勢制御装置
（ＡＣＳ）を含む

（関連試験にて実
施）

第３段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ（Ｄ）
第３段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ（Ｉ）
第３段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ（Ｐ）

第３段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ（Ｉ）
第３段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ（Ｐ）
第３段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ（Ｌ）

第３段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ
（Ｉ）
第３段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ
（Ｌ）

第３段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ
（Ｌ）

第３段ﾛｹｯﾄﾓｰ
ﾀ（Ｌ）

上段分離部
（関連試験にて実
施）

上段分離部（Ｄ）
上段分離部（Ｉ）
上段分離部（Ｐ）

上段分離部（Ｉ）
上段分離部（Ｐ）
上段分離部（Ｌ）

上段分離部（Ｉ）
上段分離部（Ｌ）

上段分離部（Ｌ）

第２段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ
（関連試験にて実
施）

第２段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ（Ｄ）
第２段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ（Ｉ）
第２段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ（Ｐ）

第２段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ（Ｉ）
第２段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ（Ｐ）
第２段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ（Ｌ）

第２段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ
（Ｉ）
第２段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ
（Ｌ）

第２段ﾛｹｯﾄﾓｰﾀ
（Ｌ）

第２段ﾛｹｯﾄﾓｰ
ﾀ（Ｌ）

第２段操舵部 操舵翼（Ｄ）
第２段操舵部（Ｄ）
第２段操舵部（Ｉ）
第２段操舵部（Ｐ）

第２段操舵部（Ｉ）
第２段操舵部（Ｐ）
第２段操舵部（Ｌ）

第２段操舵部（Ｉ）
第２段操舵部（Ｌ）

第２段操舵部
（Ｌ）

試作品の構成品内訳
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（単位：千円）

事業の
必要性
有効性
効率性
等

　高射特科部隊等に装備し、低空目標（巡航ミサイル）や高速目標（空対地ミサイル）対処能力の向上、ネットワーク
交戦能力の向上による防護範囲の拡大及び取得コストの低減を図った０３式中距離地対空誘導弾（改）を開発す
る。

事業目的

担当課

24

目 事業（補助）総額

2625

平成２４年度

必要性：０３式中距離地対空誘導弾の低空目標対処能力及び高速目標対処能力等を向上させるとともに、取得コス
　　　　　トの低減を図ることで、現有装備である改良ホークの損耗更新に適切に対応するために必要な事業である。

有効性：平成２４年度から平成２８年度に実施する試験により検証を行い、要求性能の達成状況を把握することを
もっ
　　　　　てその有効性を検証する。

効率性：他の装備の研究開発成果の活用といった手段を講じることでその効率性を図っている。

完了年度（予定）：

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１１月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

予算執行（事前・事後）審査調書

経理装備局システム装備課
経理装備局技術計画官件名 ０３式中距離地対空誘導弾(改)（その１）

千円

　当該事業は、平成２２年度から平成２７年度
までにわたり、０３式中距離地対空誘導弾(改)
の技術開発を行う事業である。
　平成２２年度から平成２４年度にかけて、試
作（その１）として、システム設計及び試作を行
う計画である。

研究開発費 試作品費

事業概要

2322

項

システム設計及び試作
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０３式中距離地対空誘導弾（改） 運用構想図
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試作品の構成品内訳
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１２月

・必要性：巡航ミサイル等の高速化、低高度飛しょう化などにより、経空脅威が増しており、従来の対抗手段では、目
標の発見から撃破に至るまでの対処時間が短くなり、防護覆域が狭くなると予想され、これらの脅威への対抗手段が
必要とされている。
・有効性：将来的に瞬間対処性が高く、精密誘導弾等のみならず、近距離から発射されるロケット弾等への対処が可
能な艦船搭載型及び車両移動型の近接防空システムの実現の見通しを得ることができる。
・効率性：本試作では、主に小型高出力ヨウ素レーザ技術と高出力レーザ伝搬特性技術の解明に資するための必要
最小限の構成品を試作することで、効率化を図っている。

完了年度（予定）：

設計・製造

経理装備局技術計画官担当課

24

高出力レーザシステム構成要素（その1）の研究試作

2322・本事業は、離隔した移動目標に、高出力の近
赤外レーザ光の照射、集光が可能となる高出
力レーザシステムの構成要素について研究を
行うものである。
・平成２２年から２４年にかけては、研試（その
１）として、システム設計を行うとともに、高出力
レーザ発生モジュール、カセグレン集光装置及
び専用試験装置を試作する。

目 事業（補助）総額研究開発費

事業概要

件名

事業目的

千円項

2625

試作品費

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

・近距離に接近したステルス機から発射された精密誘導弾、長距離から飛来する巡航ミサイル、上空から飛来するハ
イダイブ型のミサイル等に対する、護衛艦等の艦船や基地等の地上重要防護施設の近接防空用に適用しうる高出
力レーザシステム構成要素に関する技術資料を得る。

平成２４年度
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運用構想図

各種目標

カセグレン
集光装置

大気揺らぎ等

専用試験装置
（レーザ特性計測装置）

各種目標

カセグレン
集光装置

大気揺らぎ等

専用試験装置
（レーザ特性計測装置）

187



試作品の構成品内訳
研究試作品の概要

レーザ補機部 本体部気体燃料供給部

 

注）車両（２台）は研究試作には含まない

高出力レーザ発生装置

吸着排気部

制御部

 

高出力レーザ発生モジュール(研試（２）に官給)

増幅部 制御部制御部

レーザ特性計測装置

研究試作（その１）

 

計測部

追尾照準装置

 

ビーム指向装置

カセグレン集
光装置(研試
(2)に官給)

照射特性測定用
レーザ装置

専用試験装置

研究試作
（その２）

 

照射管制
装置ビーム指向

装置本体

制御部
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（単位：千円）

件名

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考執行時期

　一般競争入札(予定)

　平成２２年１２月

・必要性：諸外国において大型機搭載の早期警戒レーダ、米国においては、弾道ミサイル発射観測機に搭載されたＩＲＳＴ
（赤外線捜索追尾装置）が運用されているが、本研究試作のようにレーダの測距精度とＩＲＳＴの方向精度を併せ持った複合
センサは無く、日本独自で開発する必要がある。

・有効性：ステルス機及び巡航ミサイルを遠方から探知し、弾道ミサイルを早期に探知・識別が可能となる。

・効率性：これまで実施してきた、パッシブレーダ及びＩＲＳＴ技術等の研究成果を活用することにより、有効で効率的な研究
開発を実施することが可能となる。

完了年度（予定）：

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

・大型航空機に搭載し、遠方からステルス航空機、巡航ミサイル及び弾道ミサイルの新たな対空脅威を早期に探知
し、ウェポン等と連携して対処する遠距離探知センサシステムに関する研究を行い、技術資料を得る。

平成２４年度

担当課

24

遠距離探知センサシステム（その１）の研究試作

2322 25

経理装備局技術計画官

千円

・当該事業は、平成２２年度から平成２９年度に
かけて、航空機に電波・光波複合センサを搭載
し、遠方から対空脅威を早期に探知し、味方へ
の情報提供等を可能とする遠距離探知センサ
システムの技術資料を得るために実施する研
究である。
・平成２２年度から平成２４年度にかけては、試
作（その１）として、システム設計及びレーダの
アンテナ部等の製作を実施する。

目 事業（補助）総額研究開発費 試作品費

26

事業概要

項

事業目的

システム設計、アンテナ部等の製作
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運 用 構 想 図

42

ステルス機

ＢＭ

ＣＭ

ステルス機

②情報提供

①探知

構成装置
・電波センサ ・光波センサ
・統制装置
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アンテナ部

研試（その１）

システム設計

励振受信部

励振受信部(2) 専用試験装置 改修キット

研試（その２）

データ融合部 専用試験
装置(2)等

研試（その３）

統合操作
表示部

レーダ試験装置

アンテナ部(2)信号処理部センサ部

システム
設計(2)

試作品の構成品内訳
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（単位：千円）

備　考執行時期

公募（予定）及び随意契約（予定）

　平成２２年１１月

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

・本事業は、異種、複数の既存シミュレーション等
を機能的に連接し、将来の経空脅威に対処する
防空戦闘に必要となる統合化、ネットワーク化さ
れた各種将来装備システム、サブシステム等の
機能及び性能等のトレードオフ検討を可能とする
統合防空システムシミュレーションに関する研究
である。
・平成２２年度から２４年度にかけて、研試（その
２）として、システム設計（２）を行うとともに、評価
プログラム（２）、システム支援部（２）及び判断制
御部を試作する。

24

・将来の経空脅威に対処する防空戦闘において、
（１）統合化、ネットワーク化された各種将来装備システム、サブシステム等の機能及び性能を評価・再配分・最適化
（２）将来装備構想へ新たな技術の迅速な反映、将来装備システムと既存装備システムの連接性評価
（３）新たなシステムコンセプトの構築を可能とする統合防空システムシミュレーション
に関する技術資料を得る。

事業（補助）総額 千円

・必要性：本事業は、将来の防空戦闘に必要となる各種将来装備システム等の機能及び性能等のトレードオフ検討等を図
るために必要な事業である。
・有効性：統合防空システムに資するセンサ及び迎撃ウエポン等の将来の装備システムについて、研究開発着手の前段階
でそのコンセプトや機能及び性能等の検討を可能とするシミュレーション環境を構築することができる。
・効率性：従来より進めているモデル＆シミュレーションにおける各種将来装備システム、既存装備品等のモデル等を利活
用することにより、効率的に事業を遂行できる。

完了年度（予定）： 平成２４年度

事業目的

26252322

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

経理装備局技術計画官

研究開発費 試作品費項

統合防空システムシミュレーション（その２）の研究試作

目

件名 担当課

システム設計（２）、評価プログラム
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運用構想図運用構想図

1
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試作品の構成品内訳
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（単位：千円）

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　日米安全保障条約に基づく日米安全保障体制は、我が国防衛の柱であり、これを維持・強化していくことが重要で
ある。在日米軍の駐留は、この日米安保体制の中核的要素であり、同体制の円滑かつ効果的な運用を確保するとの
観点から、地位協定の範囲内で提供施設を整備している。
　本事業は、この一環として、キャンプ座間において、米軍の機能発揮及び生活基盤に必要なボイラー施設を整備す
るものである。

平成２４年度

2625

在日米軍等駐留関連諸費 提供施設等整備費

件名

項

地方協力局提供施設課担当課

24

キャンプ座間におけるユーティリティ整備事業

2322

　当該事業は、日米間の合意に基づき、キャン
プ座間において、ボイラー施設を整備するもの
である。
　今年度に実施する工事は、平成２２年度から
平成２４年度にかけて同施設に設置される発
電機を整備するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

事業目的

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考 参考：別図、別紙執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１０月

　既存ボイラー施設は、昭和29年に設置され、建設後50年以上が経過していることから、給汽設備の腐食等老朽化
が著しく、機能低下により安定した給汽供給ができない状況である。このため米軍の活動及び日常生活に支障をきた
していることから、米軍の機能発揮及び生活基盤に必要なボイラー施設を整備するものである。
　この整備により、十分かつ安定的な給汽供給が図られることとなる。
　整備にあたっては、コ・ジェネレーション・システムを導入することとしており、排ガスや冷却水から排熱を回収し、給
湯や空調に利用するなど、エネルギーの有効利用を図ることによる省エネ効果が見込まれる。

完了年度（予定）：

発電機
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キャンプ座間におけるユーティリティ整備事業位置図

Ｎ

施設名

所在地

キャンプ座間

神奈川県相模原市

・座間市

ユーティリティ：一式

整備位置

別　図
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日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
相
互
協
力
及
び
安
全
保
障
条
約
第
六
条

に
基
づ
く
施
設
及
び
区
域
並
び
に
日
本
国
に
お
け
る
合
衆
国
軍
隊
の
地
位
に
関

す
る
協
定
（
抄
）

昭
和
三
十
五
年
六
月
二
十
三
日

条

約

第

七

号

第
二
条

〔
施
設
・
区
域
の
提
供
等
〕

１

合
衆
国
は
、
相
互
協
力
及
び
安
全
保
障
条
約
第
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
日
本
国
内
の

(a)
施
設
及
び
区
域
の
使
用
を
許
さ
れ
る
。
個
個
の
施
設
及
び
区
域
に
関
す
る
協
定
は
、
第
二

十
五
条
に
定
め
る
合
同
委
員
会
を
通
じ
て
両
政
府
が
締
結
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
「
施

設
及
び
区
域
」
に
は
、
当
該
施
設
及
び
区
域
の
運
営
に
必
要
な
現
存
の
設
備
、
備
品
及
び

定
着
物
を
含
む
。

合
衆
国
が
日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
安
全
保
障
条
約
第
三
条
に
基
く
行
政

(b)
協
定
の
終
了
の
時
に
使
用
し
て
い
る
施
設
及
び
区
域
は
、
両
政
府
が

の
規
定
に
従
っ
て

(a)

合
意
し
た
施
設
及
び
区
域
と
み
な
す
。

第
三
条

〔
施
設
及
び
区
域
内
に
お
け
る
権
利
等
〕

１

合
衆
国
は
、
施
設
及
び
区
域
内
に
お
い
て
、
そ
れ
ら
の
設
定
、
運
営
、
警
護
及
び
管
理
の

た
め
必
要
な
す
べ
て
の
措
置
を
執
る
こ
と
が
で
き
る
。
日
本
国
政
府
は
、
施
設
及
び
区
域
の

支
持
、
警
護
及
び
管
理
の
た
め
の
合
衆
国
軍
隊
の
施
設
及
び
区
域
へ
の
出
入
の
便
を
図
る
た

め
、
合
衆
国
軍
隊
の
要
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
合
同
委
員
会
を
通
ず
る
両
政
府
間
の
協
議
の

上
で
、
そ
れ
ら
の
施
設
及
び
区
域
に
隣
接
し
又
は
そ
れ
ら
の
近
傍
の
土
地
、
領
水
及
び
空
間

に
お
い
て
、
関
係
法
令
の
範
囲
内
で
必
要
な
措
置
を
執
る
も
の
と
す
る
。
合
衆
国
も
、
ま
た
、

合
同
委
員
会
を
通
ず
る
両
政
府
間
の
協
議
の
上
で
前
記
の
目
的
の
た
め
必
要
な
措
置
を
執
る

こ
と
が
で
き
る
。

第
二
十
四
条

〔
経
費
の
負
担
等
〕

１

日
本
国
に
合
衆
国
軍
隊
を
維
持
す
る
こ
と
に
伴
う
す
べ
て
の
経
費
は
、
２
に
規
定
す
る
と

こ
ろ
に
よ
り
日
本
国
が
負
担
す
べ
き
も
の
を
除
く
ほ
か
、
こ
の
協
定
の
存
続
期
間
中
日
本
国

に
負
担
を
か
け
な
い
で
合
衆
国
が
負
担
す
る
こ
と
が
合
意
さ
れ
る
。

２

日
本
国
は
、
第
二
条
及
び
第
三
条
に
定
め
る
す
べ
て
の
施
設
及
び
区
域
並
び
に
路
線
権
（
飛

行
場
及
び
港
に
お
け
る
施
設
及
び
区
域
の
よ
う
に
共
同
に
使
用
さ
れ
る
施
設
及
び
区
域
を
含

む
。
）
を
こ
の
協
定
の
存
続
期
間
中
合
衆
国
に
負
担
を
か
け
な
い
で
提
供
し
、
か
つ
、
相
当

の
場
合
に
は
、
施
設
及
び
区
域
並
び
に
路
線
権
の
所
有
者
及
び
提
供
者
に
補
償
を
行
な
う
こ

と
が
合
意
さ
れ
る
。

別紙３
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（単位：千円）

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考 参考：別図、別紙執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１０月

　横須賀海軍施設においては、独身下士官用の宿舎が不足する状態が続いており、海上任務の独身下士官（艦船乗
組員）は、寄港時においても艦船内での狭隘な居住空間での生活を余儀なくされている状況であることから、米軍の
独身下士官の生活基盤として必要な宿舎を整備するものである。
　この整備により、慢性的な独身下士官宿舎の不足の緩和を通じて、独身下士官の生活環境が改善され、ストレスの
軽減、士気の向上等が図られるものである。

完了年度（予定）：

地方協力局提供施設課担当課

24

横須賀海軍施設における独身下士官宿舎整備事業

2322

　当該事業は、日米間の合意に基づき、横須
賀海軍施設において、独身下士官宿舎（１棟、
約12,850㎡）を整備するものである。
　今年度に実施する工事は、平成２２年度から
平成２４年度にかけて独身下士官宿舎本体を
整備するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

件名

提供施設等整備費項

事業目的

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　日米安全保障条約に基づく日米安全保障体制は、我が国防衛の柱であり、これを維持・強化していくことが重要で
ある。在日米軍の駐留は、この日米安保体制の中核的要素であり、同体制の円滑かつ効果的な運用を確保するとの
観点から、地位協定の範囲内で提供施設を整備している。
　本事業は、この一環として、横須賀海軍施設において、米軍の独身下士官の生活基盤となる宿舎を整備するもので
ある。

平成２４年度

2625

在日米軍等駐留関連諸費

本体
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Ｎ

独身下士官宿舎：面積12,844㎡　ＲＣ造　８階建

整備位置

横須賀海軍施設における独身下士官宿舎整備事業位置図

Ｎ

別　図

横須賀海軍施設施設名

所在地 神奈川県　横須賀市
配　置　図

199



日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
相
互
協
力
及
び
安
全
保
障
条
約
第
六
条

に
基
づ
く
施
設
及
び
区
域
並
び
に
日
本
国
に
お
け
る
合
衆
国
軍
隊
の
地
位
に
関

す
る
協
定
（
抄
）

昭
和
三
十
五
年
六
月
二
十
三
日

条

約

第

七

号

第
二
条

〔
施
設
・
区
域
の
提
供
等
〕

１

合
衆
国
は
、
相
互
協
力
及
び
安
全
保
障
条
約
第
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
日
本
国
内
の

(a)
施
設
及
び
区
域
の
使
用
を
許
さ
れ
る
。
個
個
の
施
設
及
び
区
域
に
関
す
る
協
定
は
、
第
二

十
五
条
に
定
め
る
合
同
委
員
会
を
通
じ
て
両
政
府
が
締
結
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
「
施

設
及
び
区
域
」
に
は
、
当
該
施
設
及
び
区
域
の
運
営
に
必
要
な
現
存
の
設
備
、
備
品
及
び

定
着
物
を
含
む
。

合
衆
国
が
日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
安
全
保
障
条
約
第
三
条
に
基
く
行
政

(b)
協
定
の
終
了
の
時
に
使
用
し
て
い
る
施
設
及
び
区
域
は
、
両
政
府
が

の
規
定
に
従
っ
て

(a)

合
意
し
た
施
設
及
び
区
域
と
み
な
す
。

第
三
条

〔
施
設
及
び
区
域
内
に
お
け
る
権
利
等
〕

１

合
衆
国
は
、
施
設
及
び
区
域
内
に
お
い
て
、
そ
れ
ら
の
設
定
、
運
営
、
警
護
及
び
管
理
の

た
め
必
要
な
す
べ
て
の
措
置
を
執
る
こ
と
が
で
き
る
。
日
本
国
政
府
は
、
施
設
及
び
区
域
の

支
持
、
警
護
及
び
管
理
の
た
め
の
合
衆
国
軍
隊
の
施
設
及
び
区
域
へ
の
出
入
の
便
を
図
る
た

め
、
合
衆
国
軍
隊
の
要
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
合
同
委
員
会
を
通
ず
る
両
政
府
間
の
協
議
の

上
で
、
そ
れ
ら
の
施
設
及
び
区
域
に
隣
接
し
又
は
そ
れ
ら
の
近
傍
の
土
地
、
領
水
及
び
空
間

に
お
い
て
、
関
係
法
令
の
範
囲
内
で
必
要
な
措
置
を
執
る
も
の
と
す
る
。
合
衆
国
も
、
ま
た
、

合
同
委
員
会
を
通
ず
る
両
政
府
間
の
協
議
の
上
で
前
記
の
目
的
の
た
め
必
要
な
措
置
を
執
る

こ
と
が
で
き
る
。

第
二
十
四
条

〔
経
費
の
負
担
等
〕

１

日
本
国
に
合
衆
国
軍
隊
を
維
持
す
る
こ
と
に
伴
う
す
べ
て
の
経
費
は
、
２
に
規
定
す
る
と

こ
ろ
に
よ
り
日
本
国
が
負
担
す
べ
き
も
の
を
除
く
ほ
か
、
こ
の
協
定
の
存
続
期
間
中
日
本
国

に
負
担
を
か
け
な
い
で
合
衆
国
が
負
担
す
る
こ
と
が
合
意
さ
れ
る
。

２

日
本
国
は
、
第
二
条
及
び
第
三
条
に
定
め
る
す
べ
て
の
施
設
及
び
区
域
並
び
に
路
線
権
（
飛

行
場
及
び
港
に
お
け
る
施
設
及
び
区
域
の
よ
う
に
共
同
に
使
用
さ
れ
る
施
設
及
び
区
域
を
含

む
。
）
を
こ
の
協
定
の
存
続
期
間
中
合
衆
国
に
負
担
を
か
け
な
い
で
提
供
し
、
か
つ
、
相
当

の
場
合
に
は
、
施
設
及
び
区
域
並
び
に
路
線
権
の
所
有
者
及
び
提
供
者
に
補
償
を
行
な
う
こ

と
が
合
意
さ
れ
る
。

別紙３
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（単位：千円）

本工事

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　平成１８年５月の日米安全保障協議委員会（「２＋２」）において承認された「再編の実施のための日米ロードマップ」
を受けて閣議決定された「在日米軍の兵力構成の見直し等に関する政府の取組について」（平成１８年５月３０日閣議
決定）に基づき、「再編の実施のための日米ロードマップ」に盛り込まれた具体的な措置を着実に実施するもの。

平成２３年度

2625

提供施設等整備費

件名

項

事業目的

地方協力局地方調整課担当課

24

岩国飛行場提供施設整備工事（ＭＡＬＳ－１２地区）

2322

　当該事業は、厚木飛行場から岩国飛行場へ
の空母艦載機の移駐等に伴い、影響を受ける
航空機整備施設を移設する事業である。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考 参考：別図、別紙１、別紙２執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１０月

　本事業は、「再編の実施のための日米ロードマップ」に盛り込まれた具体的な措置を実施するために必要な事業で
ある。
　また、本事業を実施することにより、厚木飛行場から空母艦載機を移駐することが可能となるため、厚木飛行場周
辺地域の地元負担軽減に有効である。

完了年度（予定）：

在日米軍等駐留関連諸費
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MALS-12地区 別 図
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再編実施のための日米のロードマップ〔抜粋〕

平成１８年５月１日

ライス国務長官
ラムズフェルド国防長官

麻生外務大臣
額賀防衛庁長官

概観
２００５年１０月２９日、日米安全保障協議委員会の構成員たる閣僚は、その文書「日米同盟：未来のための変革と再編」において、在日米軍及び関連す

る自衛隊の再編に関する勧告を承認した。その文書において、閣僚は、それぞれの事務当局に対して、「これらの個別的かつ相互に関連する具体案を最終的
に取りまとめ、具体的な実施日程を含めた計画を２００６年３月までに作成するよう」指示した。この作業は完了し、この文書に反映されている。

再編案の最終取りまとめ
個別の再編案は統一的なパッケージとなっている。これらの再編を実施することにより、同盟関係にとって死活的に重要な在日米軍のプレゼンスが確保さ

れることとなる。
これらの案の実施における施設整備に要する建設費その他の費用は、明示されない限り日本国政府が負担するものである。米国政府は、これらの案の実施

により生ずる運用上の費用を負担する。両政府は、再編に関連する費用を、地元の負担を軽減しつつ抑止力を維持するという、２００５年１０月２９日の日
米安全保障協議委員会文書におけるコミットメントに従って負担する。

実施に関する主な詳細

4．厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐
● 第5空母航空団の厚木飛行場から岩国飛行場への移駐は、F/A-18、EA-6B、E-2C及びC-2航空機から構成され、（1）必要な施設が完成し、（2）訓練空域及

び岩国レーダー進入管制空域の調整が行われた後、2014年までに完了する。
○ 厚木飛行場から行われる継続的な米軍の運用の所要を考慮しつつ、厚木飛行場において、海上自衛隊EP-3、OP-3、UP-3飛行隊等の岩国飛行場からの移駐

を受け入れるための必要な施設が整備される。
● KC-130飛行隊は、司令部、整備支援施設及び家族支援施設とともに、岩国飛行場を拠点とする。航空機は、訓練及び運用のため、海上自衛隊鹿屋基地及

びグアムに定期的にローテーションで展開する。KC-130航空機の展開を支援するため、鹿屋基地において必要な施設が整備される。
○ 海兵隊CH-53Dヘリは、第3海兵機動展開部隊の要員が沖縄からグアムに移転する際に、岩国飛行場からグアムに移転する。
○ 訓練空域及び岩国レーダー進入管制空域は、米軍、自衛隊及び民間航空機（隣接する空域内のものを含む）の訓練及び運用上の所要を安全に満たすよう、

合同委員会を通じて、調整される。
○ 恒常的な空母艦載機離発着訓練施設について検討を行うための二国間の枠組みが設けられ、恒常的な施設を2009年7月又はその後のできるだけ早い時期

に選定することを目標とする。
○ 将来の民間航空施設の一部が岩国飛行場に設けられる。

別 紙 １
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在日米軍の兵力構成見直し等に関する政府の取組について〔抜粋〕

平成１８年５月３０日
閣 議 決 定

３ 最終取りまとめには、米軍の使用する施設・区域が集中する沖縄県からの約８０００名の海兵隊要員の削減、普天間飛
行場のキャンプ・シュワブへの移設、嘉手納飛行場以南の人口が密集している地域の相当規模の土地の返還（普天間飛行
場、牧港補給地区、那覇港湾施設等の全面返還を含む。）、横田飛行場における航空自衛隊航空総隊司令部の併置等によ
る司令部間の連携強化、キャンプ座間における在日米陸軍司令部の改編、航空自衛隊車力分屯基地への弾道ミサイル防衛
のための米軍のレーダー・システムの配置、厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐、キャンプ座間及び相模総
合補給廠の一部返還、訓練の移転等の具体的な措置が盛り込まれている。

これらの再編関連措置については、最終取りまとめに示された実施時期を踏まえつつ、着実に実施していくものとする。

別 紙 ２
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（単位：千円）

本工事

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　平成１８年５月の日米安全保障協議委員会（「２＋２」）において承認された「再編の実施のための日米ロードマップ」
を受けて閣議決定された「在日米軍の兵力構成の見直し等に関する政府の取組について」（平成１８年５月３０日閣議
決定）に基づき、「再編の実施のための日米ロードマップ」に盛り込まれた具体的な措置を着実に実施するもの。

平成２３年度

2625

提供施設等整備費

件名

項

事業目的

地方協力局地方調整課担当課

24

岩国飛行場提供施設整備工事（独身下士官宿舎地区）

2322

　当該事業は、厚木飛行場から岩国飛行場へ
の空母艦載機の移駐等に伴い、独身下士官宿
舎を整備するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考 参考：別図、別紙１、別紙２執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１０月

　本事業は、「再編の実施のための日米ロードマップ」に盛り込まれた具体的な措置を実施するために必要な事業で
ある。
　また、本事業を実施することにより、厚木飛行場から空母艦載機を移駐することが可能となるため、厚木飛行場周
辺地域の地元負担軽減に有効である。

完了年度（予定）：

在日米軍等駐留関連諸費
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独身下士官宿舎地区 別 図
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再編実施のための日米のロードマップ〔抜粋〕

平成１８年５月１日

ライス国務長官
ラムズフェルド国防長官

麻生外務大臣
額賀防衛庁長官

概観
２００５年１０月２９日、日米安全保障協議委員会の構成員たる閣僚は、その文書「日米同盟：未来のための変革と再編」において、在日米軍及び関連す

る自衛隊の再編に関する勧告を承認した。その文書において、閣僚は、それぞれの事務当局に対して、「これらの個別的かつ相互に関連する具体案を最終的
に取りまとめ、具体的な実施日程を含めた計画を２００６年３月までに作成するよう」指示した。この作業は完了し、この文書に反映されている。

再編案の最終取りまとめ
個別の再編案は統一的なパッケージとなっている。これらの再編を実施することにより、同盟関係にとって死活的に重要な在日米軍のプレゼンスが確保さ

れることとなる。
これらの案の実施における施設整備に要する建設費その他の費用は、明示されない限り日本国政府が負担するものである。米国政府は、これらの案の実施

により生ずる運用上の費用を負担する。両政府は、再編に関連する費用を、地元の負担を軽減しつつ抑止力を維持するという、２００５年１０月２９日の日
米安全保障協議委員会文書におけるコミットメントに従って負担する。

実施に関する主な詳細

4．厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐
● 第5空母航空団の厚木飛行場から岩国飛行場への移駐は、F/A-18、EA-6B、E-2C及びC-2航空機から構成され、（1）必要な施設が完成し、（2）訓練空域及

び岩国レーダー進入管制空域の調整が行われた後、2014年までに完了する。
○ 厚木飛行場から行われる継続的な米軍の運用の所要を考慮しつつ、厚木飛行場において、海上自衛隊EP-3、OP-3、UP-3飛行隊等の岩国飛行場からの移駐

を受け入れるための必要な施設が整備される。
● KC-130飛行隊は、司令部、整備支援施設及び家族支援施設とともに、岩国飛行場を拠点とする。航空機は、訓練及び運用のため、海上自衛隊鹿屋基地及

びグアムに定期的にローテーションで展開する。KC-130航空機の展開を支援するため、鹿屋基地において必要な施設が整備される。
○ 海兵隊CH-53Dヘリは、第3海兵機動展開部隊の要員が沖縄からグアムに移転する際に、岩国飛行場からグアムに移転する。
○ 訓練空域及び岩国レーダー進入管制空域は、米軍、自衛隊及び民間航空機（隣接する空域内のものを含む）の訓練及び運用上の所要を安全に満たすよう、

合同委員会を通じて、調整される。
○ 恒常的な空母艦載機離発着訓練施設について検討を行うための二国間の枠組みが設けられ、恒常的な施設を2009年7月又はその後のできるだけ早い時期

に選定することを目標とする。
○ 将来の民間航空施設の一部が岩国飛行場に設けられる。

別 紙 １
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在日米軍の兵力構成見直し等に関する政府の取組について〔抜粋〕

平成１８年５月３０日
閣 議 決 定

３ 最終取りまとめには、米軍の使用する施設・区域が集中する沖縄県からの約８０００名の海兵隊要員の削減、普天間飛
行場のキャンプ・シュワブへの移設、嘉手納飛行場以南の人口が密集している地域の相当規模の土地の返還（普天間飛行
場、牧港補給地区、那覇港湾施設等の全面返還を含む。）、横田飛行場における航空自衛隊航空総隊司令部の併置等によ
る司令部間の連携強化、キャンプ座間における在日米陸軍司令部の改編、航空自衛隊車力分屯基地への弾道ミサイル防衛
のための米軍のレーダー・システムの配置、厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐、キャンプ座間及び相模総
合補給廠の一部返還、訓練の移転等の具体的な措置が盛り込まれている。

これらの再編関連措置については、最終取りまとめに示された実施時期を踏まえつつ、着実に実施していくものとする。

別 紙 ２
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（単位：千円）

本工事

千円

直轄事業の場合
は契約方式、補助
金の場合は交付
先等

事業の
必要性
有効性
効率性

　平成１８年５月の日米安全保障協議委員会（「２＋２」）において承認された「再編の実施のための日米ロードマップ」
を受けて閣議決定された「在日米軍の兵力構成の見直し等に関する政府の取組について」（平成１８年５月３０日閣議
決定）に基づき、「再編の実施のための日米ロードマップ」に盛り込まれた具体的な措置を着実に実施するもの。

平成２３年度

2625

提供施設等整備費

件名

項

事業目的

地方協力局地方調整課担当課

24

岩国飛行場提供施設整備工事（MAG－１２地区）

2322

　当該事業は、厚木飛行場から岩国飛行場へ
の空母艦載機の移駐等に伴い、影響を受ける
第１２海兵航空群の使用する格納庫等を移設
するものである。

目 事業（補助）総額

事業概要

予算執行（事前・事後）審査調書

備　考 参考：別図、別紙１、別紙２執行時期

一般競争入札（予定）

　平成２２年１１月

　本事業は、「再編の実施のための日米ロードマップ」に盛り込まれた具体的な措置を実施するために必要な事業で
ある。
　また、本事業を実施することにより、厚木飛行場から空母艦載機を移駐することが可能となるため、厚木飛行場周
辺地域の地元負担軽減に有効である。

完了年度（予定）：

在日米軍等駐留関連諸費
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MAG-12地区 別 図
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再編実施のための日米のロードマップ〔抜粋〕

平成１８年５月１日

ライス国務長官
ラムズフェルド国防長官

麻生外務大臣
額賀防衛庁長官

概観
２００５年１０月２９日、日米安全保障協議委員会の構成員たる閣僚は、その文書「日米同盟：未来のための変革と再編」において、在日米軍及び関連す

る自衛隊の再編に関する勧告を承認した。その文書において、閣僚は、それぞれの事務当局に対して、「これらの個別的かつ相互に関連する具体案を最終的
に取りまとめ、具体的な実施日程を含めた計画を２００６年３月までに作成するよう」指示した。この作業は完了し、この文書に反映されている。

再編案の最終取りまとめ
個別の再編案は統一的なパッケージとなっている。これらの再編を実施することにより、同盟関係にとって死活的に重要な在日米軍のプレゼンスが確保さ

れることとなる。
これらの案の実施における施設整備に要する建設費その他の費用は、明示されない限り日本国政府が負担するものである。米国政府は、これらの案の実施

により生ずる運用上の費用を負担する。両政府は、再編に関連する費用を、地元の負担を軽減しつつ抑止力を維持するという、２００５年１０月２９日の日
米安全保障協議委員会文書におけるコミットメントに従って負担する。

実施に関する主な詳細

4．厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐
● 第5空母航空団の厚木飛行場から岩国飛行場への移駐は、F/A-18、EA-6B、E-2C及びC-2航空機から構成され、（1）必要な施設が完成し、（2）訓練空域及

び岩国レーダー進入管制空域の調整が行われた後、2014年までに完了する。
○ 厚木飛行場から行われる継続的な米軍の運用の所要を考慮しつつ、厚木飛行場において、海上自衛隊EP-3、OP-3、UP-3飛行隊等の岩国飛行場からの移駐

を受け入れるための必要な施設が整備される。
● KC-130飛行隊は、司令部、整備支援施設及び家族支援施設とともに、岩国飛行場を拠点とする。航空機は、訓練及び運用のため、海上自衛隊鹿屋基地及

びグアムに定期的にローテーションで展開する。KC-130航空機の展開を支援するため、鹿屋基地において必要な施設が整備される。
○ 海兵隊CH-53Dヘリは、第3海兵機動展開部隊の要員が沖縄からグアムに移転する際に、岩国飛行場からグアムに移転する。
○ 訓練空域及び岩国レーダー進入管制空域は、米軍、自衛隊及び民間航空機（隣接する空域内のものを含む）の訓練及び運用上の所要を安全に満たすよう、

合同委員会を通じて、調整される。
○ 恒常的な空母艦載機離発着訓練施設について検討を行うための二国間の枠組みが設けられ、恒常的な施設を2009年7月又はその後のできるだけ早い時期

に選定することを目標とする。
○ 将来の民間航空施設の一部が岩国飛行場に設けられる。

別 紙 １
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在日米軍の兵力構成見直し等に関する政府の取組について〔抜粋〕

平成１８年５月３０日
閣 議 決 定

３ 最終取りまとめには、米軍の使用する施設・区域が集中する沖縄県からの約８０００名の海兵隊要員の削減、普天間飛
行場のキャンプ・シュワブへの移設、嘉手納飛行場以南の人口が密集している地域の相当規模の土地の返還（普天間飛行
場、牧港補給地区、那覇港湾施設等の全面返還を含む。）、横田飛行場における航空自衛隊航空総隊司令部の併置等によ
る司令部間の連携強化、キャンプ座間における在日米陸軍司令部の改編、航空自衛隊車力分屯基地への弾道ミサイル防衛
のための米軍のレーダー・システムの配置、厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐、キャンプ座間及び相模総
合補給廠の一部返還、訓練の移転等の具体的な措置が盛り込まれている。

これらの再編関連措置については、最終取りまとめに示された実施時期を踏まえつつ、着実に実施していくものとする。

別 紙 ２
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